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コ
ラ
ム

北海道のほぼ中央にあり、丘の町として有名な
美瑛町で人気のスポットとして「マイルドセブ
ンの丘」がある。1978年にたばこブランドマ
イルドセブン（2013年名称変更）のCMが撮
影されたことからそう呼ばれる。ビューポイン
トの一つに「マイルドセブンの木」があり、元々
は防風林として植えられたカラマツの木で、こ
んもりとした丸いフォルムが特徴的。冬には一
面の雪とのコントラストに幻想的な景観がある。

写真キャプション

今
、
世
界
で
は
、
循
環
革
命
が
始
ま
っ
て
い
ま
す
。

２
年
前
に
ド
イ
ツ
や
オ
ー
ス
ト
リ
ア
の
農
山
村
を
視

察
し
て
回
り
ま
し
た
が
、
次
々
と
エ
ネ
ル
ギ
ー
自
給

村
が
登
場
し
て
い
ま
し
た
。
昨
年
6
月
政
府
が
発
表

し
た
「
地
域
脱
炭
素
ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
」
で
は
、

２
0
3
0
年
ま
で
に
1
0
0
か
所
の
「
脱
炭
素
先
行

地
域
」
を
つ
く
り
、
２
0
5
0
年
に
脱
炭
素
を
達
成

す
る
全
体
像
が
示
さ
れ
ま
し
た
。
し
か
し
、
政
策
提

案
の
多
く
は
総
花
的
か
つ
縦
割
り
で
、
社
会
の
全
体

構
造
ま
で
踏
み
込
ん
だ
も
の
と
な
っ
て
い
ま
せ
ん
。

私
の
提
言
は
、
本
気
で
循
環
型
社
会
を
目
指
す
の

で
あ
れ
ば
、
そ
の
基
本
単
位
と
な
る
地
域
社
会
か
ら

抜
本
的
に
構
築
し
直
す
必
要
が
あ
る
と
い
う
こ
と
で

す
。
こ
の
基
本
単
位
を
「
循
環
自
治
区
」
と
名
付
け

ま
し
た
。
日
常
的
な
暮
ら
し
の
舞
台
と
な
っ
て
い
る

一
次
生
活
圏
に
相
当
し
、
人
口
規
模
は
3
0
0
人
か

ら
3
、
0
0
0
人
程
度
と
な
り
ま
す
。
こ
の
新
た
な

地
元
か
ら
、
今
ま
で
否
定
さ
れ
て
き
た
「
小
規
模
・

分
散
・
ロ
ー
カ
ル
」
原
理
に
基
づ
く
自
治
と
循
環
と

共
生
を
、
地
方
都
市
圏
や
地
方
ブ
ロ
ッ
ク
へ
と
重
層

的
に
組
み
上
げ
て
い
き
ま
す
。

な
ぜ
、「
循
環
自
治
区
」
と
い
う
基
本
単
位
か
ら

出
発
す
る
必
要
が
あ
る
の
で
し
ょ
う
か
。

第
一
に
は
、
循
環
型
社
会
で
は
、
近
隣
の
物
質
・

エ
ネ
ル
ギ
ー
循
環
の
中
で
人
間
活
動
を
営
む
こ
と
が

原
則
と
な
る
か
ら
で
す
。
第
二
は
、
今
回
の
コ
ロ
ナ

危
機
で
も
示
さ
れ
た
よ
う
に
、暴
走
す
る
「
大
規
模
・

集
中
・
グ
ロ
ー
バ
ル
」
か
ら
一
定
程
度
「
切
断
」
さ

れ
て
も
生
き
残
る
強
靭
な
小
地
域
を
創
っ
て
い
く
必

要
が
あ
り
ま
す
。
第
三
は
、
新
た
な
エ
ネ
ル
ギ
ー
や

交
通
シ
ス
テ
ム
へ
の
長
期
的
投
資
を
、
共
同
利
用
と

合
意
形
成
が
図
り
や
す
い
小
地
域
か
ら
進
め
る
必
要

が
あ
り
ま
す
。
第
四
に
、
そ
も
そ
も
何
ら
か
の
基
本

単
位
を
設
定
し
な
い
限
り
、
環
境
負
荷
や
脱
炭
素
の

効
果
を
診
断
し
、
地
域
比
較
し
な
が
ら
、
相
互
に
進

化
し
て
い
く
こ
と
が
出
来
ま
せ
ん
。

私
の
研
究
所
で
は
、
昨
年
11
月
「
地
域
社
会
の
未

来
像
を
描
く
」
全
国
研
究
フ
ォ
ー
ラ
ム
を
主
催
し
、

中
山
間
地
域
か
ら
持
続
可
能
な
未
来
に
先
着
す
る
具

体
的
な
構
想
づ
く
り
を
始
動
さ
せ
て
い
ま
す
。
人
類

に
と
っ
て
出
直
し
的
進
化
が
求
め
ら
れ
る
２
0
２
0

年
代
、
地
元
か
ら
世
界
を
創
り
直
す
時
代
で
す
。

マイルドセブンの木（北海道美
び

瑛
えい

町
ちょう

）

一
般
社
団
法
人
　
持
続
可
能
な
地
域
社
会
総
合
研
究
所
　
所
長

藤ふ
じ

山や
ま

　
　
浩こ

う

地
元
か
ら
世
界
を
創
り
直
す
時
代

令
和
4
年
度
関
係
省
庁
予
算
特
集
号

地
方
財
政
へ
の
対
応
等
関
係
予
算
・
施
策
の
概
要
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
⑵

地
方
財
政
対
策
と
総
務
省

－

地
方
自
治
関
係
予
算
・
施
策
の
概
要
��
�
�
�
�
�
�
�
�
�
⑸

厚
生
労
働
省

－

厚
生
労
働
省
関
係
予
算
・
施
策
の
概
要
��
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

国
土
交
通
省

－

関
係
予
算
・
施
策
の
概
要
��
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

農
林
水
産
省

－

農
林
水
産
関
係
予
算
・
施
策
の
概
要
��
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

文
部
科
学
省

－

文
教
関
係
予
算
・
施
策
の
概
要
��
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

経
済
産
業
省

－

中
小
企
業
・
小
規
模
事
業
者
及
び
資
源
・
エ
ネ
ル
ギ
ー
関
係
予
算
・
施
策
の
概
要
��
�

環
境
省

－

エ
ネ
ル
ギ
ー
・
廃
棄
物
・
リ
サ
イ
ク
ル
対
策
等
関
係
予
算
の
概
要
��
�
�
�
�
�
�

各
協
議
会

－

関
係
省
庁
予
算
・
施
策
の
概
要
��
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

令
和
3
年
度
「
Ｆ
ｏ
ｒ
ｅ
ｓ
ｔ 

Ｓ
ｔ
ｙ
ｌ
ｅ
ラ
ボ
」（
第
２
回
）
開
催
！
��
�
�
�
�
�
�
�

政�

策

情�

報
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町 村 週 報（第三種郵便物認可）

政　策

第3186号

歳
入
は
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
拡
大
が
落
ち

着
き
、
経
済
活
動
の
再
開
を
見
込
み
、
税
収
を
前
年
度

比
13
・
６
％
（
７
兆
７
、
８
７
０
億
円
）
増
の
65
兆

2
、
３
５
０
億
円
と
計
上
。
法
人
税
は
前
年
度
の
1
・

5
倍
と
な
る
13
兆
3
、
３
６
０
億
円
、
消
費
税
は
21
兆

5
、
７
３
０
億
円
、
所
得
税
は
20
兆
3
、
８
２
０
億
円

と
な
っ
た
。
新
規
国
債
発
行
額
は
36
兆
9
、
２
６
０
億

円
で
2
年
ぶ
り
に
減
少
に
転
じ
た
。
歳
出
を
公
債
費
で

ど
の
位
賄
っ
て
い
る
か
を
示
す
公
債
費
依
存
度
は
34
・

3
％
で
前
年
度
よ
り
6
・
6
ポ
イ
ン
ト
下
が
っ
た
。

歳
出
は
、
政
策
的
経
費
で
あ
る
一
般
歳
出
が
０
・
７
％

（
４
、
７
２
３
億
円
）
増
の
67
兆
3
、
７
４
６
億
円
で
、

う
ち
歳
出
の
過
半
を
占
め
る
社
会
保
障
関
係
費
が
１
・

２
％
（
4
、
３
９
３
億
円
）
増
の
36
兆
2
、
７
３
５
億

円
と
し
た
。
岸
田
総
理
が
掲
げ
る
分
配
戦
略
と
し
て
、

新
型
コ
ロ
ナ
医
療
対
応
等
を
行
う
医
療
機
関
の
看
護
師
、

介
護
、
保
育
、
幼
児
教
育
な
ど
の
現
場
で
働
く
方
の
賃

金
を
３
％
引
き
上
げ
る
こ
と
と
し
た
。
新
型
コ
ロ
ナ
ウ

イ
ル
ス
対
策
で
は
、
感
染
症
拡
大
に
備
え
、
予
備
費
と

し
て
前
年
度
と
同
額
の
５
兆
円
を
計
上
し
た
。

地
方
交
付
税
交
付
金
は
、
15
兆
６
、
４
０
４
億
円
（
法

定
率
分
）
を
計
上
し
た
。

デ
ジ
タ
ル
庁
の
予
算
は
４
、
７
２
０
億
円
。
う
ち
、

各
府
省
が
整
備
・
運
用
す
る
も
の
を
含
む
情
報
シ
ス
テ

ム
関
係
費
が
４
、
６
０
１
億
円
を
占
め
る
。
前
年
度
の

１
・
５
倍
と
な
る
増
額
で
、
ガ
バ
メ
ン
ト
ク
ラ
ウ
ド
の

整
備
や
マ
イ
ナ
ポ
ー
タ
ル
の
利
便
性
向
上
、
マ
イ
ナ
ン

バ
ー
カ
ー
ド
機
能
の
強
化
な
ど
が
含
ま
れ
る
。
一
方
、

マ
イ
ナ
ン
バ
ー
制
度
の
広
報
な
ど
政
策
経
費
は
、
30
億

円
増
の
42
億
円
と
な
っ
た
。

家
族
を
介
護
す
る
18
歳
未
満
の「
ヤ
ン
グ
ケ
ア
ラ
ー
」

を
福
祉
サ
ー
ビ
ス
に
つ
な
ぐ
事
業
や
妊
産
婦
向
け
相
談

セ
ン
タ
ー
の
創
設
と
い
っ
た
、
子
育
て
家
庭
や
女
性
を

包
括
的
に
支
援
す
る
た
め
の
費
用
は
２
５
２
億
円
と

な
っ
た
。
児
童
虐
待
防
止
・
社
会
的
養
護
の
関
連
経
費

は
１
、
６
３
９
億
円
で
、
子
ど
も
食
堂
や
配
食
活
動
に

携
わ
る
民
間
団
体
へ
の
後
押
し
を
新
た
に
始
め
た
り
、

児
童
養
護
施
設
の
退
所
者
へ
の
自
立
支
援
を
強
化
し
た

り
す
る
。

デ
ー
タ
ヘ
ル
ス
改
革
で
は
、
前
年
度
の
倍
以
上
と
な

る
１
、
１
０
９
億
円
と
計
上
し
た
。
個
人
が
自
分
の
健

診
・
受
診
履
歴
を
閲
覧
し
た
り
医
療
機
関
に
提
供
し
た

り
で
き
る
「
オ
ン
ラ
イ
ン
資
格
確
認
シ
ス
テ
ム
」
の
整

備
や
、
保
健
医
療
情
報
の
ビ
ッ
グ
デ
ー
タ
の
活
用
を
進

め
る
。

社
会
保
障
以
外
の
主
要
経
費
の
う
ち
、
公
共
事
業
費

は
６
兆
５
７
５
億
円
。
う
ち
６
割
以
上
を
防
災
・
減
災
・

国
土
強
靱
化
関
連
予
算
が
占
め
る
。
文
教
・
科
学
振
興

費
は
５
兆
３
、
９
０
１
億
円
、
防
衛
関
係
費
は
５
兆
３
、

６
８
７
億
円
。
国
債
の
償
還
や
利
払
い
に
充
て
る
国
債

費
は
、
２
・
４
％
増
の
24
兆
３
、
３
９
３
億
円
と
な
っ

た
。地

方
財
政
対
策
に
つ
い
て
は
、
一
般
財
源
総
額
は
水

準
超
経
費
を
除
く
交
付
団
体
ベ
ー
ス
で
、
62
兆
１
３
５

億
円
（
対
前
年
度
比
２
０
３
億
円
増
）
が
確
保
さ
れ
た
。

歳
入
の
う
ち
、
地
方
税
は
41
兆
2
、
３
０
５
億
円
（
同

3
兆
1
、
５
０
３
億
円
、
8
・
3
％
増
）、
地
方
譲
与

税
は
2
兆
5
、
９
７
８
億
円
（
同
7
、
７
５
９
億
円
、

42
・
6
％
増
）
と
な
っ
た
。
地
方
交
付
税
の
総
額
は
、

18
兆
５
３
８
億
円
（
同
6
、
１
５
３
億
円
、
3
・
5
％

増
）
と
な
っ
た
。

一
般
会
計
と
は
別
枠
の
東
日
本
大
震
災
復
興
特
別
会

計
に
は
、
9
・
7
％
（
９
０
５
億
円
）
減
の
8
、
４
１

３
億
円
を
計
上
。
避
難
指
示
が
解
除
さ
れ
た
区
域
で
の

生
活
再
開
に
必
要
な
帰
還
環
境
の
整
備
や
移
住
等
の
促

進
、
帰
還
困
難
区
域
の
特
定
復
興
再
生
拠
点
の
整
備
等

を
実
施
す
る
た
め
の
原
子
力
災
害
か
ら
の
復
興
・
再
生

事
業
に
4
、
４
５
２
億
円
を
計
上
し
た
ほ
か
、
住
宅
再

建
・
復
興
ま
ち
づ
く
り
事
業
に
５
０
８
億
円
、
産
業
・

生
業
の
再
生
事
業
に
３
４
７
億
円
、「
心
の
復
興
」
な

ど
の
被
災
者
支
援
に
２
７
８
億
円
を
計
上
し
た
。

政
府
は
、
予
算
案
を
通
常
国
会
に
提
出
、
早
期
成
立

を
目
指
す
。

地
方
財
政
へ
の
対
応
等
関
係
予
算
・
施
策
の
概
要

地
方
財
政
へ
の
対
応
等
関
係
予
算
・
施
策
の
概
要

◆ 

◆ 

令
和
4
年
度
関
係
省
庁
予
算
特
集
号 

◆ 

◆

政
府
は
12
月
24
日
、
令
和
4
年
度
予
算
案
を
閣
議
決
定
し
た
。
一
般
会
計
の
総
額
は
新
型
コ
ロ
ナ
ウ

イ
ル
ス
感
染
症
拡
大
へ
の
対
応
や
年
金
、
医
療
な
ど
社
会
保
障
費
の
増
加
等
に
よ
り
1
0
7
兆
5
、

9
6
4
億
円
（
対
前
年
度
比
9
、
8
6
7
億
円
、
0
・
9
％
増
）、
10
年
連
続
で
過
去
最
大
と
な
っ
た
。

歳
入
は
、
新
型
コ
ロ
ナ
禍
か
ら
の
景
気
回
復
及
び
税
収
の
伸
び
を
見
込
ん
で
、
新
規
国
債
発
行
額

は
2
年
ぶ
り
に
減
少
し
た
。

歳
出
で
は
、
デ
ジ
タ
ル
化
の
推
進
、
社
会
保
障
関
係
費
、
防
災
・
減
災
対
策
へ
の
充
実
に
向
け
た

施
策
に
重
点
配
分
し
た
。

2022年（令和 4年） 1月24日　2
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令和４年度一般会計歳入歳出概算
（単位：億円）

（注１）計数整理の結果、異同を生ずることがある。
（注２）計数については、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは合致しないものがある。
（注３）前年度予算額は、４年度概算額との比較対照のため、組替えをしてある。

令和４年度一般会計歳出概算主要経費別内訳
（単位：億円）

区　　　　分 前年度予算額
（当初）（A）

令和４年度
概算額（B）

比較増△減額
（B－A） 増減率

％
歳　　　入
１．租 税 及 印 紙 収 入 574,480 652,350 77,870 13.6
２．そ の 他 収 入 55,647 54,354 △1,293 △2.3
３．公 債 金 435,970 369,260 △66,710 △15.3
　　⑴ 公 　 債 　 金 63,410 62,510 △900 △1.4
　　⑵ 特 例 公 債 金 372,560 306,750 △65,810 △17.7

合　　　　計 1,066,097 1,075,964 9,867 0.9

歳　　　出
１．一 般 歳 出 669,023 673,746 4,723 0.7
２．地方交付税交付金等 159,489 158,825 △664 △0.4
３．国 債 費 237,585 243,393 5,808 2.4

合　　　　計 1,066,097 1,075,964 9,867 0.9

事　　　　項 前年度予算額
（当初）（A）

令和４年度
概算額（B）

比較増△減額
（B－A） 増減率

％
社 会 保 障 関 係 費 358,343 362,735 4,393 1.2 
文 教 及 び 科 学 振 興 費 53,925 53,901 △ 　  24 0.0
　うち科学技術振興費 （  13,638） （  13,788） （　 150） （　　 1.1）
国 債 費 237,585 243,393 5,808 2.4
恩 給 関 係 費 1,450 1,221 △ 　228 △   15.7
地 方 交 付 税 交 付 金 等 159,489 158,825 △ 　664 △  　0.4
防 衛 関 係 費 53,145 53,687 542 1.0
公 共 事 業 関 係 費 60,549 60,575 26 0.0
経 済 協 力 費 5,108 5,105 △      3 △  　0.1
中 小 企 業 対 策 費 1,726 1,713 △ 　  13 △  　0.8
エ ネ ル ギ ー 対 策 費 8,891 8,756 △ 　135 △  　1.5
食 料 安 定 供 給 関 係 費 12,723 12,701 △ 　  21 △  　0.2
そ の 他 の 事 項 経 費 58,164 58,350 186 0.3
新型コロナウイルス感染症対策予備費 50,000 50,000 － －
予 備 費 5,000 5,000 － －

合　　　　計 1,066,097 1,075,964 9,867 0.9
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令和４年度東日本大震災復興特別会計予算概算決定総括表
（単位：億円）

（注）計数整理の結果、異同を生じることがある。また、金額は単位未満四捨五入によるため合計が一致しないものがある。
※他事業との重複あり。

区　　　　　　分 令和３年度
当初予算額

令和４年度
概算決定額

復　　　　興　　　　庁（１～７の合計） 6,216 5,790
１．被災者支援 362 278
　　　・被災者支援総合交付金 125 115
　　　・被災した児童生徒等への就学等支援 34 26
　　　・緊急スクールカウンセラー等活用事業 17 17
　　　・仮設住宅等 22 8
　　　・被災者生活再建支援金補助金 46 25
　　　・地域医療再生基金 54 29
　　　・その他 64 58
２．住宅再建・復興まちづくり 540 508
　　　・家賃低廉化・特別家賃低減事業 224 221
　　　・社会資本整備総合交付金 77 103
　　　・森林整備事業 47 46
　　　・災害復旧事業 161 85
　　　・その他 33 53
３．産業・生業（なりわい）の再生 459 347
　　　・災害関連融資 28 20
　　　・中小企業組合等共同施設等災害復旧事業 64 22
　　　・水産業復興販売加速化支援事業 - 41
　　　・福島県次世代漁業人材確保支援事業 - 4
　　　・福島県農林水産業復興創生事業 47 41
　　　・原子力災害による被災事業者の自立等支援事業 44 30
　　　・自立・帰還支援雇用創出企業立地補助金 215 141
　　　・独立行政法人中小企業基盤整備機構運営費交付金 10 5
　　　・福島県における観光関連復興支援事業 3 5
　　　・ブルーツーリズム推進支援事業 - 3
　　　・その他 48 37
４．原子力災害からの復興・再生 4,673 4,452
　　　・特定復興再生拠点整備事業 637 445
　　　・特定復興再生拠点区域外に係る調査等事業 - 14
　　　・福島再生加速化交付金 721※ 701※

　　　・福島生活環境整備・帰還再生加速事業 91 88
　　　・帰還困難区域の入域管理・被ばく管理等 52 53
　　　・放射性物質対処型森林・林業再生総合対策事業 31 36
　　　・中間貯蔵施設の整備等 1,872 1,981
　　　・放射性物質汚染廃棄物処理事業等 768 638
　　　・除去土壌等の適正管理・搬出等の実施 253 271
　　　・風評払拭・リスクコミュニケーション強化対策 20 20
　　　・福島医薬品関連産業支援拠点化事業 30 23
　　　・その他 209 193
５．創造的復興 132 157
　　　・国際教育研究拠点推進事業 - 25
　　　・福島イノベーション・コースト構想関連事業 75 76

　　　・移住等の促進 福島再生加速化
交付金の内数

福島再生加速化
交付金の内数

　　　・福島県高付加価値産地展開支援事業 52 52
　　　・「新しい東北」普及展開等推進事業 3 3
６．東日本大震災の教訓継承事業 - 1
７．復興庁一般行政経費等 49 46
８．震災復興特別交付税 1,325 919
９．復興加速化・福島再生予備費 1,500 1,500
10．国債整理基金特会への繰入等 277 204

復　興　特　別　会　計　全　体 9,318 8,413
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【
令
和
4
年
度
地
方
財
政
対
策
の
概
要
】

令
和
4
年
度
地
方
財
政
対
策
に
つ
い

て
、
一
般
財
源
総
額
は
水
準
超
経
費
を
除

く
交
付
団
体
ベ
ー
ス
で
、
62
兆
１
３
５
億

円
（
対
前
年
度
比
２
０
３
億
円
増
、微
増
）

が
確
保
さ
れ
た
。
歳
入
の
う
ち
、
地
方
税

は
41
兆
2
、
３
０
５
億
円
（
同
3
兆
1
、

５
０
３
億
円
、
8
・
3
％
増
）、
地
方
譲

与
税
は
2
兆
5
、
９
７
８
億
円
（
同
7
、

７
５
９
億
円
、
42
・
6
％
増
）
と
な
っ
た
。

地
方
交
付
税
の
総
額
は
、
18
兆
５
３
８

億
円
（
同
6
、
１
５
３
億
円
、
3
・
5
％

増
）
と
な
り
、
そ
の
内
訳
は
、
一
般
会
計

分
と
し
て
、
①
地
方
交
付
税
の
法
定
率
分

等
15
兆
6
、
４
０
４
億
円
、
②
一
般
会
計

に
お
け
る
加
算
措
置
（
既
往
法
定
分
）
１

５
４
億
円
、
特
別
会
計
分
と
し
て
、
①
地

方
法
人
税
の
法
定
率
分
1
兆
7
、
１
２
７

億
円
、
②
交
付
税
特
別
会
計
借
入
金
償
還

額
▲
5
、
０
０
０
億
円
、
③
交
付
税
特
別

会
計
借
入
金
支
払
利
子
▲
７
０
９
億
円
、

④
令
和
3
年
度
か
ら
の
繰
越
金
1
兆
2
、

５
６
１
億
円
、
⑤
返
還
金
1
億
円
と
な
っ

て
い
る
。

臨
時
財
政
対
策
債
は
、
1
兆
7
、
８
０

５
億
円
（
同
3
兆
6
、
９
９
２
億
円
、

67
・
5
％
減
）
と
大
幅
に
抑
制
さ
れ
た
。

地
域
社
会
の
デ
ジ
タ
ル
化
を
推
進
す
る

た
め
、「
地
域
デ
ジ
タ
ル
社
会
推
進
費
」

に
つ
い
て
は
、
引
き
続
き
2
、
０
０
０
億

円
が
計
上
さ
れ
た
。
ま
た
、「
公
共
施
設

等
適
正
管
理
推
進
事
業
費
」に
つ
い
て
は
、

5
、
８
０
０
億
円
（
同
1
、
０
０
０
億
円

増
）
が
計
上
さ
れ
、「
脱
炭
素
化
事
業
」

を
追
加
す
る
と
と
も
に
、「
長
寿
命
化
事

業
」
の
対
象
に
空
港
施
設
や
ダ
ム
を
追
加

し
た
上
で
、
事
業
期
間
が
5
年
間
延
長
さ

れ
た
。

平
成
27
年
度
に
創
設
さ
れ
た
「
ま
ち
・

ひ
と
・
し
ご
と
創
生
事
業
費
」
に
つ
い
て

は
、
引
き
続
き
1
兆
円
が
確
保
さ
れ
、
ま

た
、
地
方
団
体
が
地
域
社
会
の
維
持
・
再

生
に
向
け
た
幅
広
い
施
策
に
自
主
的
・
主

体
的
に
取
り
組
む
た
め
の
「
地
域
社
会
再

生
事
業
費
」
に
つ
い
て
は
、
引
き
続
き

4
、
２
０
０
億
円
が
計
上
さ
れ
た
。

【
令
和
4
年
度
地
方
債
計
画
】

令
和
４
年
度
地
方
債
計
画
に
つ
い
て

は
、
引
き
続
き
厳
し
い
地
方
財
政
状
況
の

下
で
、
地
方
財
源
の
不
足
に
対
処
す
る
た

め
の
措
置
を
講
じ
、
ま
た
、
地
方
公
共
団

体
が
緊
急
に
実
施
す
る
防
災
・
減
災
対
策
、

公
共
施
設
等
の
適
正
管
理
及
び
地
域
の
活

性
化
へ
の
取
組
等
を
着
実
に
推
進
で
き
る

よ
う
、
所
要
の
地
方
債
資
金
の
確
保
を
図

る
こ
と
等
と
し
て
策
定
さ
れ
た
。

総
額
は
10
兆
1
、７
９
９
億
円
と
な
り
、

対
前
年
度
比
３
兆
4
、
５
７
４
億
円
、

25
・
4
％
減
と
な
っ
て
い
る
。
こ
の
う
ち
、

普
通
会
計
分
は
７
兆
6
、０
７
７
億
円（
同

３
兆
6
、
３
３
１
億
円
、
32
・
3
％
減
）、

公
営
企
業
会
計
等
分
は
２
兆
5
、
７
２
２

億
円
（
同
1
、
７
５
７
億
円
、
7
・
3
％

増
）
と
な
っ
て
い
る
。

地
方
財
源
の
不
足
に
対
処
す
る
た
め
、

地
方
財
政
法
第
５
条
の
特
例
と
し
て
臨
時

財
政
対
策
債
１
兆
7
、
８
０
５
億
円
（
同

３
兆
6
、
９
９
２
億
円
、
67
・
5
％
減
）

が
計
上
さ
れ
た
。

地
方
公
共
団
体
が
、
引
き
続
き
喫
緊
の

課
題
で
あ
る
防
災
・
減
災
対
策
に
取
り
組

ん
で
い
け
る
よ
う
、
緊
急
防
災
・
減
災
事

業
に
お
い
て
、
対
象
事
業
を
拡
充
（
消
防

本
部
に
お
け
る
災
害
対
応
ド
ロ
ー
ン
の
整

備
、
応
援
職
員
受
入
れ
施
設
等
の
整
備
及

び
消
防
救
急
デ
ジ
タ
ル
無
線
の
機
能
強
化

等
）
す
る
こ
と
と
し
、
5
、
０
０
０
億
円

が
計
上
さ
れ
た
。
ま
た
、
緊
急
自
然
災
害

防
止
対
策
事
業
と
し
て
4
、０
０
０
億
円
、

緊
急
浚
渫
推
進
事
業
と
し
て
1
、
１
０
０

億
円
が
計
上
さ
れ
た
。
さ
ら
に
、
令
和
４

年
度
以
降
も
、
引
き
続
き
公
共
施
設
等
の

適
正
管
理
に
積
極
的
に
取
り
組
ん
で
い
け

る
よ
う
、
公
共
施
設
等
適
正
管
理
推
進
事

業
を
令
和
８
年
度
ま
で
継
続
し
、
脱
炭
素

化
に
係
る
事
業
（
令
和
７
年
度
ま
で
）
を

加
え
る
と
と
も
に
、
長
寿
命
化
に
係
る
事

業
の
対
象
を
拡
充
（
空
港
施
設
、
ダ
ム
）

す
る
こ
と
と
し
、
5
、
２
２
０
億
円
（
同

９
０
０
億
円
、
20
・
8
％
増
）
が
計
上
さ

れ
た
。

ま
た
、
公
共
施
設
の
老
朽
化
対
策
の
推

進
等
の
た
め
、
過
疎
対
策
事
業
を
充
実
す

る
こ
と
と
し
、
5
、
２
０
０
億
円
（
同
２

０
０
億
円
、4
・
0
％
増
）
が
計
上
さ
れ
た
。

な
お
、
公
的
資
金
に
つ
い
て
は
、
前
年

度
と
同
程
度
の
割
合
（
全
体
の
42
・
9
％
）

が
確
保
さ
れ
た
。

【
令
和
4
年
度
地
方
税
制
改
正
】

令
和
４
年
度
税
制
改
正
に
お
け
る
地
方

税
等
に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て
は
、
主
に

次
の
よ
う
な
措
置
を
実
施
す
る
こ
と
と
さ

◆ ◆　　　　　　　　　　　　　　　 ◆ ◆令和４年度 関係省庁予算解説

地方財政対策と総務省地方財政対策と総務省
地方自治関係予算・施策の概要地方自治関係予算・施策の概要
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れ
た
。

ま
ず
、
本
会
が
町
村
の
か
け
が
え
の
な

い
基
幹
税
と
し
て
特
に
安
定
的
な
確
保
を

求
め
て
い
た
固
定
資
産
税
に
つ
い
て
は
、

前
年
度
の
税
制
改
正
で
講
じ
ら
れ
た
税
額

の
上
昇
す
る
土
地
に
係
る
負
担
調
整
措
置

に
お
い
て
課
税
標
準
額
を
据
え
置
く
措
置

が
令
和
３
年
度
を
も
っ
て
終
了
す
る
こ
と

と
さ
れ
た
一
方
、
景
気
回
復
に
万
全
を
期

す
観
点
か
ら
、
令
和
４
年
度
に
限
り
、
土

地
の
負
担
調
整
措
置
に
お
い
て
商
業
地
等

に
係
る
課
税
標
準
額
の
上
昇
幅
を
評
価
額

の
2
・
5
％
と
す
る
新
た
な
措
置
が
講
じ

ら
れ
た
。

法
人
事
業
税
に
つ
い
て
は
、
法
人
税
に

お
け
る
賃
上
げ
へ
の
対
応
に
合
わ
せ
、
継

続
雇
用
者
の
給
与
総
額
を
３
％
以
上
増
加

さ
せ
る
等
の
要
件
を
満
た
す
法
人
に
つ
い

て
、
雇
用
者
全
体
の
給
与
総
額
の
対
前
年

度
増
加
額
を
付
加
価
値
額
か
ら
控
除
す
る

（
２
年
間
の
時
限
措
置
）
と
さ
れ
た
。

外
形
標
準
課
税
対
象
法
人
（
資
本
金
１

億
円
超
の
法
人
）
に
お
け
る
法
人
事
業
税

の
所
得
割
に
つ
い
て
は
、
年
８
０
０
万
円

以
下
の
所
得
に
係
る
軽
減
税
率
を
廃
止

し
、
標
準
税
率
を
1
・
0
％
（
特
別
法
人

事
業
税
を
含
ん
だ
場
合
3
・
6
％
）
と
す

る
こ
と
と
さ
れ
た
。

ガ
ス
供
給
業
に
係
る
法
人
事
業
税
に
つ

い
て
は
、
令
和
４
年
度
か
ら
ガ
ス
供
給
業

に
お
け
る
小
売
・
製
造
部
門
と
導
管
部
門

の
法
的
分
離
が
開
始
さ
れ
る
こ
と
等
を
踏

ま
え
、
法
的
分
離
の
対
象
と
な
る
法
人
等

に
対
し
、
製
造
・
小
売
り
事
業
に
係
る
課

税
方
式
に
つ
い
て
、そ
の
４
割
を
見
直
し
、

付
加
価
値
割
及
び
資
本
割
が
組
み
入
れ
ら

れ
る
こ
と
と
さ
れ
た
。
な
お
、
こ
の
措
置

に
あ
た
り
一
定
の
代
替
財
源
を
確
保
す
る

た
め
、
導
管
部
門
の
法
的
分
離
の
対
象
と

な
る
法
人
に
係
る
固
定
資
産
税
の
特
例
を

廃
止
す
る
こ
と
と
さ
れ
た
。

個
人
住
民
税
に
つ
い
て
は
、
所
得
税
に

お
け
る
住
宅
ロ
ー
ン
控
除
に
係
る
措
置

（
適
用
期
限
の
４
年
延
長
及
び
控
除
率
の

0
・
7
％
へ
の
引
下
げ
等
）
に
伴
い
、
所

得
税
に
お
け
る
住
宅
ロ
ー
ン
控
除
可
能
額

が
所
得
税
額
を
上
回
る
場
合
、
そ
の
差
額

を
現
行
制
度
と
同
様
の
限
度
額
の
範
囲
内

で
個
人
住
民
税
か
ら
減
額
す
る
こ
と
と
さ

れ
た
。
な
お
、
こ
の
措
置
に
よ
る
減
収
に

つ
い
て
は
、
全
額
国
費
で
補
て
ん
す
る
も

の
と
さ
れ
た
。

地
方
拠
点
強
化
税
制
に
つ
い
て
は
、
新

型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
拡
大
の
長
期
化

で
本
社
機
能
分
散
化
へ
の
関
心
が
高
ま
る

中
、
企
業
の
東
京
一
極
集
中
の
是
正
に
向

け
た
動
き
を
後
押
し
す
る
企
業
の
地
方
移

転
等
の
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
を
さ
ら
に
高
め

る
観
点
か
ら
、
減
税
対
象
へ
の
情
報
サ
ー

ビ
ス
事
業
部
門
の
追
加
、
移
転
先
で
従
業

員
２
人
以
上
を
増
員
す
る
要
件
の
撤
廃
の

見
直
し
を
行
っ
た
上
で
、
適
用
期
限
を
２

年
延
長
す
る
こ
と
と
さ
れ
た
。

航
空
機
燃
料
譲
与
税
に
つ
い
て
は
、
航

空
機
燃
料
税
に
係
る
措
置
（
令
和
3
年
度

税
制
改
正
に
お
い
て
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル

ス
感
染
症
に
よ
る
航
空
需
要
の
低
下
を
勘

案
し
、
1
年
間
に
限
っ
た
措
置
と
し
て
税

額
を
１
㎘
あ
た
り
１
万
８
千
円
（
本
則
２

万
６
千
円
）
の
と
こ
ろ
、
９
千
円
と
す
る

措
置
が
講
じ
ら
れ
た
が
、
依
然
と
し
て
航

空
業
界
は
極
め
て
厳
し
い
経
営
状
況
が
続

い
て
い
る
こ
と
か
ら
、
令
和
４
年
度
に
お

い
て
は
税
額
を
1
万
3
千
円
と
す
る
こ
と

と
さ
れ
た
。）
に
伴
い
、
譲
与
水
準
に
変

動
が
生
じ
な
い
よ
う
、
譲
与
割
合
を
13
分

の
４
（
現
行
：
９
分
の
４
）
と
す
る
措
置

が
講
じ
ら
れ
た
。

ゴ
ル
フ
場
利
用
税
に
つ
い
て
は
、
関
係

者
の
努
力
も
あ
り
引
き
続
き
現
行
制
度
が

堅
持
さ
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
。

ま
た
、
地
方
税
務
手
続
の
デ
ジ
タ
ル
化

を
推
進
す
る
た
め
、
ｅ
Ｌ
Ｔ
Ａ
Ｘ
を
通
じ

た
電
子
申
告
・
申
請
の
対
象
手
続
や
電
子

納
付
の
対
象
税
目
・
納
付
手
段
を
拡
大
す

る
こ
と
と
さ
れ
た
。

【
地
方
自
治
関
係
予
算
】

〇�

デ
ジ
タ
ル
変
革
（
Ｄ
Ｘ
）
の
加
速
と
グ

リ
ー
ン
社
会
の
実
現

デ
ジ
タ
ル
・
ガ
バ
メ
ン
ト
の
推
進
と
し

て
1
、
０
７
０
・
5
億
円
が
計
上
さ
れ
、

内
訳
は
、
①
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
カ
ー
ド
の
利

便
性
向
上
、
申
請
促
進
・
交
付
体
制
強
化

1
、
０
６
４
・
5
億
円
、
②
自
治
体
Ｄ
Ｘ

（
自
治
体
情
報
シ
ス
テ
ム
標
準
化
・
共
通

化
等
）
の
推
進
5
・
0
億
円

－

等
と
な
っ

て
い
る
。

ま
た
、
民
間
に
お
け
る
Ｄ
Ｘ
の
加
速
・

低
消
費
電
力
の
実
現
と
し
て
1
、０
１
８
・

6
億
円
が
計
上
さ
れ
、
内
訳
は
、
①
５
Ｇ
・

光
フ
ァ
イ
バ
等
の
情
報
通
信
基
盤
の
整
備

72
・
6
億
円
、
②
ロ
ー
カ
ル
５
Ｇ
に
よ
る

課
題
解
決
の
促
進
40
・
0
億
円

－

等
と

な
っ
て
い
る
。

さ
ら
に
、
脱
炭
素
に
向
け
た
エ
ネ
ル

ギ
ー
の
地
産
地
消
の
推
進
に
5
・
0
億
円

が
計
上
さ
れ
た
。

〇
活
力
あ
る
地
方
創
り

地
方
へ
の
新
た
な
人
の
流
れ
の
強
化
と

し
て
8
・
7
億
円
が
計
上
さ
れ
、
内
訳
は
、

①
地
域
お
こ
し
協
力
隊
の
強
化
等
4
・
1

億
円
、
ス
マ
ー
ト
シ
テ
ィ
の
推
進
4
・
6

億
円
と
な
っ
て
い
る
。

ま
た
、自
立
分
散
型
地
域
経
済
の
構
築
・

過
疎
地
域
の
持
続
的
発
展
の
支
援
と
し
て

8
・
0
億
円
が
計
上
さ
れ
、
過
疎
地
域
の

持
続
的
発
展
に
向
け
た
取
組
へ
の
支
援
や

集
落
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
圏
の
推
進
な
ど
、
新

法
に
基
づ
く
過
疎
対
策
が
推
進
さ
れ
る
こ

と
と
な
っ
て
い
る
。

〇�

防
災
・
減
災
、
国
土
強
靱
化
の
推
進
に

よ
る
安
全
・
安
心
な
く
ら
し
の
実
現

国
土
強
靱
化
の
推
進
と
し
て
31
・
5
億

円
が
計
上
さ
れ
、
内
訳
は
、
①
被
災
地
方

団
体
へ
の
人
的
支
援
の
推
進
0
・
1
億
円
、

②
ケ
ー
ブ
ル
テ
レ
ビ
の
光
化
9
・
0
億
円
、

③
Ｌ
ア
ラ
ー
ト
の
活
用
推
進
0
・
5
億
円

－

等
と
な
っ
て
い
る
。

ま
た
、
消
防
防
災
力
・
地
域
防
災
力
の

充
実
強
化
と
し
て
93
・
0
億
円
が
計
上
さ

れ
、
①
緊
急
消
防
援
助
隊
・
常
備
消
防
等

の
充
実
強
化
68
・
8
億
円
、
②
消
防
団
や

自
主
防
災
組
織
等
の
充
実
強
化
7
・
4
億

円
、
③
地
方
公
共
団
体
の
危
機
対
応
能
力

の
強
化
6
・
3
億
円

－

等
と
な
っ
て
い
る
。
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町 村 週 報 （第三種郵便物認可）

政　策

令和４年度地方財政対策の概要

１　通常収支分

①　地方財政計画の規模	 90兆5,700億円程度	（③	89兆8,060億円、	 ＋7,600億円程度、	 ＋　0.9%程度）
②　地方一般歳出	 75兆8,500億円程度	（③	75兆4,043億円、	 ＋4,500億円程度、	 ＋　0.6%程度）
③　一般財源総額	 62兆		135億円	 （③	61兆9,932億円、	 ＋　　　203億円、	 ＋　		0.0%）
　　（水準超経費を除く交付団体ベース）
　　※水準超経費を含めた一般財源総額	 63兆8,635億円	 （③	63兆1,432億円、	 ＋　　7,203億円、	 ＋　		1.1%）
④　地方交付税の総額	 18兆		538億円	 （③	17兆4,385億円、	 ＋　　6,153億円、	 ＋　		3.5%）
⑤　地方税及び地方譲与税	 43兆8,283億円	 （③	39兆9,021億円、	 ＋	3兆9,262億円、	 ＋　		9.8%）
⑥　地方特例交付金等	 　　2,267億円	 （③	　　3,577億円、	 △　　1,310億円、	 △　36.6%）
⑦　臨時財政対策債	 	1兆7,805億円	 （③	5兆4,796億円、	 △	3兆6,992億円、	 △　67.5%）
⑧　財源不足額	 	2兆5,559億円	 （③	10兆1,222億円、	 △	7兆5,664億円、	 △　74.7%）
※令和3年度の一般財源総額、地方税及び地方譲与税については、令和2年度徴収猶予の特例分（2,145億円）を除いている（以下同じ）。

2　東日本大震災分

⑴　復旧・復興事業
①　震災復興特別交付税	 	 １,069億円	 （③	　　１,326億円、	 △　　　257億円、	 △ 	１9.4％）
②　規模	 	 3,000億円程度	（③	　　3,328億円、	 △ 　300億円程度、	 △ 9.9％程度）

⑵　全国防災事業
規模	 	 １,023億円	 （③	　　１,090億円、	 △　　 		67億円、	 △ 	 6.１％）

Ⅰ　令和４年度の地方財政の姿

社会保障関係費の増加が見込まれる中、地方団体が、行政サービスを安定的に提供しつつ、地域社会のデジタル化や公共施

設の脱炭素化の取組等の推進、消防・防災力の一層の強化などの重要課題に取り組めるよう、地方交付税等の一般財源総額に

ついて、令和3年度を上回る額を確保

Ⅱ　通常収支分

１　地方財源の確保

一般財源（交付団体ベース）の総額	 62兆		135億円	 （前年度比	＋　　	203億円、	 ＋0.0%）

※　水準超経費を含めた一般財源総額		 63兆8,635億円	 （　 同 　 	＋　		7,203億円、	 ＋１.１%）
　　〔一般財源比率（臨時財政対策債を除く一般財源総額が歳入総額に占める割合）	68.5％程度（③64.4%）〕

・ 地方税	 41兆2,305億円	 （前年度比	＋3兆1,503億円、	 ＋	8.3%）
・ 地方譲与税	 2兆5,978億円	 （　		同	 ＋　　7,759億円、	 ＋42.6%）
・ 地方交付税	 18兆		538億円	 （　		同	 ＋　　6,153億円、	 ＋	3.5%）
・ 地方特例交付金等	 2,267億円	 （　		同	 △　　1,310億円、	 △36.6%）
・ 臨時財政対策債	 1兆7,805億円	 （　		同	 △3兆6,992億円、	 △67.5%）

地方債	 7兆6,077億円	 （前年度比	△3兆6,33１億円、	 △32.3%）

・ 臨時財政対策債	 1兆7,805億円	 （前年度比	△3兆6,992億円、	 △67.5%）
・ 臨時財政対策債以外	 ５兆8,272億円	 （　　　同	 ＋　　	 661億円、	 ＋　1.1%）
　 　通常債	 ５兆　672億円	 （　　　同	 ＋　　	 761億円、	 ＋　1.5%）
　 　財源対策債	 7,600億円	 （　　　同	 △　　		100億円、	 △　1.3%）
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町 村 週 報（第三種郵便物認可）

政　策

地方交付税（出口ベース）	 １8兆538億円（前年度比＋6,１53億円、＋3.5%）

2　地方交付税の確保

【一般会計】	 15兆6,558億円（ａ）
①	地方交付税の法定率分等	 15兆6,404億円
・所得税・法人税・酒税・消費税の法定率分	 15兆9,314億円
・国税減額補正精算分（⑳、�、①）等	 △2,910億円
②	一般会計における加算措置（既往法定分）	 154億円
　　※	　令和4年度に予定していた加算額2,310億円のうち上記154億円を	

除く2,156億円については、地方交付税総額の安定的確保の観点から、	
令和9年度以降に加算するよう、加算時期を調整

【特別会計】	 2兆3,980億円（ｂ）
①	地方法人税の法定率分		 1兆7,127億円
②	交付税特別会計借入金償還額	 △5,000億円
③	交付税特別会計借入金支払利子	 △709億円
④	令和3年度からの繰越金		 1兆2,561億円
⑤	返還金		 1億円

【地方交付税】（ａ）＋（ｂ）	 18兆		538億円

（参考）地方交付税の推移（兆円）
㉕ ㉖ ㉗ ㉘ ㉙ ㉚ ① ② ③ ④

地方交付税 17.1 16.9 16.8 16.7 16.3 16.0 16.2 16.6 17.4 18.1

令和４年度における財源不足額	 2兆5,559億円 （前年度比△7兆5,664億円、 △74.7%）

　※折半対象財源不足を解消	（令和3年度	3兆4,338億円）

①	財源対策債の発行	 7,600億円
②	地方交付税の増額による補塡（一般会計における加算措置（既往法定分）（※））	 154億円
③	臨時財政対策債の発行（既往債の元利償還金分）	 1兆7,805億円
（※）	平成29年度税制改正における配偶者控除等の見直しによる個人住民税の減収額を補塡するための加算

3　臨時財政対策債の抑制等

4　財源不足の補塡

（参考）臨時財政対策債の推移（兆円）
㉕ ㉖ ㉗ ㉘ ㉙ ㉚ ① ② ③ ④

臨時財政対策債 6.2 5.6 4.5 3.8 4.0 4.0 3.3 3.1 5.5 1.8

○	　令和2年度から令和4年度までの国と地方の折半ルールを適用したが、令和4年度は折半対象財源不足が生じていないことか
ら、以下のとおり財源不足額を補塡

・地方財源不足の縮小	 ③	１0兆１,222億円	 →　④	2兆5,559億円	 （△7兆5,664億円）

・折半対象財源不足の解消	 ③	3兆4,338億円	 →　④	　　	―		 （	　	　皆減　　		）

・臨時財政対策債の抑制	 ③	5兆4,796億円	 →　④	1兆7,805億円	 （△3兆6,992億円）

　　年度末残高見込み	 ③	55兆2,877億円	 →　④	53兆１,734億円	 （△2兆１,１43億円）

・交付税特別会計借入金の償還	 ③		　　―	 →　④	　　5,000億円	 （＋	　		5,000億円）

　※令和４年度から令和6年度まで各年度5,000億円の償還を行うこととし、償還計画を見直し
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町 村 週 報 （第三種郵便物認可）

政　策

5　地域社会のデジタル化の推進

地域社会のデジタル化を推進するため、「地域デジタル社会推進費」について、令和４年度においても、引き続き2,000億円を

計上

※	「地域デジタル社会推進費」を計上するために活用することとしていた令和４年度の地方公共団体金融機構の公庫債権金

利変動準備金2,000億円については、活用時期を見直し、地方の財源として後年度に活用

6　公共施設の脱炭素化の取組等の推進

「公共施設等適正管理推進事業費」について、「脱炭素化事業」を追加し、事業費を１,000億円増額するとともに、「長寿命化事

業」の対象に空港施設やダムを追加した上で、事業期間を5年間延長

・公共施設等適正管理推進事業費	 5,800億円（③4,800億円）

7　消防・防災力の一層の強化

「緊急防災・減災事業費」について、消防・防災力を一層強化するため、消防本部における災害対応ドローンの整備や消防救

急デジタル無線の機能強化を追加するなど対象事業を拡充

8　まち・ひと・しごと創生事業費の確保

地方団体が、少子化や人口減少などの課題に対応し、自主的・主体的に地方創生に取り組むことができるよう、平成27年度

に創設された「まち・ひと・しごと創生事業費」について、令和４年度においても、引き続き1兆円を確保

9　地域社会再生事業費

地方団体が、地域社会の維持・再生に向けた幅広い施策に自主的・主体的に取り組むため、「地域社会再生事業費」について、

令和４年度においても、引き続き4,200億円を計上

１0　保健所の恒常的な人員体制強化

新型コロナウイルス感染症への対応を踏まえ、保健所の恒常的な人員体制を強化するため、保健所において感染症対応業務

に従事する保健師がコロナ禍前の１.5倍となるよう、令和3年度からの2年間で約900名（令和2年度：約１,800名⇒令和3年度：

約2,250名⇒令和４年度：約2,700名）増員

１１　公立病院経営強化の推進

公立病院が医師不足等による厳しい経営状況に直面する中、地域に必要な医療提供体制を確保するため、令和3年度末までに

「公立病院経営強化ガイドライン」を策定し、地方団体に「公立病院経営強化プラン」の策定を要請

「公立病院経営強化プラン」に基づく機能分化・連携強化、医師・看護師確保等による公立病院の経営強化を推進するため、

地方財政措置を拡充・延長
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町 村 週 報（第三種郵便物認可）

政　策

１2　下水道事業の広域化・共同化の推進

令和４年度末までの広域化・共同化計画の策定及び同計画に基づく具体的な取組を推進するため、流域下水道への統合等につい

て、地方財政措置を拡充

１3　社会保障の充実及び人づくり革命等

社会保障・税一体改革による社会保障の充実分及び人づくり革命等に係る経費について所要額を計上

※下記金額は、国・地方所要額の合計
・社会保障の充実分の事業費	 2兆7,968億円	 （③2兆7,078億円	）
・社会保障4経費に係る公経済負担増分の事業費	 6,298億円	 （③　　6,298億円	）
・人づくり革命に係る事業費	 1兆6,184億円	 （③1兆5,791億円	）

○　震災復興特別交付税の確保

復旧・復興事業等について、通常収支とは別枠で整理し、所要の事業費及び財源を確実に確保

○　震災復興特別交付税	 1,069億円	（前年度比	△257億円、△19.4%）
○　震災復興特別交付税により措置する財政需要
　①　直轄・補助事業の地方負担分	 552億円
　②　地方単独事業分（中長期職員派遣、職員採用、単独災害復旧事業等）	 149億円
　③　地方税等の減収分	 368億円
※	令和4年度の所要額は、1,069億円であるが、予算額は年度調整分140億円を除いた929億円（令和3年度予算額：1,326億円）と
なる。
※震災復興特別交付税の平成23 ～令和4年度分の予算額の累計額（不用額を除く）は５兆6,346億円

Ⅲ　東日本大震災分
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町 村 週 報 （第三種郵便物認可）

政　策

区　　　　　　　分 令和4年度（見込） 令和3年度

歳 入 合 計 ① 905,700
程度 895,915

地 方 税 ② 412,305 380,802

地 方 譲 与 税 ③ 25,978 18,219

地 方 特 例 交 付 金 等 ④ 2,267 3,577

地 方 交 付 税 ⑤ 180,538 174,385

地 方 債 ⑥ 76,077 112,407

う ち 臨 時 財 政 対 策 債 ⑦ 17,805 54,796

復 旧・復 興 事 業 一 般 財 源 充 当 分 ⑧ △	4 △	2

全 国 防 災 事 業 一 般 財 源 充 当 分 ⑨ △	254 △	345

主
な
地
方
財
政
関
係
指
標

一般財源総額　②＋③＋④＋⑤＋⑦＋⑧＋⑨ 638,635 631,432

一般財源比率　　②＋③＋④＋⑤＋⑧＋⑨
　　　　　　　　　　　　　①

68.5%
程度 64.4%

地方債依存度　　　　　　　⑥　
　　　　　　　　　　　　　①

8.4%
程度 12.5%

※　	令和3年度の歳入合計、地方税、地方譲与税、一般財源総額は、令和2年度徴収猶予の特例分を除い
ている。

（単位：億円）

主な地方財政指標積算基礎（通常収支分）

（参考）
〇 地方の借入金残高  188兆円程度（令和 ４ 年度末見込み）
　（東日本大震災分を含む）
　※令和 ３ 年度末見込み  192兆円程度
〇 交付税特別会計借入金残高 29.6兆円（令和 ４ 年度末見込み）
　※令和 ３ 年度末見込み 30.1兆円
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町 村 週 報（第三種郵便物認可）

政　策

１．令和４年度地方財政収支見通しの概要（通常収支分）

項　　　　　　　　　目 令和4年度（見込） 令和3年度 増減率（見込）

歳
　
　
　
　
　
　
　
　
入

地 方 税 412,305億円 382,704億円 7.7％

（ 猶 予 特 例 分 除 き ） 412,305億円 380,802億円 8.3％

地 方 譲 与 税 25,978億円 18,462億円 40.7％

（ 猶 予 特 例 分 除 き ） 25,978億円 18,219億円 42.6％

地 方 特 例 交 付 金 等 2,267億円 3,577億円 △36.6％

地 方 交 付 税 180,538億円 174,385億円 3.5％

地 方 債 76,077億円 112,407億円 △32.3％

う ち 臨 時 財 政 対 策 債 17,805億円 54,796億円 △67.5％

復 旧・復 興 事 業 一 般 財 源 充 当 分 △4億円 △2億円 100.0％

全 国 防 災 事 業 一 般 財 源 充 当 分 △254億円 △345億円 △26.4％

歳 入 合 計 約　　905,700億円 898,060億円 約　　　　		0.9％

「 一 般 財 源 」 638,635億円 633,577億円 0.8％

（ 猶 予 特 例 分 除 き ） 638,635億円 631,432億円 1.1％

（ 水 準超経費を除く交付団体ベース） 620,135億円 622,077億円 △	0.3％

（ 猶 予 特 例 分 除 き ） 620,135億円 619,932億円 0.0％

歳
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
出

給 与 関 係 経 費 約　　199,600億円 201,540億円 約	　	　		△	 1.0％

退 職 手 当 以 外 約　　185,300億円 186,816億円 約	　	　		△	 0.8％

退 職 手 当 約　　		14,400億円 14,724億円 約	　	　		△	 2.2％

一 般 行 政 経 費 約　　414,400億円 408,824億円 約　　　　		1.4％

う ち 補 助 分 約　　234,500億円 229,416億円 約　　　　		2.2％

う ち 単 独 分 約　　148,700億円 148,296億円 約　　　　		0.3％

う ち ま ち・ ひ と・し ご と 創 生 事 業 費 10,000億円 10,000億円 0.0％

う ち 地 域 社 会 再 生 事 業 費 4,200億円 4,200億円 0.0％

う ち 地 域 デ ジ タ ル 社 会 推 進 費 2,000億円 2,000億円 0.0％

公 債 費 約　　114,300億円 117,799億円 約	　	　		△	 3.0％

（ 猶 予 特 例 債 除 き ） 約　　114,300億円 115,654億円 約	　	　		△	 1.2％

維 持 補 修 費 約　　		14,900億円 14,694億円 約　　　　		1.4％

う ち 緊 急 浚 渫 推 進 事 業 費 1,100億円 1,100億円 0.0％

投 資 的 経 費 約　　119,600億円 119,273億円 約　　　　		0.3％

う ち 直 轄 ・ 補 助 分 約　　		56,500億円 57,136億円 約	　	　		△	 1.1％

う ち 単 独 分 約　　		63,100億円 62,137億円 約　　　　		1.5％

う ち 緊 急 防 災・減 災 事 業 費 5,000億円 5,000億円 0.0％

う ち 公 共 施 設 等 適 正 管 理 推 進 事 業 費 5,800億円 4,800億円 20.8％

う ち 緊 急 自 然 災 害 防 止 対 策 事 業 費 4,000億円 4,000億円 0.0％

公 営 企 業 繰 出 金 約　　		24,300億円 24,430億円 約	　	　		△	 0.5％

う ち 企 業 債 償 還 費 普 通 会 計 負 担 分 約　　		14,400億円 14,718億円 約	　	　		△	 2.2％

水 準 超 経 費 18,500億円 11,500億円 60.9％

歳 出 合 計 約　　905,700億円 898,060億円 約　　　　		0.9％

（ 水 準超経費を除く交付団体ベース） 約　　887,200億円 886,560億円 約　　　　		0.1％

地 方 一 般 歳 出 約　　758,500億円 754,043億円 約　　　　		0.6％

（注）	本表は、地方公共団体の予算編成のための目安として作成したものであり、計数は精査の結果、異動する場合がある。
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町 村 週 報 （第三種郵便物認可）

政　策

2．令和４年度地方財政収支見通しの概要（東日本大震災分）

（1）	復旧・復興事業

項　　　　　　　　　目 令和4年度（見込） 令和3年度 増減率（見込）

歳
　
入

震 災 復 興 特 別 交 付 税 1,069億円 1,326億円 △19.4％
国 庫 支 出 金 約　　　1,800億円 1,913億円 約　　　△	5.9％
地 方 債 9億円 8億円 12.5％
一 般 財 源 充 当 分 4億円 2億円 100.0％

計 約　　　3,000億円 3,328億円 約　　　△	9.9％

歳
　
出

直 轄 ・ 補 助 事 業 費 約　　　2,400億円 2,458億円 約　　　△	2.4％
地 方 単 独 事 業 費 517億円 789億円 △34.5％
う ち 地 方 税 等 の 減 収 分 見 合 い 歳 出 368億円 452億円 △18.6％

計 約　　　3,000億円 3,328億円 約　　　△	9.9％

（注）本表は、地方公共団体の予算編成のための目安として作成したものであり、計数は精査の結果、異動する場合がある。

（2）	全国防災事業

項　　　　　　　　　目 令和4年度（見込） 令和3年度 増減率（見込）

歳
　
　
入

地 方 税 768億円 744億円 3.2％
一 般 財 源 充 当 分 254億円 345億円 △26.4％
雑 収 入 1億円 1億円 0.0％

計 1,023億円 1,090億円 △	6.1％

歳
出

公 債 費 1,023億円 1,090億円 △	6.1％
計 1,023億円 1,090億円 △	6.1％

（注）本表は、地方公共団体の予算編成のための目安として作成したものであり、計数は精査の結果、異動する場合がある。
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令和４年度地方財政収支見通しの概要
（通常収支分と東日本大震災分の合計）

項　　　　　　　　　目 令和4年度（見込） 令和3年度 増減率（見込）

歳
　
　
　
　
　
　
　
入

地 方 税 413,073 億円 383,448 億円 7.7	％

（ 猶 予 特 例 分 除 き ） 413,073 億円 381,546 億円 8.3	％

地 方 譲 与 税 25,978 億円 18,462 億円 40.7	％

（ 猶 予 特 例 分 除 き ） 25,978 億円 18,219 億円 42.6	％

地 方 特 例 交 付 金 等 2,267 億円 3,577 億円 △ 36.6	％

地 方 交 付 税 181,607 億円 175,711 億円 3.4	％

震 災 復 興 特 別 交 付 税 以 外 180,538 億円 174,385 億円 3.5	％

震 災 復 興 特 別 交 付 税 1,069 億円 1,326 億円 △	19.4	％

地 方 債 76,086 億円 112,415 億円 △ 32.3	％

う ち 臨 時 財 政 対 策 債 17,805 億円 54,796 億円 △ 67.5	％

歳 入 合 計 約 909,700 億円 902,478 億円 約 0.8	％

「 一 般 財 源 」 640,730 億円 635,994 億円 0.7	％

（ 猶 予 特 例 分 除 き ） 640,730 億円 633,849 億円 1.1	％

歳
　
　
　
　
　
　
　
出

通

常

収

支

分

給 与 関 係 経 費 約 199,600 億円 201,540 億円 約 △ 1.0	％

退 職 手 当 以 外 約 185,300 億円 186,816 億円 約 △ 0.8	％

退 職 手 当 約 14,400 億円 14,724 億円 約 △ 2.2	％

一 般 行 政 経 費 約 414,400 億円 408,824 億円 約 1.4	％

う ち 補 助 分 約 234,500 億円 229,416 億円 約 2.2	％

う ち 単 独 分 約 148,700 億円 148,296 億円 約 0.3	％

う ち ま ち・ ひ と・ し ご と 創 生 事 業 費 10,000 億円 10,000 億円 0.0	％

う ち 地 域 社 会 再 生 事 業 費 4,200 億円 4,200 億円 0.0	％

う ち 地 域 デ ジ タ ル 社 会 推 進 費 2,000 億円 2,000 億円 0.0	％

公 債 費 約 114,300 億円 117,799 億円 約 △ 3.0	％

（ 猶 予 特 例 債 除 き ） 約 114,300 億円 115,654 億円 約 △ 1.2	％

維 持 補 修 費 約 14,900 億円 14,694 億円 約 1.4	％

う ち 緊 急 浚 渫 推 進 事 業 費 1,100 億円 1,100 億円 0.0	％

投 資 的 経 費 約 119,600 億円 119,273 億円 約 0.3	％

う ち 直 轄 ・ 補 助 分 約 56,500 億円 57,136 億円 約 △ 1.1	％

う ち 単 独 分 約 63,100 億円 62,137 億円 約 1.5	％

う ち 緊 急 防 災・減 災 事 業 費 5,000 億円 5,000 億円 0.0	％

う ち 公 共 施 設 等 適 正 管 理 推 進 事 業 費 5,800 億円 4,800 億円 20.8	％

う ち 緊 急 自 然 災 害 防 止 対 策 事 業 費 4,000 億円 4,000 億円 0.0	％

公 営 企 業 繰 出 金 約 24,300 億円 24,430 億円 約 △ 0.5	％

う ち 企 業 債 償 還 費 普 通 会 計 負 担 分 約 14,400 億円 14,718 億円 約 △ 2.2	％

水 準 超 経 費 18,500 億円 11,500 億円 60.9	％

東
日
本

大
震
災
分

復 旧 ・ 復 興 事 業 費 約 3,000 億円 3,328 億円 約 △ 9.9	％

全 国 防 災 事 業 費 1,023 億円 1,090 億円 △ 6.1	％

歳 出 合 計 約 909,700 億円 902,478 億円 約 0.8	％

地 方 一 般 歳 出 約 761,400 億円 757,292 億円 約 0.5	％

（注）本表は、地方公共団体の予算編成のための目安として作成したものであり、計数は精査の結果、異動する場合がある。
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令和４年度地方債計画について

令和４年度地方債計画については、引き続き厳しい地方財政の状況の下で、地方財源の不足に対処するための措置を講じ、ま
た、地方公共団体が緊急に実施する防災・減災対策、公共施設等の適正管理及び地域の活性化への取組等を着実に推進できる
よう、所要の地方債資金の確保を図ることとするとともに、東日本大震災に関連する事業を円滑に推進できるよう、所要額につ
いてその全額を公的資金で確保を図ることとして、通常収支分、東日本大震災分のそれぞれについて策定している。

1　通常収支分
⑴　概況

総額は10兆1,799億円となり、前年度に比べて３兆4,574億円、25.4％の減となっている。
このうち、普通会計分は7兆6,077億円で、前年度に比べて３兆6,331億円、32.3％の減、公営企業会計等分は2兆5,722億

円で、前年度に比べて1,757億円、7.3％の増となっている。
⑵　臨時財政対策債の発行

地方財源の不足に対処するため、地方財政法第5条の特例として臨時財政対策債1兆7,805億円（前年度に比べて３兆6,992
億円、67.5％の減）を計上している。

⑶　緊急防災・減災事業の推進
地方公共団体が、引き続き喫緊の課題である防災・減災対策に取り組んでいけるよう、緊急防災・減災事業において、対

象事業を拡充（消防本部における災害対応ドローンの整備、応援職員の受入れ施設等の整備及び消防救急デジタル無線の機
能強化等）することとし、5,000億円を計上している。

⑷　緊急自然災害防止対策事業の推進
地方公共団体が、引き続き緊急に自然災害を防止するための社会基盤の整備に取り組んでいけるよう、4,000億円を計上

している。
⑸　緊急浚渫推進事業の推進

地方公共団体が、引き続き緊急に河川等の浚渫を実施できるよう、1,100億円を計上している。
⑹　公共施設等の適正管理の推進

令和４年度以降も、地方公共団体が、引き続き公共施設等の適正管理に積極的に取り組んでいけるよう、公共施設等適正
管理推進事業を令和8年度まで継続し、脱炭素化に係る事業（令和7年度まで）を加えるとともに、長寿命化に係る事業の
対象を拡充（空港施設、ダム）することとし、5,220億円（前年度に比べて900億円、20.8％の増）を計上している。

⑺　過疎対策事業の推進
公共施設の老朽化対策の推進等のため、過疎対策事業を充実することとし、5,200億円（前年度に比べて200億円、4.0％の

増）を計上している。
⑻　地方公営企業による生活関連社会資本の整備の推進

住民生活に密接に関連した地方公営企業の社会資本の整備を着実に推進するため、脱炭素化や公立病院の機能分化・連携
強化、下水道の広域化等の取組み及び事業の実施状況等を踏まえ、所要額を計上している。

⑼　地方債資金の確保
公的資金については、前年度と同程度の割合（全体の42.9％）を確保している。また、民間等資金については、その円滑

な調達を図るため、市場公募地方債の発行を引き続き推進することとしている。

⑴　概況
復旧・復興事業として総額15億円を計上している。

⑵　地方債資金の確保
東日本大震災分については、その所要額について全額を公的資金で確保することとしている。

2　東日本大震災分

町 村 週 報 （第三種郵便物認可）
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令和４年度地方債計画
（通  常  収  支  分 ）

（単位：億円、％）

項　　　　　　　　目 令和 ４ 年度
計画額（A）

令和 ３ 年度
計画額（B）

差　引
（A）－（B） （C）

増減率
（C）/（B）×100

一 一 般 会 計 債

1 公 共 事 業 等 15,905 16,098 △ 　193 △ 　1.2

2 公 営 住 宅 建 設 事 業 1,090 1,103 △ 　13 △ 　1.2

３ 災 害 復 旧 事 業 1,127 1,141 △ 　14 △ 　1.2

４ 教 育・ 福 祉 施 設 等 整 備 事 業 3,707 3,319 388 11.7

⑴ 学 校 教 育 施 設 等 1,454 1,223 231 18.9

⑵ 社 会 福 祉 施 設 367 371 △ 　4 △ 　1.1

⑶ 一 般 廃 棄 物 処 理 807 639 168 26.3

⑷ 一 般 補 助 施 設 等 542 549 △ 　7 △ 　1.3

⑸ 施 設（ 一 般 財 源 化 分 ） 537 537 0 0.0

5 一 般 単 独 事 業 28,013 27,724 289 1.0

⑴ 一 般 2,411 2,322 89 3.8

⑵ 地 域 活 性 化 690 690 0 0.0

⑶ 防 災 対 策 871 871 0 0.0

⑷ 地 方 道 路 等 3,221 3,221 0 0.0

⑸ 旧 合 併 特 例 5,500 6,200 △ 　700 △ 　11.3

⑹ 緊 急 防 災 ・ 減 災 5,000 5,000 0 0.0

⑺ 公 共 施 設 等 適 正 管 理 5,220 4,320 900 20.8

⑻ 緊 急 自 然 災 害 防 止 対 策 4,000 4,000 0 0.0

⑼ 緊 急 浚 渫 推 進 1,100 1,100 0 0.0

６ 辺 地 及 び 過 疎 対 策 事 業 5,730 5,520 210 3.8

⑴ 辺 地 対 策 530 520 10 1.9

⑵ 過 疎 対 策 5,200 5,000 200 4.0

7 公 共 用 地 先 行 取 得 等 事 業 345 345 0 0.0

8 行 政 改 革 推 進 700 700 0 0.0

９ 調 整 100 100 0 0.0

計 56,717 56,050 667 1.2

二 公 営 企 業 債

1 水 道 事 業 5,566 5,258 308 5.9

2 工 業 用 水 道 事 業 300 303 △ 　3 △ 　1.0

３ 交 通 事 業 1,963 1,739 224 12.9

４ 電 気 事 業 ・ ガ ス 事 業 288 195 93 47.7

5 港 湾 整 備 事 業 689 571 118 20.7

６ 病 院 事 業・介 護 サ ー ビ ス 事 業 4,193 3,637 556 15.3

7 市 場 事 業・と 畜 場 事 業 379 375 4 1.1

8 地 域 開 発 事 業 840 658 182 27.7

９ 下 水 道 事 業 12,181 11,934 247 2.1

10 観 光 そ の 他 事 業 78 56 22 39.3

計 26,477 24,726 1,751 7.1

合　　　　　　　　　計 83,194 80,776 2,418 3.0
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（単位：億円、％）

（備　考）
国の予算等貸付金債の（　）書は、災害援護資金貸付金などの国の予算等に基づく貸付金を財源とするもの

であって外書である。

その他同意等の見込まれる項目
1　�防災・減災、国土強靭化のための５か年加速化対策事業等に係る地方負担額に対して発行する防災・

減災・国土強靭化緊急対策事業債�� � � �
2　地方税等の減収が生じることとなる場合において発行する減収補塡債� � �
3　公営企業の資金不足額が発生又は拡大することとなる場合において発行する特別減収対策企業債
4　財政再生団体が発行する再生振替特例債� � � � �
５　資金区分の変更等を行う場合において発行する借換債

項　　　　　　　　目 令和 ４ 年度
計画額（A）

令和 ３ 年度
計画額（B）

差　引
（A）－（B）　（C）

増減率
（C）/（B）×100

三 臨 時 財 政 対 策 債 17,805 54,796 △ 36,992 △ 67.5
四 退 職 手 当 債 800 800 0 0.0
五 国 の 予 算 等 貸 付 金 債 （ 334 ） （ 241 ） （ 93 ） （ 38.6 ）

総　　　　　　　　　計
（ 334 ） （ 241 ） （ 93 ） （ 38.6 ）

101,799 136,372 △ 34,574 △ 25.4

内
訳

普 通 会 計 分 76,077 112,407 △ 36,331 △ 32.3
公 営 企 業 会 計 等 分 25,722 23,965 1,757 7.3

資 金 区 分
公 的 資 金 43,713 58,662 △ 14,949 △ 25.5

財 政 融 資 資 金 26,252 36,839 △ 10,587 △ 28.7
地 方 公 共 団 体 金 融 機 構 資 金 17,461 21,823 △ 4,362 △ 20.0

（ 国 の 予 算 等 貸 付 金 ） （ 334 ） （ 241 ） （ 93 ） （ 38.6 ）
民 間 等 資 金 58,086 77,710 △ 19,625 △ 25.3

市 場 公 募 36,600 44,700 △ 8,100 △ 18.1
銀 行 等 引 受 21,486 33,010 △ 11,525 △ 34.9

町 村 週 報 （第三種郵便物認可）
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令和４年度地方債計画
（東 日 本 大 震 災 分）

（単位：億円、％）復旧・復興事業

（備　考）
国の予算等貸付金債の（　）書は、国の予算等に基づく貸付金を財源とするものであって外書である。

その他同意等の見込まれる項目
1　�東日本大震災復興特別会計予算に係る国庫支出金を受けて事業を実施する場合に発行する一般補助施設

整備等事業債� � � � �
2　�上記以外の東日本大震災復興特別会計予算に係る国庫支出金を受けて事業を実施する場合に発行する公

営企業債� � � � �
3　上記以外の公営企業の事業区分において発行する震災減収対策企業債

項　　　　　　　　目 令和 ４ 年度
計画額（A）

令和 ３ 年度
計画額（B）

差　引
（A）－（B）  （C）

増減率
（C）/（B）×100

一般会計債
公 営 住 宅 建 設 事 業 8 7 1 14.3
災 害 復 旧 事 業 1 2 △ 　1 △ 50.0
一 般 単 独 事 業 1 1 0 0.0

公営企業債
水 道 事 業 5 1 4 400.0

国の予算等貸付金債 （ 1 ） （ 1 ） （ 0 ） （ 0.0 ）

総　　　　　　　計
（ 1 ） （ 1 ） （ 0 ） （ 0.0 ）

15 11 4 36.4

内
訳

普 通 会 計 分 9 8 1 12.5
公 営 企 業 会 計 等 分 6 3 3 100.0

資
金
区
分

公 的 資 金
財 政 融 資 資 金 12 8 4 50.0
地 方 公 共 団 体 金 融 機 構 資 金 3 3 0 0.0

（ 国 の 予 算 等 貸 付 金 ） （ 1 ） （ 1 ） （ 0 ） （ 0.0 ）

町 村 週 報（第三種郵便物認可）
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（参考 2 ）地方債資金の構成内訳（通常収支分と東日本大震災分の合計）
（単位：億円、％）

（注）1　 市場公募地方債については、借換債を含め６兆6,200億円（前年度比9,600億円、12.7％減）を予定している。
 2　 国の予算等貸付金の（　）書は、災害援護資金貸付金などの国の予算等に基づく貸付金を財源とするもの

であって合計には含めていない。

（参考 1 ）通常分・特別分の状況（通常収支分と東日本大震災分の合計）

（単位：億円、％）

（注）1　公営企業会計等分はすべて通常分である。
　　 2　財源対策債については、公共事業等債等の内数である。

区　　　　分 令和 ４ 年度
（A）

令和 ３ 年度
（B）

増減額
（A）－（B） （C）

増減率
（C）/（B）×100

普 通 会 計 分 76,086 112,415 △ 36,330 △ 32.3

通 常 分 49,781 49,019 762 1.6

特 別 分 26,305 63,396 △ 37,092 △ 58.5

臨 時 財 政 対 策 債 17,805 54,796 △ 36,992 △ 67.5

財 源 対 策 債 7,600 7,700 △ 100 △ 1.3

退 職 手 当 債 800 800 0 0.0

調 整 100 100 0 0.0

公 営 企 業 会 計 等 分 25,728 23,968 1,760 7.3

総 計 101,814 136,383 △ 34,570 △ 25.3

通 常 分 75,509 72,987 2,522 3.5

特 別 分 26,305 63,396 △ 37,092 △ 58.5

区　　　分
令和４年度計画　 令和３年度計画　 差　引

（A）－（B）
　（C） 

増減率
（C）/（B）

×100（A） 構成比 （B） 構成比

公 的 資 金 43,728 42.9 58,673 43.0 △ 14,945 △ 25.5

財 政 融 資 資 金 26,264 25.8 36,847 27.0 △ 10,583 △ 28.7

地方公共団体金融機構資金 17,464 17.2 21,826 16.0 △ 4,362 △ 20.0

（ 国 の 予 算 等 貸 付 金 ） （ 335 ） - （ 242 ） - 93 （ 38.4 ）

民 間 等 資 金 58,086 57.1 77,710 57.0 △ 19,625 △ 25.3

市 場 公 募 36,600 35.9 44,700 32.8 △ 8,100 △ 18.1

銀 行 等 引 受 21,486 21.1 33,010 24.2 △ 11,525 △ 34.9

合　　　　　計 101,814 100.0 136,383 100.0 △ 34,570 △ 25.3

町 村 週 報 （第三種郵便物認可）
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令和４年度地方税制改正について

令和４年度の与党税制改正大綱（12月10日決定）のうち、地方税関係の概要は以下のとおり。

◎　固定資産税（土地）の負担調整措置

○�　景気回復に万全を期すため、土地に係る固定資産税の負担調整措置について、激変緩和の観点から、令和４年度に限り、
商業地に係る課税標準額の上昇幅を、評価額の2.5％（現行：５％）とする。
　※　住宅用地、農地等については、現行どおり。
　※　都市計画税についても、同様の措置を講ずる。

◎　付加価値割における賃上げへの対応

○�　法人税における賃上げへの対応に合わせ、継続雇用者の給与総額を３％以上増加させる等の要件を満たす法人について、
雇用者全体の給与総額の対前年度増加額を付加価値額から控除する。（２年間の時限措置）

◎　大法人に対する所得割の軽減税率の見直し

○�　外形標準課税対象法人（資本金１億円超の法人）の年800万円以下の所得に係る軽減税率を廃止し、標準税率を1.0%（特
別法人事業税を含んだ場合3.6%）とする。

◎　ガス供給業に係る収入金額課税の見直し

○�　導管部門の法的分離の対象となる法人等について、一定の代替財源（注）を確保しつつ、製造・小売事業に係る課税方式
について、その４割を見直し、付加価値割及び資本割を組み入れる。
　※　その他の法人については、他の一般の事業と同様の課税方式とする。
　（注）�導管部門の法的分離の対象となる法人に係る固定資産税の特例を廃止（所要の経過措置）。

◎　住宅ローン控除

○�　所得税の住宅ローン控除の適用者（※）について、所得税額から控除しきれなかった額を、所得税の課税総所得金額等の
５％（最高9.75万円）の控除限度額の範囲内で、個人住民税額から控除する。
　※　住宅の取得等をして令和４年から令和７年までの間に居住の用に供した者。
○　この措置による減収額については、全額国費で補塡する。

◎　地方税務手続のデジタル化

○�　eLTAX（地方税のオンライン手続のためのシステム）を通じた電子申告・申請の対象手続や電子納付の対象税目・納
付手段を拡大する。

1 　固定資産税等

2　法人事業税

３　個人住民税

４　納税環境整備

町 村 週 報（第三種郵便物認可）
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◎　固定資産税等の特例

○　カーボンニュートラルポートにおける陸上電力供給設備に係る課税標準の特例措置を創設（固定資産税）
○　貯留機能保全区域の指定を受けた土地に係る課税標準の特例措置を創設（固定資産税、都市計画税）
○　地域医療構想実現に基づき再編を行った医療機関に係る課税標準の特例措置を創設（不動産取得税）

◎　外形標準課税対象法人のあり方

○�　経済社会の構造変化に伴い、外形標準課税の対象法人の数や態様は大きく変化してきており、今後、こうした原因・課
題の分析を進めるとともに、外形標準課税の適用対象法人のあり方について、地域経済・企業経営への影響も踏まえなが
ら引き続き慎重に検討を行う。

◎　電気供給業及びガス供給業に係る収入金額課税

○�　電気供給業及びガス供給業に係る収入金額による外形標準課税については、地方税体系全体における位置付けや個々の
地方公共団体の税収に与える影響等も考慮しつつ、事業環境や競争状況の変化を踏まえて、その課税のあり方について、
引き続き検討する。

◎　屋外分煙施設等の整備促進

○�　望まない受動喫煙対策の推進や今後の地方たばこ税の継続的かつ安定的な確保の観点から、地方たばこ税の活用を含め、
地方公共団体が駅前・商店街などの公共の場所における屋外分煙施設等のより一層の整備を図るよう引き続き促すことと
する。

5 　主な税負担軽減措置等

6　検討事項等
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【
厚
生
労
働
省
関
係
予
算
・
施
策
の
概
要
】

令
和
４
年
度
の
厚
生
労
働
省
予
算
額
は

33
兆
５
、
１
６
０
億
円
、
う
ち
社
会
保
障

関
係
費
は
、
前
年
度
予
算
額
に
比
べ
、
３
、

９
８
４
億
円
（
１
・
２
％
）
増
の
33
兆
１
、

８
３
３
億
円
と
な
っ
た
。

令
和
４
年
度
予
算
で
は
、
新
型
コ
ロ
ナ

ウ
イ
ル
ス
感
染
症
か
ら
国
民
の
命
・
暮
ら

し
・
雇
用
を
守
る
万
全
の
対
応
を
引
き
続

き
行
う
と
と
も
に
、
感
染
症
を
克
服
し
、

ポ
ス
ト
コ
ロ
ナ
の
新
た
な
仕
組
み
の
構

築
、
少
子
化
対
策
、
デ
ジ
タ
ル
化
、
力
強

い
成
長
の
推
進
を
図
る
こ
と
に
よ
り
、
一

人
ひ
と
り
が
豊
か
さ
を
実
感
で
き
る
社
会

を
実
現
す
る
た
め
、
令
和
３
年
度
補
正
予

算
と
合
わ
せ
て
、
以
下
の
４
項
目
に
つ
い

て
予
算
措
置
が
行
わ
れ
た
。

１
つ
目
の
「
新
型
コ
ロ
ナ
の
経
験
を
踏

ま
え
た
柔
軟
で
強
靱
な
保
健
・
医
療
・
介

護
の
構
築
」
で
は
、
新
型
コ
ロ
ナ
克
服
の

保
健
・
医
療
等
体
制
の
確
保
、
研
究
開
発

の
推
進
等
と
し
て
、
新
型
コ
ロ
ナ
か
ら
国

民
を
守
る
医
療
提
供
体
制
の
確
保
、
保
健

所
・
検
疫
所
等
の
機
能
強
化
、
感
染
症
に

関
す
る
危
機
管
理
機
能
等
の
強
化
に
資
す

る
研
究
の
推
進
、
地
域
包
括
ケ
ア
シ
ス
テ

ム
の
構
築
、
デ
ー
タ
ヘ
ル
ス
改
革
等
と
し

て
、
地
域
医
療
構
想
・
医
師
偏
在
対
策
・

医
療
従
事
者
の
働
き
方
改
革
の
推
進
、
自

立
支
援
・
重
症
化
防
止
、
認
知
症
施
策
の

推
進
、
介
護
の
受
け
皿
整
備
・
介
護
人
材

の
確
保
の
推
進
、
予
防
・
重
症
化
予
防
・

健
康
づ
く
り
、
デ
ー
タ
ヘ
ル
ス
改
革
の
推

進
に
係
る
予
算
が
計
上
さ
れ
た
。

２
つ
目
の「
未
来
社
会
を
切
り
拓
く「
成

長
と
分
配
の
好
循
環
」
の
実
現
」
で
は
、

雇
用
維
持
・
労
働
移
動
・
人
材
育
成
と
し

て
、
雇
用
の
維
持
・
在
籍
型
出
向
の
取
組

へ
の
支
援
、
民
間
の
知
恵
を
活
用
し
て
実

施
す
る
「
人
へ
の
投
資
」
の
強
化
、女
性
・

非
正
規
雇
用
労
働
者
へ
の
マ
ッ
チ
ン
グ
や

ス
テ
ッ
プ
ア
ッ
プ
支
援
、
多
様
な
人
材
の

活
躍
促
進
、
働
き
や
す
い
職
場
づ
く
り
と

し
て
、
就
職
氷
河
期
世
代
、
女
性
、
高
齢

者
な
ど
へ
の
支
援
、
良
質
な
テ
レ
ワ
ー
ク

の
導
入
促
進
、
最
低
賃
金
・
賃
金
の
引
上

げ
に
向
け
た
生
産
性
向
上
等
の
推
進
、
公

正
な
待
遇
の
確
保
、
公
的
部
門
に
お
け
る

分
配
機
能
の
強
化
と
し
て
、
看
護
、
介
護
、

保
育
な
ど
の
収
入
引
上
げ
に
係
る
予
算
が

計
上
さ
れ
た
。

３
つ
目
の
「
子
ど
も
を
産
み
育
て
や
す

い
社
会
の
実
現
」
で
は
、
子
育
て
家
庭
や

女
性
の
包
括
支
援
体
制
と
し
て
、
ヤ
ン
グ

ケ
ア
ラ
ー
等
へ
の
支
援
、
困
難
な
問
題
を

抱
え
る
女
性
へ
の
支
援
、児
童
虐
待
防
止
・

社
会
的
養
育
の
推
進
、
ひ
と
り
親
家
庭
等

の
自
立
支
援
と
し
て
、
地
域
に
お
け
る
見

守
り
体
制
の
強
化
、
里
親
委
託
の
推
進
や

施
設
退
所
者
等
の
自
立
支
援
、
ひ
と
り
親

家
庭
等
へ
の
就
業
支
援
を
中
心
と
し
た
総

合
的
支
援
、
不
妊
症
・
不
育
症
の
総
合
的

支
援
と
し
て
、
不
妊
治
療
の
保
険
適
用
、

仕
事
と
の
両
立
支
援
、
総
合
的
な
子
育
て

支
援
と
し
て
、「
新
子
育
て
安
心
プ
ラ
ン
」

等
に
基
づ
く
受
け
皿
整
備
、
保
育
人
材
確

保
の
た
め
の
総
合
的
な
取
組
に
係
る
予
算

が
計
上
さ
れ
た
。

４
つ
目
の
「
安
心
し
て
暮
ら
せ
る
社
会

の
構
築
」
で
は
、
地
域
共
生
社
会
の
実
現

等
と
し
て
、
相
談
支
援
、
参
加
支
援
、
地

域
づ
く
り
の
一
体
的
実
施
に
よ
る
重
層
的

支
援
、
生
活
困
窮
者
自
立
支
援
、
ひ
き
こ

も
り
支
援
、
自
殺
対
策
、
孤
独
・
孤
立
対

策
、
成
年
後
見
制
度
の
利
用
促
進
、
障
害

児
・
者
支
援
等
と
し
て
、
医
療
的
ケ
ア
児

へ
の
支
援
の
拡
充
、依
存
症
対
策
の
推
進
、

水
道
、
戦
没
者
遺
骨
収
集
、
年
金
、
被
災

地
支
援
等
と
し
て
、
水
道
の
基
盤
強
化
、

戦
没
者
遺
骨
収
集
等
の
強
力
な
推
進
、
安

心
で
き
る
年
金
制
度
の
確
立
、
被
災
地
に

お
け
る
心
の
ケ
ア
支
援
、
福
祉
・
介
護
提

供
体
制
の
確
保
に
係
る
予
算
が
計
上
さ
れ

た
。な

お
、
令
和
４
年
度
は
、
子
ど
も
・
子

育
て
支
援
、
医
療
・
介
護
サ
ー
ビ
ス
の
提

供
体
制
改
革
、
年
金
生
活
者
支
援
給
付
金

の
支
給
等
の
社
会
保
障
・
税
一
体
改
革
に

よ
る
「
社
会
保
障
の
充
実
」
に
２
兆
７
、

９
６
８
億
円
（
国
と
地
方
の
合
計
額
。
一

部
内
閣
府
に
計
上
）の
予
算
が
充
て
ら
れ
、

そ
の
内
訳
は
、
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
の

充
実
に
７
、
０
１
７
億
円
、
医
療
・
介
護

の
充
実
に
１
兆
５
、
０
０
０
億
円
、
年
金

制
度
の
充
実
に
５
、
９
５
２
億
円
と
な
っ

て
い
る
。

【
国
民
健
康
保
険
制
度
関
係
】

令
和
４
年
度
政
府
予
算
案
に
お
け
る
国

民
健
康
保
険
関
係
助
成
費
の
総
額
は
、
前

年
度
予
算
額
か
ら
５
３
３
億
円
減
の
３
兆

６
、
４
９
２
億
円
が
計
上
さ
れ
た
。

市
町
村
国
保
の
給
付
費
等
に
必
要
な
経

費
に
つ
い
て
は
、
前
年
度
予
算
額
か
ら
４

７
４
億
円
減
の
３
兆
３
、
７
６
７
億
円
が

計
上
さ
れ
た
。
こ
の
う
ち
、
医
療
保
険
給

付
諸
費
及
び
介
護
保
険
制
度
運
営
推
進
費

に
つ
い
て
、
前
年
度
予
算
額
か
ら
４
６
３

億
円
減
の
３
兆
３
、
６
０
９
億
円
が
計
上

さ
れ
た
ほ
か
、
健
康
増
進
対
策
費
に
つ
い

◆ ◆　　　　　　　　　　　　　　　 ◆ ◆解説

厚  生  労  働  省厚  生  労  働  省
厚生労働省関係予算・施策の概要厚生労働省関係予算・施策の概要

令和４年度 関係省庁予算
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て
は
、
国
保
法
の
規
定
に
よ
り
、
市
町
村

が
行
う
特
定
健
康
診
査
・
特
定
保
健
指
導

に
要
す
る
費
用
の
３
分
の
１
相
当
分
と
し

て
１
５
９
億
円
が
計
上
さ
れ
た
。

「
社
会
保
障
の
充
実
」
関
係
経
費
の
う

ち
、
平
成
30
年
度
以
降
、
保
険
者
努
力
支

援
制
度
等
の
実
施
の
た
め
に
必
要
と
な
る

約
１
、
７
０
０
億
円
に
つ
い
て
は
、
財
政

調
整
機
能
の
強
化
分
と
し
て
８
０
０
億

円
、
保
険
者
努
力
支
援
分
と
し
て
９
１
２

億
円
、
特
別
高
額
療
養
費
共
同
事
業
分
と

し
て
60
億
円
の
計
１
、
７
７
２
億
円
が
計

上
さ
れ
た
。
こ
の
う
ち
保
険
者
努
力
支
援

制
度
に
つ
い
て
は
、
更
に
予
防
・
健
康
づ

く
り
を
強
力
に
推
進
す
る
た
め
に
令
和
２

年
度
よ
り
措
置
し
た
５
０
０
億
円
が
令
和

４
年
度
も
引
き
続
き
計
上
さ
れ
、合
計
１
、

４
１
２
億
円
と
な
っ
て
い
る
。

国
民
健
康
保
険
の
財
政
基
盤
の
強
化
に

つ
い
て
は
、
保
険
者
支
援
分
と
し
て
１
、

２
９
５
億
円
、
高
額
医
療
費
負
担
分
と
し

て
９
２
０
億
円
が
計
上
さ
れ
た
。
こ
の
ほ

か
、
地
方
交
付
税
措
置
が
講
じ
ら
れ
て
い

る
保
険
料
軽
減
に
係
る
公
費
支
援
に
つ
い

て
は
、
４
、
３
８
９
億
円
の
事
業
規
模
が

見
込
ま
れ
て
い
る
。

ま
た
、
子
育
て
世
帯
へ
の
経
済
的
負
担

軽
減
の
観
点
か
ら
、
令
和
４
年
度
か
ら
実

施
す
る
未
就
学
児
に
係
る
保
険
料
の
均
等

割
額
の
軽
減
措
置
に
つ
い
て
は
、
そ
の
負

担
分
と
し
て
40
億
円
が
計
上
さ
れ
た
。

な
お
、
国
保
連
合
会
等
に
必
要
な
経
費

と
し
て
、
41
・
９
億
円
が
計
上
さ
れ
た
。

【
後
期
高
齢
者
医
療
制
度
関
係
】

後
期
高
齢
者
医
療
制
度
関
係
経
費
は
、

前
年
度
予
算
額
か
ら
１
、
３
４
５
億
円
増

の
５
兆
５
、５
３
５
億
円
が
計
上
さ
れ
た
。

内
訳
と
し
て
は
、
①
定
率
国
庫
負
担
、

高
額
医
療
費
に
対
す
る
国
の
負
担
及
び
財

政
安
定
化
基
金
へ
の
国
の
拠
出
分
４
兆

１
、
２
３
２
億
円
、
②
後
期
高
齢
者
医
療

財
政
調
整
交
付
金
１
兆
３
、４
１
１
億
円
、

③
健
康
診
査
（
歯
科
健
診
含
む
）、
医
療

費
適
正
化
等
推
進
事
業
及
び
特
別
高
額
医

療
費
共
同
事
業
に
つ
い
て
の
補
助
50
億

円
、
④
広
域
連
合
電
算
処
理
シ
ス
テ
ム
の

保
守
管
理
等
に
係
る
国
保
連
合
会
及
び
国

保
中
央
会
向
け
の
補
助
９
億
円
、
⑤
Ｋ
Ｄ

Ｂ
機
能
改
善
の
た
め
の
シ
ス
テ
ム
改
修
経

費
０
・
３
億
円
、
⑥
東
電
福
島
原
発
事
故

の
帰
還
困
難
区
域
等
の
住
民
及
び
旧
避
難

指
示
区
域
等
・
旧
避
難
指
示
解
除
準
備
区

域
等
の
住
民
に
対
す
る
一
部
負
担
金
や
保

険
料
の
免
除
等
に
係
る
費
用
に
つ
い
て
の

補
助
５
億
円

－

等
と
な
っ
て
い
る
。

【
老
人
保
健
福
祉
関
係
】

老
人
保
健
福
祉
関
係
予
算
は
、
前
年
度

予
算
比
2
・
9
％
（
９
８
０
億
円
）
増
の

3
兆
5
、
２
９
２
億
円
が
計
上
さ
れ
た
。

こ
の
う
ち
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感

染
防
止
に
配
慮
し
た
介
護
サ
ー
ビ
ス
提
供

体
制
の
確
保
等
と
し
て
、
介
護
サ
ー
ビ
ス

事
業
所
等
の
サ
ー
ビ
ス
提
供
体
制
確
保
事

業
、
介
護
施
設
等
に
お
け
る
感
染
拡
大
防

止
対
策
に
係
る
支
援
、
感
染
症
等
の
拡
大

防
止
等
に
係
る
介
護
事
業
所
及
び
従
事
者

に
対
す
る
研
修
等
支
援
事
業
に
対
し
、
５

４
９
億
円
の
内
数
で
予
算
措
置
さ
れ
た
。

ま
た
、
介
護
保
険
制
度
に
よ
る
介
護

サ
ー
ビ
ス
の
確
保
、
地
域
の
体
制
構
築
と

し
て
、
介
護
給
付
費
負
担
金
2
兆
2
、
６

１
６
億
円
、
調
整
交
付
金
6
、
１
３
３
億

円
、
第
2
号
保
険
料
国
庫
負
担
金
2
、
５

９
４
億
円
、
地
域
支
援
事
業
の
推
進
1
、

９
４
２
億
円
に
介
護
保
険
の
第
1
号
保
険

料
の
低
所
得
者
軽
減
措
置
７
８
６
億
円
を

加
え
た
3
兆
4
、
０
８
４
億
円
が
予
算
措

置
さ
れ
た
。

さ
ら
に
、
介
護
離
職
ゼ
ロ
の
実
現
等
に

向
け
た
基
盤
整
備
と
し
て
、
地
域
医
療
介

護
総
合
確
保
基
金
に
よ
る
介
護
施
設
等
の

整
備
、
同
基
金
に
よ
る
介
護
従
事
者
の
確

保
、
介
護
施
設
等
に
お
け
る
防
災
・
減
災

対
策
の
推
進
、
介
護
職
員
の
処
遇
改
善
の

促
進
に
対
し
、
計
1
、
０
７
０
億
円
が
予

算
措
置
さ
れ
た
。

こ
の
ほ
か
、
介
護
分
野
に
お
け
る
生
産

性
向
上
の
推
進
と
し
て
16
億
円
、
地
域
包

括
ケ
ア
、
自
立
支
援
・
重
度
化
防
止
及
び

在
宅
医
療
・
介
護
連
携
の
推
進
と
し
て
４

１
８
億
円
、
認
知
症
施
策
推
進
大
綱
に
基

づ
く
施
策
の
推
進
と
し
て
１
３
０
億
円
が

計
上
さ
れ
た
。

【
子
ど
も
家
庭
局
関
係
】

令
和
４
年
度
子
ど
も
家
庭
局
関
係
予
算

は
、
①
子
育
て
家
庭
や
女
性
を
包
括
的
に

支
援
す
る
体
制
の
構
築
に
２
５
２
億
円
が

計
上
さ
れ
た
。
内
容
と
し
て
は
、
ヤ
ン
グ

ケ
ア
ラ
ー
を
福
祉
サ
ー
ビ
ス
に
つ
な
ぐ
支

援
、
困
難
な
問
題
を
抱
え
る
女
性
へ
の
支

援
体
制
の
構
築
、
生
涯
に
わ
た
る
女
性
の

健
康
の
包
括
的
支
援
が
盛
り
込
ま
れ
て
い

る
。②

児
童
虐
待
防
止
対
策
、
社
会
的
養
育

の
迅
速
か
つ
強
力
な
推
進
に
つ
い
て
は
、

１
、
６
３
９
億
円
が
計
上
さ
れ
、
地
域
に

お
け
る
子
ど
も
の
見
守
り
体
制
の
強
化
を

含
む
児
童
虐
待
防
止
対
策
の
推
進
や
、
家

庭
養
育
優
先
原
則
に
基
づ
く
取
組
を
推
進

す
る
と
さ
れ
て
い
る
。

③
不
妊
症
・
不
育
症
に
対
す
る
総
合
的

支
援
の
推
進
に
つ
い
て
は
、
１
８
７
億
円

が
計
上
さ
れ
た
。
令
和
４
年
４
月
か
ら
の

不
妊
治
療
の
保
険
適
用
、
不
育
症
検
査
へ

の
助
成
、
不
妊
症
・
不
育
症
に
対
す
る
相

談
支
援
等
の
推
進
を
図
る
と
さ
れ
て
い

る
。④

成
育
基
本
法
を
踏
ま
え
た
母
子
保
健

医
療
対
策
の
推
進
に
１
５
５
億
円
が
計
上

さ
れ
、
非
課
税
世
帯
に
対
す
る
利
用
料
減

免
な
ど
の
産
後
ケ
ア
事
業
の
推
進
や
オ
ン

ラ
イ
ン
相
談
や
検
診
に
必
要
な
備
品
整
備

な
ど
の
地
域
の
母
子
保
健
事
業
の
強
化
等

が
内
訳
と
し
て
計
上
さ
れ
て
い
る
。

⑤
「
新
子
育
て
安
心
プ
ラ
ン
」
を
は
じ

め
と
し
た
総
合
的
な
子
育
て
支
援
に
つ
い

て
は
、
３
兆
２
、
８
３
２
億
円
（
う
ち
３

兆
１
、
８
６
３
億
円
は
内
閣
府
計
上
）
が

計
上
さ
れ
た
。「
新
子
育
て
安
心
プ
ラ
ン
」

に
基
づ
き
、
保
育
の
受
け
皿
を
整
備
す
る

と
と
も
に
、引
き
続
き
す
べ
て
の
子
ど
も
・

子
育
て
家
庭
を
対
象
に
、地
域
の
子
ど
も
・

子
育
て
支
援
の
量
的
拡
充
及
び
質
の
向
上

等
が
図
ら
れ
る
。

⑥
ひ
と
り
親
家
庭
等
の
自
立
支
援
の
推

進
に
つ
い
て
は
１
、
７
９
３
億
円
が
計
上

さ
れ
、
ひ
と
り
親
家
庭
等
へ
の
就
業
・
生

活
支
援
な
ど
総
合
的
な
支
援
体
制
の
強

化
、
子
ど
も
の
学
習
・
生
活
支
援
事
業
の

推
進
を
図
る
と
さ
れ
て
い
る
。

23　2022年（令和 4年） 1月24日
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町 村 週 報（第三種郵便物認可）

政　策

2022年（令和 4 年） 1月24日　24第3186号

令和４年度厚⽣労働省関係予算

区　　　　　　分
令和３年度
予　算　額

（Ｂ）

令和４年度
予　算　額

（Ｂ）

増△減額
（Ｃ）

（（Ｂ）－（Ａ））
増△減率

（Ｃ）／（Ａ）×100

一　　　般　　　会　　　計 331,380 335,160 3,781 1.1％

社会保障関係費 327,849 331,833 3,984 1.2％

その他の経費 3,530 3,327 △ 203 △ 5.8％

労 働 保 険 特 別 会 計 49,202 46,788 △ 2,414 △ 4.9％

年 金 特 別 会 計 712,855 716,168 3,313 0.5％

東日本大震災復興特別会計 135 105 △ 29 △ 21.9％

（単位：億円）

（注）計数は、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは合致しないものがある。

（単位：億円）１．国民健康保険関係予算

項　　　　　　目 令和４年度 
予　算　額 備　　　　　　考

国民健康保険関係助成費総計 36,492 　

市町村等の国民健康保険助成に必要な経費 33,767 　

１．医療保険給付諸費 31,193 　

⑴国民健康保険療養給付費等負担金 17,538 　

・療養給付費負担金 15,222 　

・保険基盤安定等負担金 2,316 ・ 未就学児均等割保険料負担金分を計上

⑵国民健康保険後期高齢者医療費支援金負担金 4,859 　

⑶国民健康保険財政調整交付金 6,018 　

⑷ 国民健康保険後期高齢者医療費支援金財政調整交付金 1,367 　

⑸ 国民健康保険保険者努力支援交付金 1,412

⑹ 国民健康保険制度関係業務事業費補助金 0.8 　

２．介護保険制度運営推進費 2,415 　

⑴国民健康保険介護納付金負担金 1,885 　

⑵国民健康保険介護納付金財政調整交付金 530 　

３．健康増進対策費 159 　

⑴国民健康保険特定健康診査・保健指導負担金 159 　

国民健康保険団体に必要な経費 42 　

⑴国民健康保険団体連合会等補助金 21

⑵高齢者医療制度円滑運営臨時特例交付金 0.3 　

⑶国民健康保険制度関係業務事業費補助金 21
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町 村 週 報 （第三種郵便物認可）

政　策

25　2022年（令和 4 年） 1月24日 第3186号

2．後期高齢者医療制度関係予算 （単位：億円）

項　　　　　　目 令和４年度 
予　算　額 備　　　　　　考

後期高齢者医療制度関係予算 55,535 　

一 般 会 計 55,530 　

⑴後期高齢者医療給付費等負担金 41,232 　

・後期高齢者医療給付費負担金 40,234 　

・高額医療費等負担金 998 ・ 高額医療費負担分　930.8億円（令和３年度 884.1億円）
・財政安定化基金負担分　66.9億円（ 〃 63.9億円）

⑵後期高齢者医療財政調整交付金 13,411

⑶高齢者医療特別負担調整交付金 100 ・ 拠出金負担が重い健康保険組合等の対象を拡大し、拡
大分に該当する保険者の負担軽減を図るための経費

⑷後期高齢者医療制度事業費補助金 50 ・健康診査（歯科健診含む）に要する経費
 39.4億円 （令和３年度 39.4億円）
・ 医療費適正化等推進事業に要する経費  

 0.1億円 （ 〃 0.1億円）
・特別高額医療費共同事業に要する経費
 10.0億円 （ 〃 10.0億円）

⑸後期高齢者医療制度関係業務事業費補助金 9 ・ 広域連合電算処理システムの保守管理等に要する経費
等（国民健康保険団体連合会・国民健康保険中央会向
け）

⑹高齢者医療制度円滑運営事業費補助金 0.3 ・ KDB機能改善のためのシステム改修経費（国民健康
保険中央会向け）

⑺高齢者医療運営円滑化等補助金 720 （高齢者医療支援金等負担金助成事業費）
・ 後期高齢者支援金等の拠出金負担が重い健康保険組合

等の負担緩和を図るための経費（健保組合等向け）

⑻医療保険制度関係業務庁費 8 ・ 窓口負担の見直しにかかる周知広報経費

⑼高齢者医療制度円滑運営臨時特例交付金 0 ・ 令和４年度は国保課、保険課で計上

東日本大震災復興特別会計 5

⑴後期高齢者医療災害臨時特例補助金 5 ・ 一部負担金免除分　3.0億円 （令和３年度 3.0億円）
・保険料免除分　2.4億円 （ 〃 2.4億円）
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町 村 週 報（第三種郵便物認可）

政　策

2022年（令和 4 年） 1月24日　26第3186号

項　　　　　　目 令和４年度
予　算　額 備　　　　　　考

老人保健福祉関係予算 35,292 ※令和３年度予算額   34,313億円
１ ．新型コロナウイルス感染防止に配慮した介護

サービス提供体制の確保等
549の内数 介護サービス事業所等のサービス提供体制確保事業、介

護施設等における感染拡大防止対策に係る支援（地域医療
介護総合確保基金、地域介護・福祉空間整備等施設整備
交付金）、介護事業所及び従事者に対する研修等支援事業

２ ．介護保険制度による介護サービスの確保、地域
の体制構築

34,084

　⑴介護保険制度による介護サービスの確保 31,342
　　・介護給付費負担金 22,616
　　・調整交付金 6,133
　　・２号保険料国庫負担金 2,594
　⑵地域支援事業の推進 1,942
　⑶ 介護保険の１号保険料の低所得者軽減強化 786
３．介護離職ゼロの実現等に向けた基盤整備 1,070
　⑴ 地域医療介護総合確保基金による介護施設等の

整備及び介護従事者の確保
549 ・  地域密着型サービス施設の整備費や介護施設の開設準

備経費等の助成
・  介護人材の「参入促進」、「労働環境・処遇の改善」、「資

質の向上」を図るための多様な取組を支援
　⑵介護施設等における防災・減災対策の推進 12 ・  スプリンクラー設備等の整備、耐震化改修・大規模修

繕等、非常用自家発電及び給水設備の整備、倒壊の危
険性のあるブロック塀等の改修に必要な経費を支援

　⑶介護職員の処遇改善の促進 509
４．介護分野における生産性向上の推進 16 ・  介護事業所における生産性向上推進事業等
５ ．自立支援・重度化防止に向けた取組及び在宅医

療・介護連携の推進
418

　⑴保険者の予防・健康づくり等の強化 400 ・  交付金による高齢者の自立支援、重度化防止等に関す
る市町村や都道府県の取組の強化

　⑵介護・医療関連情報の「見える化」の推進 3.3 ・  地域包括ケア「見える化」システムのデータ拡充や機
能追加を実施

　⑶ 高齢者の自立支援、重度化防止、介護予防の横
展開

0.5

　⑷地域づくり加速化事業 0.9 ・  市町村の地域づくり促進のパッケージ作成、有識者等
による研修、市町村への伴走的支援

　⑸科学的介護の実現に資する取組の推進 12.7 ・  科学的介護データ提供用データベース構築等事業、通
所 ・ 訪問リハビリテーションの質の向上支援等事業等

　⑹在宅医療・介護連携の推進 0.3 ・ 在宅医療・介護連携推進支援事業等
６． 認知症施策推進大網に基づく施策の推進 130 ・  認知症に係る地域支援事業の推進、成年後見制度の利

用促進等
７．生涯現役社会の実現に向けた環境の整備等 28 ・  老人クラブへの助成、全国健康福祉祭への助成等
８．適切な介護サービス提供に向けた取組 137
　⑴ 老人保健健康増進等事業 25
　⑵ 介護関連データ利活用に係る基盤構築事業 11
　⑶ マイナンバー情報連携のためのシステム改修 7.3
　⑷ 介護ワンストップサービス実施に伴うシステム改修 0.7
　⑸高齢者虐待への対応 1.5
　⑹ 介護保険システムの標準化に向けた標準的仕様

書作成等業務委託事業
0.6

　⑺大規模実証事業 1.2
　⑻ 高齢者向け集合住宅関連事業所指導強化推進事業 0.4
　⑼ 高齢者住まい生活支援伴走支援事業 0.2
　⑽要介護認定モデル事業 2.5
　⑾ 地域におけるリハビリテーションのあり方に関

する検証事業
0.4

９．復興特別会計 20

3．老人保健福祉関係予算 （単位：億円）
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町 村 週 報 （第三種郵便物認可）

政　策

27　2022年（令和 4 年） 1月24日 第3186号

4．子ども家庭局関係予算 （単位：億円）

項　　　　　　目 令和４年度
予　算　額 備　　　　　　考

１． 子育て家庭や女性を包括的に支援する体制の構
築

252 令和3年度補正予算：602

　⑴ 子どもらしい生活を送ることができないヤング
ケアラーを福祉サービスにつなぐコーディネー
ターの配置や実態調査・研修等支援体制の強化

【新規】

　⑵ 困難な問題を抱える女性への支援体制の充実・
強化を図るための婦人保護施設の機能強化、婦
人相談員の処遇改善、ＮＰＯ法人等との協働に
よる支援の推進 

　⑶ 生涯にわたる女性の健康の包括的支援

２． 児童虐待防止対策・社会的養育の迅速かつ強力
な推進

1,639 令和3年度補正予算：105

　⑴児童虐待防止対策の推進

　⑵家庭養育優先原則に基づく取組の推進

３． 不妊症・不育症に対する総合的支援の推進 187 令和3年度補正予算：67

　⑴不育症検査への助成

　⑵ 不妊症・不育症に対する相談支援等 一部新規

　⑶里親・特別養子縁組制度の普及啓発

　⑷ 小児・ＡＹＡ世代のがん患者等の妊よう性温存
療法のための支援

（再掲）

　⑸不妊治療と仕事の両立支援 （再掲）

４． 成育基本法を踏まえた母子保健医療対策の推進 155 令和3年度補正予算：121

　⑴ 非課税世帯に対する利用料減免などの産後ケア
事業の推進

　⑵ オンライン相談や健診に必要な備品整備などの
地域の母子保健事業の強化

【新規】

　⑶ 多胎妊産婦への経験者による相談支援、育児サ
ポーター派遣等

　⑷ 予防のための子どもの死亡検証に関する広報、
適切な出生前検査の広報啓発

５． 「新子育て安心プラン」をはじめとした総合的
な子育て支援

32,832 令和3年度補正予算：554

　⑴保育の受け皿整備・保育人材の確保等 969 ①保育の受け皿整備
②保育人材確保のための総合的な対策
③多様な保育の充実
④認可外保育施設の質の確保・向上

　⑵ 子ども・子育て支援新制度の推進 31,863 ① 教育・保育、地域の子ども・子育て支援の充実
② 放課後児童クラブの受け皿整備
③ 企業主導による多様な就労形態等に対応した多様な保

育の支援
④ 児童手当の支給

３．ひとり親家庭等の自立支援の推進 1,793 令和3年度補正予算：24

　⑴ ひとり親家庭等への就業・生活支援など総合的
な支援体制の強化 

　⑵ 子どもの学習・生活支援事業の推進 一部新規
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政　策

第3186号

◆ ◆　　　　　　　　　　　　　　　 ◆ ◆解説

国  土  交  通  省国  土  交  通  省
関係予算・施策の概要関係予算・施策の概要

令和４年度 関係省庁予算

2022年（令和 4年） 1月24日　28

【
国
土
交
通
省
予
算
の
概
要
】

国
土
交
通
省
の
令
和
4
年
度
一
般
会
計

予
算
の
総
額
は
、
5
兆
8
、
５
０
８
億
円

（
対
前
年
度
比
１
％
減
）
と
な
っ
た
。
こ

の
う
ち
、
社
会
資
本
整
備
総
合
交
付
金
は

5
、
８
１
７
億
円
（
同
８
％
減
）、
防
災
・

安
全
交
付
金
は
8
、１
５
６
億
円（
同
４
％

減
）
が
そ
れ
ぞ
れ
計
上
さ
れ
た
。

【
道
路
局
関
係
】

道
路
関
係
予
算
は
2
兆
1
、
１
０
９
億

円
（
同
３
％
増
）
が
計
上
さ
れ
、
う
ち
、

直
轄
事
業
は
1
兆
5
、
９
４
３
億
円
（
同

微
増
）、補
助
事
業
は
5
、０
４
９
億
円（
同

11
％
増
）、
有
料
道
路
事
業
等
は
１
１
７

億
円
（
同
11
％
増
）
と
な
っ
て
い
る
。

令
和
4
年
度
道
路
関
係
予
算
に
お
い
て

は
、
防
災
・
減
災
、
国
土
強
靱
化
、
予
防

保
全
に
よ
る
老
朽
化
対
策
、
人
流
・
物
流

を
支
え
る
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
・
拠
点
の
整
備
、

道
路
空
間
の
安
全
・
安
心
や
賑
わ
い
の
創

出
、
道
路
シ
ス
テ
ム
の
Ｄ
Ｘ
、
グ
リ
ー
ン

社
会
の
実
現
に
重
点
的
に
取
り
組
む
こ
と

と
さ
れ
た
。

ま
た
、「
防
災
・
減
災
、
国
土
強
靱
化

の
た
め
の
5
か
年
加
速
化
対
策
」
に
基
づ

き
、
防
災
・
減
災
、
国
土
強
靱
化
の
取
組

の
加
速
化
・
深
化
を
図
る
た
め
、
令
和
3

年
度
補
正
予
算
と
合
わ
せ
て
、
重
点
的
か

つ
集
中
的
に
対
策
を
講
じ
る
こ
と
と
さ
れ

て
い
る
。

【
水
管
理
・
国
土
保
全
局
関
係
】

水
管
理
・
国
土
保
全
局
関
係
予
算
は
、

1
兆
21
億
円
（
同
4
％
増
）
が
計
上
さ
れ

た
。基

本
方
針
と
し
て
、
気
候
変
動
に
よ
る

水
災
害
の
頻
発
化
・
激
甚
化
を
踏
ま
え
、

防
災
・
減
災
が
主
流
と
な
る
安
全
・
安
心

な
社
会
を
実
現
す
る
た
め
、「
防
災
・
減
災
、

国
土
強
靱
化
の
た
め
の
5
か
年
加
速
化
対

策
」
も
活
用
し
た
事
前
防
災
対
策
を
完
成

年
度
の
目
標
を
持
っ
て
計
画
的
に
実
施
す

る
と
と
も
に
、
水
災
害
リ
ス
ク
を
踏
ま
え

た
ま
ち
づ
く
り
等
の
流
域
治
水
関
連
法
を

活
用
し
た
取
組
、
国
土
強
靱
化
に
資
す
る

Ｄ
Ｘ
の
取
組
、
持
続
可
能
な
イ
ン
フ
ラ
メ

ン
テ
ナ
ン
ス
の
実
現
に
向
け
た
取
組
等
に

つ
い
て
、
あ
ら
ゆ
る
関
係
者
が
協
働
し
て

行
う
「
流
域
治
水
」
の
考
え
方
に
基
づ
き

現
場
レ
ベ
ル
で
本
格
的
に
実
践
す
る
こ
と

と
し
、
具
体
的
に
は
、
①
ハ
ー
ド
・
ソ
フ

ト
一
体
の
水
災
害
対
策
「
流
域
治
水
」
の

本
格
的
実
践
、
②
国
土
強
靱
化
に
資
す
る

Ｄ
Ｘ
の
推
進
、
③
イ
ン
フ
ラ
老
朽
化
対
策

等
に
よ
る
持
続
可
能
な
イ
ン
フ
ラ
メ
ン
テ

ナ
ン
ス
サ
イ
ク
ル
の
実
現
、
④
カ
ー
ボ
ン

ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
の
推
進
、
⑤
水
辺
空
間
の

良
好
な
環
境
と
賑
わ
い
の
創
出
に
よ
る
地

方
活
性
化
の
推
進

－

が
掲
げ
ら
れ
た
。

【
国
土
政
策
局
関
係
】

国
土
政
策
局
関
係
予
算
は
、
７
９
０
億

円
（
同
12
％
減
）
が
計
上
さ
れ
た
。

新
た
な
国
土
計
画
の
策
定
等
と
し
て
、

行
政
経
費
1
・
5
億
円
（
同
27
％
減
）、

公
共
事
業
関
係
費
3
・
3
億
（
同
増
減
な

し
）
が
計
上
さ
れ
、「
国
土
の
長
期
展
望
」

最
終
と
り
ま
と
め（
令
和
3
年
6
月
公
表
）

で
示
さ
れ
た
、
２
０
５
０
年
を
見
据
え
た

「『
真
の
豊
か
さ
』
を
実
感
で
き
る
国
土
づ

く
り
」
を
目
指
す
、
デ
ジ
タ
ル
を
前
提
と

し
た
国
土
づ
く
り
を
実
現
す
る
た
め
の
基

本
的
方
針
を
踏
ま
え
、
新
た
な
国
土
形
成

計
画
の
策
定
等
に
向
け
た
検
討
を
進
め
る

こ
と
と
し
て
い
る
。

ま
た
、
離
島
、
奄
美
群
島
、
小
笠
原
諸

島
、
半
島
、
豪
雪
地
帯
の
振
興
支
援
に
行

政
経
費
50
・
5
億
円
（
同
1
％
増
）
が
計

上
さ
れ
、
条
件
不
利
性
の
克
服
に
と
ど
ま

ら
ず
、
地
域
間
で
の
対
流
を
促
進
し
、
地

域
の
資
源
や
特
性
を
活
か
し
た
取
組
を
支

援
す
る
こ
と
と
し
て
い
る
。

【
空
き
家
・
所
有
者
不
明
土
地
関
係
】

空
き
家
対
策
総
合
支
援
事
業
に
45
億
円

（
同
増
減
な
し
）
が
計
上
さ
れ
、
①
災
害

時
の
緊
急
的
・
予
防
的
な
空
き
家
の
除
却

支
援
（
除
却
後
の
跡
地
活
用
要
件
の
緩

和
）、
②
崖
地
や
狭
小
敷
地
な
ど
特
殊
な

立
地
条
件
下
に
あ
る
空
き
家
の
除
却
促
進

（
か
か
り
ま
し
費
用
を
補
助
）

－

等
が
新

規
・
拡
充
さ
れ
た
。（
住
宅
局
）

所
有
者
不
明
土
地
対
策
の
推
進
と
し
て

1
・
1
億
円
（
同
26
％
増
）
が
計
上
さ
れ
、

現
在
検
討
さ
れ
て
い
る
所
有
者
不
明
土
地

対
策
の
推
進
体
制
の
強
化
を
図
る
制
度
や
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第3186号

一
般
財
団
法
人
全
国
自
治
協
会
（
以
下
「
全
国
自
治
協
会
」）

は
、
庁
舎
、
学
校
等
公
共
建
物
を
火
災
か
ら
守
る
た
め
の
「
令

和
３
年
度
公
共
建
物
火
災
予
防
運
動
」、
加
入
団
体
の
運
行
管

理
者
及
び
運
転
者
の
安
全
運
転
に
対
す
る
意
識
の
高
揚
を
図

り
、
交
通
事
故
の
防
止
に
努
め
る
た
め
の
「
令
和
３
年
度
交
通

安
全
運
動
」
を
全
国
的
に
実
施
し
て
い
る
。

全
国
自
治
協
会
が
実
施
し
て
い
る
公
有
建
物
災
害
共
済
事
業

の
数
あ
る
罹
災
原
因
の
中
で
も
、
火
災
に
よ
る
損
害
に
つ
い
て

は
原
因
が
多
種
に
わ
た
る
と
と
も
に
、
一
旦
、
火
災
が
発
生
す

る
と
、
そ
の
被
害
は
甚
大
で
あ
り
、
住
民
生
活
に
著
し
く
影
響

を
お
よ
ぼ
す
こ
と
も
懸
念
さ
れ
る
こ
と
か
ら
、
毎
年
火
災
が
多

く
な
る
こ
の
時
期
に
実
施
し
て
い
る
も
の
。

　

全
国
自
治
協
会
で
は
加
入
団
体
に
対
し
、
建
物
の
防
火
診
断

が
簡
単
に
で
き
る「
公
共
建
物
の
防
火
診
断
」を
配
布
し
、
診
断

の
実
施
に
よ
る
火
災
の
未
然
防
止
に
努
め
て
も
ら
う
こ
と
を
、

ま
た
、運
行
管
理
者
の
運
行
・
車
両
管
理
、運
転
者
の
安
全
運

転
診
断
の
資
料
と
し
て
「
人
に
や
さ
し
い
安
全
運
転
」
を
配
布

し
、
交
通
事
故
の
防
止
に
努
め
て
も
ら
う
こ
と
と
し
て
い
る
。

建
物
火
災
予
防
運
動

交

通

安

全

運

動
を
実
施

令
　
和

３
年
度

　　

　　おうち時間　�おうち時間　�
� 家族で点検　火の始末� 家族で点検　火の始末　　　　　　

　（2021年度全国統一防火標語）

一
般
財
団
法
人
全
国
自
治
協
会

29　2022年（令和 4年） 1月24日

管
理
の
適
正
化
を
図
る
制
度
の
創
設
等
の

仕
組
み
を
活
用
し
て
、
所
有
者
不
明
土
地

対
策
に
取
り
組
む
地
方
公
共
団
体
等
の
た

め
の
補
助
制
度
が
創
設
さ
れ
る
こ
と
と

な
っ
て
い
る
。
ま
た
、
地
籍
調
査
の
推
進

と
し
て
１
１
０
億
円
（
同
2
％
減
）
が
計

上
さ
れ
、
第
7
次
国
土
調
査
事
業
十
箇
年

計
画
に
基
づ
き
、
地
域
の
特
性
に
応
じ
た

効
率
的
な
調
査
手
法
の
導
入
を
推
進
し
、

政
策
効
果
の
高
い
地
域
で
の
地
籍
調
査
の

重
点
化
を
図
る
こ
と
と
し
て
い
る
。（
不

動
産
・
建
設
経
済
局
）

【
地
域
公
共
交
通
関
係
】

地
域
公
共
交
通
サ
ー
ビ
ス
の
確
保
等
に

対
す
る
支
援
と
し
て
２
０
７
・
3
億
円（
同

1
％
増
）
が
計
上
さ
れ
、
地
域
の
多
様
な

主
体
の
連
携
・
協
働
に
よ
る
、
地
域
の
く

ら
し
や
産
業
に
不
可
欠
な
交
通
サ
ー
ビ
ス

の
確
保
等
に
向
け
た
取
組
を
支
援
す
る
と

と
も
に
、
改
正
地
域
公
共
交
通
活
性
化
再

生
法
を
活
用
し
、
地
域
に
最
適
な
交
通

サ
ー
ビ
ス
の
構
築
・
継
続
の
た
め
の
取
組

を
支
援
す
る
こ
と
と
し
て
い
る
。（
総
合

政
策
局
）
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2022年（令和 4 年） 1月24日　30第3186号

令和４年度国土交通省関係予算国費総括表
（単位：百万円）

項　　　　目 令和４年度
（A）

令和３年度
（B） 備　　　　　考

対前年度
倍　　率
（A）／（B）

治 山 治 水 880,636 1.03 857,836 １．�本表は、内閣府計上の沖縄振興予算のう
ち、国土交通省関係分を含み、国土交通
省計上の北海道開発予算、離島振興予算、
奄美群島振興開発予算等のうち、他省庁
関係分を含まない国土交通省関係予算の
総括表である。

２．�本表から内閣府計上の国土交通省関係分
を除き、国土交通省計上の他省庁関係分
等を加えた国土交通省所管の予算額は、
6兆307億円である。

３．�推進費等の内訳は、� �
防災・減災対策等強化事業推進費� �
� 19,971百万円�
官民連携基盤整備推進調査費� �
� 331百万円�
北海道特定特別総合開発事業推進費� �
� 4,325百万円�
社会資本整備円滑化地籍整備事業費� �
� 550百万円�
である。

４．�行政経費には、一般会計から自動車安全
特別会計への繰戻し5,400百万円を含む。

５．�前年度予算額は、公共事業関係費から行
政経費へデジタル庁一括計上分12,854百
万円を組替えている。なお、組替え前の
公共事業関係計は、5,258,698百万円であ
る。

６．�本表のほか、デジタル庁一括計上分とし
て26,237百万円があり、これを含めた場
合、その他施設43,040百万円（対前年度
倍率1.06倍）、行政経費585,960百万円（同
0.96倍）、合計5,877,045百万円（同1.00倍）
である。

７．�本表のほか、委託者の負担に基づいて行
う附帯・受託工事費97,911百万円がある。

８．�本表のほか、東日本大震災復興特別会計
（復旧・復興）37,948百万円がある。

９．�公共工事等の実施の時期の平準化等を図
るため、２か年以上の国債（国庫債務負
担行為）668,210百万円及びゼロ国債
306,359百万円を設定している。

10．�防災・減災、国土強靱化のための５か年
加速化対策に基づく事業等について計画
的かつ円滑な事業執行を図るため、事業
加速円滑化国債116,605百万円を設定し
ている。

11．�計数は、整理の結果異動することがある。

治 水 848,413 1.02 830,843

海 岸 32,223 1.19 26,993

道 路 整 備 1,665,986 1.00 1,657,698

港 湾 空 港 鉄 道 等 398,783 1.01 396,505

港 湾 243,903 1.01 240,802

空 港 32,826 0.88 37,279

都 市・ 幹 線 鉄 道 23,822 1.00 23,822

新 幹 線 80,372 1.00 80,372

船 舶 交通安全基盤 17,860 1.26 14,230

住 宅 都 市 環 境 整 備 729,932 1.06 686,456

住 宅 対 策 157,963 1.00 157,963

都 市 環 境 整 備 571,969 1.08 528,493

市 街 地 整 備 102,141 1.00 102,141

道 路 環 境 整 備 444,954 1.11 401,478

都 市 水 環 境 整 備 24,874 1.00 24,874

公園水道廃棄物処理等 93,330 1.29 72,630

下 水 道 61,359 1.41 43,659

国 営 公 園 等 31,971 1.10 28,971

社 会 資 本 総 合 整 備 1,397,301 0.94 1,485,112

社会資本整備総合交付金 581,731 0.92 631,128

防 災・ 安 全 交 付 金 815,570 0.96 853,984

小　　　　計 5,165,968 1.00 5,156,237

推 進 費 等 25,177 0.75 33,607

一般公共事業計 5,191,145 1.00 5,189,844

災 害 復 旧 等 56,900 1.02 56,000

公共事業関係計 5,248,045 1.00 5,245,844

そ の 他 施 設 43,039 1.06 40,638

行 政 経 費 559,724 0.92 611,656

合　　　　計 5,850,808 0.99 5,898,138
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町 村 週 報 （第三種郵便物認可）

政　策

31　2022年（令和 4 年） 1月24日 第3186号

1.　道路関係予算総括表 （単位：億円）

注 １．�道路関係予算合計には、個別補助制度創設に伴う社会資本整備総合交付金からの移行分があり、社会資本整備総合交付金か
らの移行分を含まない場合は国費�20,609�億円［対前年度比�１.00］である。

注 2．前年度予算額について、デジタル庁一括計上分（国費�63�億円）を含む道路関係予算合計は、20,655�億円である。
注 3．直轄事業には、地方公共団体の直轄事業負担金（2,983�億円）を含む。
注 ４．四捨五入の関係で、各計数の和が一致しない場合がある。
※��上記の他に、防災・安全交付金（国費�8,１56�億円［対前年度比�0.96］）、社会資本整備総合交付金（国費�5,8１7�億円［対前年度比�
0.92］）があり、地方の要望に応じて道路整備に充てることができる。
※�上記の他に、東日本大震災からの復旧・復興対策事業として、令和４年度予算において社会資本整備総合交付金（国費�１03�億円
［対前年度比�１.3４］）があり、地方の要望に応じて道路整備に充てることができる。
※�上記の他に、行政部費（国費�8�億円）およびデジタル庁一括計上分（国費�6１�億円）がある。

項　　　　　目 令和４年度決定額�
（A）

令和３年度�
（B）

対前年度倍率�
（A）／（B）

直 轄 事 業 15,943 15,932 1.00

改 築 そ の 他 10,644 10,765 0.99

維 持 修 繕 4,226 4,083 1.03

諸 費 等 1,073 1,084 0.99

補 助 事 業 5,049 4,554 1.11

高規格道路、IC等アクセス道路その他 2,106 2,152 0.98

道 路 メ ン テ ナ ン ス 事 業 2,234 2,223 1.01

交通安全対策事業（通学路緊急対策） 500 - 皆増

除 雪 119 113 1.05

補 助 率 差 額 90 66 1.36

有 料 道 路 事 業 等 117 106 1.11

合　　計 21,109 20,592 1.03

2.　水管理・国土保全局関係予算 （単位：億円）

※１�上記計数には、� �
（1）デジタル庁一括計上分を含まない。� �
（2）個別補助化に伴う増分�331�億円を含む。

※２�＜＞書きは、水管理・国土保全局以外の災害復旧関係費の直轄代行分を含む。� �
（上記以外に、行政経費�9�億円があるほか、省全体で社会資本整備総合交付金�5,817�億円、防災・安全交付金�8,156�億円がある。）

項　　　目 令 和 ４年度
（A）

令 和 ３ 年 度
（B）

対 前 年 度 倍 率
（A）／（B）

一 般 公 共 事 業 費 9,517 9,143 1.04

治 山 治 水 8,654 8,458 1.02

治 水 8,484 8,308 1.02

海 岸 170 149 1.14

住 宅 都 市 環 境 整 備 249 249 1.00

都 市 水 環 境 整 備 249 249 1.00

下 水 道 614 437 1.41

災 害 復 旧 関 係 費 ＜527＞
505

＜519＞
502

<1.01>
1.00

合　　　　計 10,021 9,646 1.04
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政　策

2022年（令和 4 年） 1月24日　32第3186号

3.　国土政策局関係予算 （単位：百万円）

項　　　　　目 令和４年度�
（A）

令和３年度
（B）

対前年度倍率�
（A）／（B）

Ⅰ．行政経費

１．新たな国土計画の策定等

　うち�・「デジタルとリアルが融合する地域生活圏」のモデル検証調査

� ・メッシュ別将来人口推計に関する調査

� ・市町村管理構想・地域管理構想策定等モデル形成調査

� ・新しい生活様式に沿った二地域居住の推進調査

� ・「小さな拠点」の形成推進

２．離島、奄美群島、小笠原諸島、半島、豪雪地帯の振興支援

　うち・離島活性化への支援

� ・奄美群島振興への支援

� ・小笠原諸島振興開発への支援

� ・半島地域振興施策の推進

� ・豪雪地帯対策の推進

３．その他

154

14

8

18

10

17

5,050

1,456

2,383

1,042

67

84

278

210

0

0

0

8

44

5,012

1,462

2,388

1,046

69

20

274

0.73

皆増

皆増

皆増

1.24

0.39

1.01

1.00

1.00

1.00

0.97

4.28

1.01

行��政��経��費　　　計 5,481 5,496 1.00

Ⅱ．公共事業関係費

○推進費等

� ・官民連携基盤整備推進調査費

� ・防災・減災対策等強化事業推進費

○離島振興及び奄美振興〈一括計上分〉

� ・離島振興事業

� ・奄美群島振興開発事業

20,302

331

19,971

53,198

36,601

16,597

28,732

331

28,401

55,753

38,624

17,129

0.71

1.00

0.70

0.95

0.95

0.97

公共事業関係費　　　計 73,500 84,485 0.87

合　　　　　　　　計 78,981 89,981 0.88

（注）1.� 本表のほか、社会資本整備総合交付金（広域連携事業）58１,73１百万円の内数がある。
　　 2.� 本表のほか、デジタル庁一括計上分として20百万円がある。
　　 3.� 端数処理の関係で、合計額等は必ずしも一致しない。
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第3186号

◆ ◆　　　　　　　　　　　　　　　 ◆ ◆解説

農 林 水 産 省農 林 水 産 省
農林水産関係予算・施策の概要農林水産関係予算・施策の概要

令和４年度 関係省庁予算

33　2022年（令和 4年） 1月24日

令
和
４
年
度
の
農
林
水
産
関
係
当
初
予

算
（
以
下
当
初
予
算
）
は
２
兆
２
、
７
７

７
億
円
（
前
年
度
比
76
億
円
減
）、
令
和

３
年
度
補
正
予
算
（
以
下
３
年
度
補
正
）

は
８
、
７
９
５
億
円
と
な
り
、
合
わ
せ
て

３
兆
１
、
５
７
２
億
円
と
な
っ
た
。

コ
ロ
ナ
禍
で
も
揺
る
が
な
い
生
産
基
盤

の
強
化
、
農
林
水
産
物
・
食
品
輸
出
額
を

２
０
３
０
年
に
５
兆
円
に
す
る
目
標
の
実

現
に
向
け
た
輸
出
力
強
化
、
み
ど
り
の
食

料
シ
ス
テ
ム
戦
略
の
実
現
な
ど
に
重
点
を

置
き
な
が
ら
、
国
土
強
靱
化
と
災
害
復
旧

の
推
進
、
林
業
・
水
産
業
の
成
長
産
業
化

の
実
現
な
ど
に
必
要
な
経
費
を
計
上
し

た
。公

共
事
業
費
は
６
、
９
８
１
億
円
（
前

年
度
比
３
億
円
増
）、
３
年
度
補
正
で
は

総
額
で
３
、
７
１
６
億
円
が
計
上
さ
れ
、

防
災
・
減
災
、
国
土
強
靱
化
の
推
進
や
令

和
３
年
８
月
豪
雨
等
の
復
旧
・
復
興
対
策

等
に
充
て
ら
れ
る
。

【
農
業
関
係
】

重
点
が
置
か
れ
た
の
は
、農
林
水
産
物
・

食
品
の
輸
出
額
を
２
０
３
０
年
に
５
兆
円

へ
増
や
す
目
標
の
実
現
に
向
け
た
輸
出
体

制
の
強
化
。
令
和
２
年
11
月
に
策
定
し
た

「
農
林
水
産
物
・
食
品
の
輸
出
拡
大
実
行

戦
略
」
の
実
施
に
は
、
当
初
予
算
で
１
０

８
億
円
、
３
年
度
補
正
で
４
３
３
億
円
を

計
上
し
、
合
計
で
５
４
１
億
円
と
し
た
。

実
行
戦
略
に
基
づ
き
、
品
目
別
の
輸
出
目

標
の
達
成
に
向
け
、
海
外
で
の
販
売
力
の

強
化
や
マ
ー
ケ
ッ
ト
イ
ン
の
発
想
で
輸
出

に
チ
ャ
レ
ン
ジ
す
る
農
林
漁
業
者
の
後
押

し
、
政
府
一
体
と
な
っ
た
輸
出
障
害
の
克

服
等
を
支
援
す
る
。

み
ど
り
の
食
料
シ
ス
テ
ム
戦
略
関
連
で

は
、
環
境
負
荷
低
減
に
向
け
た
取
組
の
技

術
開
発
や
実
証
事
業
に
当
初
予
算
で
35
億

円
、３
年
度
補
正
で
49
億
円
を
新
規
計
上
。

み
ど
り
の
食
料
シ
ス
テ
ム
戦
略
推
進
総
合

対
策
と
し
て
、
交
付
金
制
度
の
創
設
及
び

地
域
ぐ
る
み
の
モ
デ
ル
的
先
進
地
区
の
創

出
や
環
境
整
備
の
支
援
を
含
め
、
当
初
予

算
で
８
億
円
、
３
年
度
補
正
で
25
億
円
を

新
規
計
上
し
た
。

ま
た
、
予
算
編
成
で
焦
点
だ
っ
た
米
の

需
給
均
衡
に
向
け
た
対
応
策
は
、
主
食
用

米
か
ら
飼
料
用
米
や
麦
・
大
豆
な
ど
に
転

作
し
た
農
家
に
支
払
わ
れ
る
「
水
田
活
用

の
直
接
支
払
交
付
金
」
に
前
年
度
と
同
額

の
３
、
０
５
０
億
円
を
計
上
。
ま
た
、「
新

市
場
開
拓
に
向
け
た
水
田
リ
ノ
ベ
ー
シ
ョ

ン
事
業
」
に
３
年
度
補
正
で
４
２
０
億
円

を
計
上
。
輸
出
・
実
需
ニ
ー
ズ
に
対
応
し

た
新
市
場
開
拓
用
米
や
加
工
用
米
、
麦
・

大
豆
、
子
実
用
と
う
も
ろ
こ
し
や
、
野
菜

等
の
高
収
益
作
物
の
生
産
拡
大
に
向
け
、

低
コ
ス
ト
生
産
技
術
等
の
導
入
支
援
や
、

新
市
場
開
拓
に
必
要
な
機
械
・
施
設
の
整

備
を
支
援
す
る
。

新
規
就
農
者
支
援
で
は
、
現
行
の
農
業

次
世
代
人
材
投
資
事
業
等
を
見
直
し
た

「
新
規
就
農
者
育
成
総
合
対
策
」
に
２
０

７
億
円
（
前
年
度
比
２
億
円
増
）
を
計
上
。

新
た
に
新
規
就
農
者
が
経
営
発
展
の
た
め

の
機
械
や
施
設
等
を
導
入
し
た
場
合
の
補

助
制
度
を
新
設
し
た
ほ
か
、
概
算
要
求
の

段
階
で
地
方
負
担
を
求
め
ら
れ
て
い
た
研

修
や
経
営
開
始
時
等
の
資
金
支
援
は
全
額

国
費
で
措
置
す
る
こ
と
と
な
っ
た
。

地
域
に
お
け
る
将
来
の
農
業
や
農
地
の

在
り
方
を
関
係
者
が
話
し
合
っ
て
決
め
、

市
町
村
が
公
表
す
る
「
人
・
農
地
プ
ラ
ン
」

の
実
質
化
の
取
組
に
つ
い
て
は
、
推
進
経

費
と
し
て
３
億
円
を
新
規
計
上
。
農
地
ご

と
に
利
用
者
を
明
確
に
し
た「
目
標
地
図
」

の
策
定
を
後
押
し
す
る
。

「
ス
マ
ー
ト
農
業
の
総
合
推
進
対
策
」

は
、
当
初
予
算
で
前
年
度
と
同
額
の
14
億

円
を
計
上
し
、
３
年
度
補
正
で
は
49
億
円

を
措
置
し
た
。
先
端
技
術
の
現
場
へ
の
導

入
・
実
証
や
、
地
域
で
の
戦
略
づ
く
り
の

推
進
等
を
総
合
的
に
支
援
す
る
。

農
業
農
村
整
備
事
業
関
係
予
算
は
、
３

年
度
補
正
と
合
わ
せ
て
６
、
２
８
５
億
円

を
計
上
。
農
地
の
大
区
画
化
や
水
利
施
設

の
長
寿
命
化
、
た
め
池
の
防
災
・
減
災
対

策
等
の
イ
ン
フ
ラ
整
備
を
推
進
す
る
。

さ
ら
に
、
農
山
漁
村
の
活
性
化
対
策
と

し
て
、
農
山
漁
村
発
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
や

農
村
Ｒ
Ｍ
Ｏ
の
形
成
、
農
泊
の
推
進
等
を

は
か
る
「
農
山
漁
村
振
興
交
付
金
」
に
前

年
度
と
同
額
の
98
億
円
を
計
上
し
た
ほ

か
、
日
本
型
直
接
支
払
の
う
ち
「
多
面
的

機
能
支
払
交
付
金
」
は
４
８
７
億
円
、「
中

山
間
地
域
等
直
接
支
払
交
付
金
」
は
２
６

１
億
円
と
そ
れ
ぞ
れ
前
年
度
と
同
額
を
計
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上
し
た
。

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
対
策
や
Ｔ
Ｐ
Ｐ

等
関
連
対
策
の
大
部
分
は
、
３
年
度
補
正

で
措
置
。
コ
ロ
ナ
対
策
は
、「
コ
ロ
ナ
影

響
緩
和
特
別
対
策
」
に
１
６
５
億
円
を
計

上
。
米
の
需
要
減
少
の
影
響
を
緩
和
す
る

た
め
、
集
荷
団
体
と
実
需
者
が
連
携
し
て

行
う
長
期
計
画
的
な
保
管
、
中
食
・
外
食

事
業
者
等
へ
の
販
売
促
進
や
、
子
ど
も
食

堂
、
子
ど
も
宅
食
等
へ
の
提
供
を
支
援
。

「
国
産
農
林
水
産
物
等
販
路
新
規
開
拓
緊

急
対
策
事
業
」
は
２
０
０
億
円
を
計
上
。

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
に
よ
る
需

要
減
少
の
影
響
を
依
然
と
し
て
受
け
て
い

る
農
林
漁
業
者
、
食
品
加
工
業
者
等
の
新

た
な
販
売
開
拓
等
の
取
組
を
支
援
す
る
。

Ｔ
Ｐ
Ｐ
等
関
連
対
策
は
、和
牛
の
増
頭
・

増
産
対
策
や
、
機
械
導
入
や
施
設
整
備
を

支
援
す
る
畜
産
ク
ラ
ス
タ
ー
事
業
、
産
地

生
産
基
盤
パ
ワ
ー
ア
ッ
プ
事
業
、
輸
出
拡

大
対
策
な
ど
を
盛
り
込
み
、
３
、
２
０
０

億
円
を
措
置
し
た
。
そ
の
う
ち
、
資
材
高

騰
へ
の
対
策
も
盛
り
込
ま
れ
、
燃
油
高
騰

を
受
け
施
設
園
芸
へ
の
ヒ
ー
ト
ポ
ン
プ
導

入
な
ど
を
支
援
す
る
「
産
地
生
産
基
盤
パ

ワ
ー
ア
ッ
プ
事
業
」
で
は
、
３
１
０
億
円

を
計
上
。
こ
の
他
、
飼
料
価
格
の
急
騰
に

対
応
し
生
産
者
へ
の
補
填
金
交
付
を
行
う

「
配
合
飼
料
価
格
高
騰
緊
急
対
策
」
に
は
、

２
３
０
億
円
を
措
置
し
た
。

【
林
業
関
係
】

林
業
関
係
当
初
予
算
の
総
額
は
２
、
９

８
５
億
円
で
、
前
年
比
48
億
円
減
と
な
っ

た
。
３
年
度
補
正
で
は
１
、
２
４
２
億
円

を
計
上
し
て
お
り
、
当
初
予
算
と
３
年
度

補
正
の
合
計
で
４
、
２
２
７
億
円
を
確
保

し
た
。

林
野
関
係
公
共
予
算
事
業
の
う
ち
、「
治

山
事
業
」
は
当
初
予
算
６
２
０
億
円
（
前

年
度
比
１
億
円
増
）
に
加
え
、
３
年
度
補

正
で
３
０
６
億
円
を
計
上
し
た
。
同
事
業

で
は
、
豪
雨
災
害
な
ど
激
甚
化
す
る
災
害

へ
の
対
応
を
行
う
。「
森
林
整
備
事
業
」

で
は
、
１
、
２
４
８
億
円
（
前
年
度
比
１

億
円
増
）
と
３
年
度
補
正
に
よ
る
４
６
１

億
円
を
確
保
し
た
。
同
事
業
で
は
、
カ
ー

ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
を
見
据
え
た
グ
リ
ー

ン
成
長
の
実
現
に
向
け
て
、
森
林
吸
収
量

の
確
保
・
強
化
や
国
土
強
靱
化
、
林
業
の

持
続
的
発
展
等
を
貢
献
す
る
た
め
、
間
伐

の
着
実
な
実
施
や
主
伐
後
の
再
造
林
の
省

力
化
、
低
コ
ス
ト
化
、
幹
線
と
な
る
林
道

の
開
設
・
改
良
等
を
推
進
す
る
。

非
公
共
分
野
で
重
点
が
置
か
れ
た
の

は
、「
森
林
・
林
業
・
木
材
産
業
グ
リ
ー

ン
成
長
総
合
対
策
」
で
あ
り
、
１
１
６
億

円
を
計
上
し
た
。
同
対
策
で
は
、
カ
ー
ボ

ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
を
見
据
え
た
森
林
・
林

業
・
木
材
産
業
に
よ
る
グ
リ
ー
ン
成
長
を

実
現
す
る
た
め
、「
新
し
い
林
業
」
経
営

モ
デ
ル
の
構
築
、
路
網
の
整
備
・
機
能
強

化
、
間
伐
や
再
造
林
、
木
材
加
工
流
通
施

設
の
整
備
、
ス
マ
ー
ト
林
業
・
新
素
材
開

発
等
の
「
林
業
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
」
の
推

進
、都
市
部
に
お
け
る
木
造
利
用
の
強
化
、

輸
出
を
含
む
新
た
な
需
要
の
創
出
、
国
民

運
動
の
展
開
等
、
川
上
か
ら
川
下
ま
で
の

取
組
を
総
合
的
に
支
援
す
る
。

こ
の
他
、木
材
不
足
・
価
格
高
騰
（
ウ
ッ

ド
シ
ョ
ッ
ク
）
対
策
で
あ
る
「
木
材
産
業

国
際
競
争
力
・
製
品
供
給
力
強
化
緊
急
対

策
」
と
し
て
は
、
３
年
度
補
正
に
４
９
５

億
円
（
一
部
公
共
）
を
計
上
す
る
。
同
対

策
で
は
、
木
材
製
品
の
国
際
競
争
力
の
強

化
や
新
た
な
農
林
水
産
物
の
輸
出
目
標
の

達
成
に
向
け
、
加
工
施
設
の
大
規
模
化
・

高
効
率
化
、
原
木
の
低
コ
ス
ト
供
給
対
策

を
支
援
。
森
林
資
源
の
安
定
確
保
や
森
林

吸
収
現
対
策
の
取
組
の
加
速
化
を
図
る
た

め
、
路
網
整
備
、
高
性
能
林
業
機
械
の
導

入
、
搬
出
間
伐
、
再
造
林
、
エ
リ
ー
ト
ツ

リ
ー
な
ど
の
苗
木
の
生
産
施
設
整
備
な
ど

の
取
組
を
支
援
す
る
。
加
え
て
、
木
材
製

品
の
消
費
拡
大
や
新
技
術
の
実
証
と
と
も

に
、
木
材
製
品
な
ど
の
輸
出
拡
大
に
向
け

た
取
組
を
支
援
す
る
。
さ
ら
に
、
木
材
不

足
・
価
格
高
騰
（
ウ
ッ
ド
シ
ョ
ッ
ク
）
へ

の
緊
急
的
な
対
応
に
資
す
る
取
組
を
支
援

す
る
。

【
水
産
関
係
】

水
産
関
係
当
初
予
算
の
総
額
は
前
年
度

と
同
額
と
な
る
１
、
９
２
８
億
円
と
な
っ

た
。
３
年
度
補
正
で
は
１
、
２
７
２
億
円

を
計
上
し
て
お
り
、
当
初
予
算
と
３
年
度

補
正
の
合
計
は
３
、
２
０
１
億
円
で
、
前

年
度
比
１
３
６
億
円
増
と
な
っ
た
。

水
産
関
係
公
共
事
業
の
「
水
産
基
盤
整

備
事
業
」
は
、
当
初
予
算
で
７
２
７
億
円

（
前
年
度
比
１
億
円
増
）、
３
年
度
補
正
で

２
７
０
億
円
を
計
上
し
、
拠
点
漁
港
の
流

通
機
能
強
化
と
養
殖
拠
点
の
整
備
の
推

進
、
環
境
変
化
に
対
応
し
た
漁
場
整
備
や

藻
場
・
干
潟
の
保
全
・
創
造
と
漁
港
施
設

の
強
靱
化
・
長
寿
命
化
対
策
、
既
存
漁
港

施
設
の
改
良
・
除
去
や
生
活
・
就
労
環
境

改
善
対
策
等
を
推
進
す
る
。

漁
業
経
営
安
定
化
対
策
と
し
て
、
当
初

予
算
に
３
３
８
億
円
（
前
年
度
比
18
億
円

増
）、
３
年
度
補
正
に
６
８
１
億
円
（
臨

時
的
な
掛
増
分
１
６
０
億
円
を
含
む
）
を

計
上
。
漁
獲
変
動
等
に
伴
う
減
収
分
を
補

填
す
る
漁
業
収
入
安
定
対
策
（
積
立
ぷ
ら

す
等
）
や
、
燃
油
・
配
合
飼
料
の
価
格
上

昇
に
対
す
る
コ
ス
ト
対
策
等
の
着
実
な
実

施
を
図
る
。

水
産
資
源
調
査
・
評
価
の
充
実
等
に
は

当
初
予
算
で
95
億
円
（
前
年
度
比
４
億
円

減
）、
３
年
度
補
正
に
13
億
円
を
計
上
し
、

２
０
０
種
程
度
ま
で
拡
大
し
た
資
源
評
価

対
象
魚
種
に
つ
い
て
評
価
の
推
進
及
び
さ

ら
な
る
高
度
化
を
図
る
と
と
も
に
、
調
査

船
調
査
や
漁
船
活
用
型
調
査
等
を
実
施
し
、

水
産
研
究
・
教
育
機
構
と
都
道
府
県
水
産

研
究
機
関
の
連
携
に
よ
る
調
査
・
評
価
体

制
を
確
立
し
て
、
近
年
の
不
漁
要
因
の
解

明
を
進
め
る
。
ま
た
、
水
揚
げ
デ
ー
タ
の

効
率
的
な
収
集
体
制
の
整
備
や
水
産
流
通

適
正
化
法
に
係
る
情
報
伝
達
の
電
子
化
を

推
進
す
る
な
ど
、
適
切
な
資
源
評
価
・
管

理
等
を
促
進
す
る
体
制
の
構
築
を
図
る
。
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水
産
業
の
成
長
産
業
化
に
向
け
た
重
点

的
な
支
援
と
し
て
、
漁
船
等
の
リ
ー
ス
方

式
に
よ
る
導
入
支
援
に
、
当
初
予
算
に
25

億
円
、
３
年
度
補
正
に
２
５
６
億
円
を
計

上
し
、
当
初
予
算
と
３
年
度
補
正
の
合
計

は
２
８
１
億
円
（
前
年
度
比
１
７
２
億
円

増
）
と
大
幅
な
増
額
と
な
っ
た
。
あ
わ
せ

て
、
漁
業
構
造
改
革
総
合
対
策
事
業
（
も

う
か
る
漁
業
）
に
は
、
当
初
予
算
で
20
億

円
（
前
年
度
比
１
億
円
増
）、
３
年
度
補

正
で
65
億
円
を
計
上
し
、
高
性
能
漁
船
の

導
入
等
に
よ
る
収
益
性
向
上
、
長
期
的
不

漁
問
題
対
策
や
多
目
的
漁
船
の
導
入
な
ど

新
た
な
操
業
・
生
産
体
制
へ
の
転
換
に
向

け
た
取
組
を
推
進
す
る
。
さ
ら
に
、「
浜

の
活
力
再
生
・
成
長
促
進
交
付
金
」
に
当

初
予
算
で
27
億
円
（
前
年
同
額
）、
３
年

度
補
正
で
45
億
円
が
計
上
さ
れ
、
漁
業
所

得
の
向
上
を
目
指
す
漁
業
者
の
取
組
を
支

援
す
る
。

北
海
道
の
赤
潮
発
生
地
域
の
漁
業
被
害

に
つ
い
て
は
、
広
域
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
技
術

の
開
発
、
赤
潮
の
発
生
メ
カ
ニ
ズ
ム
の
解

明
等
に
よ
る
発
生
予
察
手
法
の
開
発
等
を

行
う
と
と
も
に
、
漁
業
者
等
が
行
う
漁
場

環
境
回
復
等
の
活
動
を
支
援
す
る
た
め
、

３
年
度
補
正
で
15
億
円
が
計
上
さ
れ
た
。

こ
の
他
、
我
が
国
周
辺
海
域
に
お
け
る

水
産
資
源
の
管
理
徹
底
と
国
際
ル
ー
ル
に

基
づ
く
操
業
秩
序
の
維
持
の
た
め
、
外
国

漁
船
の
違
法
操
業
等
に
対
す
る
予
算
と
し

て
、
当
初
予
算
、
３
年
度
補
正
を
合
わ
せ

て
１
９
９
億
円
が
措
置
さ
れ
た
。

（単位：億円）

令和４年度 農林水産関係予算の骨子
総括表

区　　　　分 令和３年度
予算額

令和４年度
概算決定額

令和３年度
３次補正追加額

農 林 水 産 予 算 総 額 22,853 22,777 8,795
（対前年度比） － 99.7%

1.　 公 共 事 業 費 6,978 6,981 3,716
（対前年度比） － 100.0%

　　 一 般 公 共 事 業 費 6,780 6,782 2,880
（対前年度比） － 100.0%

　　 災 害 復 旧 等 事 業 費 198 200 836
（対前年度比） － 100.6%

2.　 非 公 共 事 業 費 15,875 15,796 5,079
（対前年度比） － 99.5%

（注）１　⾦額は関係ベース。ただし、デジタル庁計上の政府情報システム予算（３年度予算は、４年度予算でデジタル
庁計上の政府情報システム予算を除く）

　　２　デジタル庁計上の政府情報システム予算は、３年度予算額197億円、４年度予算概算決定額207億円。

　　３　計数整理の結果、異動を⽣じることがある。

　　４　計数は、四捨五⼊のため、端数において合計とは⼀致しないものがある。

お電話の際には、車検証をお手元にご用意ください

●「車両共済（保険)制度」は、全国町村職員生活協同組合と損害保険ジャパン株式会社とが集団扱契約を締結し、実施しているものです。
●集団扱としてご契約いただけるのは、保険契約者および被保険者が損保ジャパンの定める条件を満たす場合のみとなります。
　このご案内は概要を説明したものです。詳細については、取扱代理店（千里）までお問い合わせください。

●お見積りのご請求・お申込み・お問い合わせなどは、下記までご連絡ください●

〈車両保険引受保険会社〉損害保険ジャパン株式会社

03-3519-73250120-731-087
（受付時間：祝日、年末年始を除く月～金　午前９時30分～午後５時）

FAXTEL

株式会社　千 里（取扱代理店）
〒100-0014  東京都千代田区永田町1-11-32  全国町村会館西館内
●ホームページアドレス　http://www.chisato-ag.co.jp

車両共済（保険）のご案内車両共済（保険）のご案内
この車両共済（保険）は、町村生協の自動車共済で補償する対人賠償、対物賠償、限定
搭乗者傷害等に加え「ご自身のおクルマの補償（車両保険）」を追加する制度です。
お車が衝突した場合や台風 ・ いたずら ・ 盗難など偶然な事故で損害を被ったときに、
共済（保険）金をお支払いします。

SJ21-00628（2021.4.19作成）
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公共事業費一覧 （単位：億円）

区　　　　分 令和３年度
予算額

令和４年度
概算決定額

令和３年度
３次補正追加額

農 業 農 村 整 備 3,317 3,322 1,832

（対前年度比） 100.1%

林 野 公 共 1,866 1,869 767

（対前年度比） 100.1%

治 山 619 620 306

（対前年度比） 100.1%

森 林 整 備 1,247 1,248 461

（対前年度比） 100.1%

水 産 基 盤 整 備 726 727 270

（対前年度比） 100.1%

海 岸 63 81 11

（対前年度比） 127.7%

農 山 漁 村 地 域 整 備 交 付 金 807 784 -

（対前年度比） 97.1%

一 般 公 共 事 業 費 計 6,780 6,782 2,880

（対前年度比） 100.0%

災 害 復 旧 等 198 200 836

（対前年度比） 100.6%

公 共 事 業 費 計 6,978 6,981 3,716

（対前年度比） 100.0%

（注）１　⾦額は、関係ベース。 
２　計数処理の結果、異動を⽣じることがある。 
３　計数は、四捨五⼊のため、端数において合計と⼀致しないものがある。 
４　農業農村整備事業関係予算は、6,285億円。その内訳は以下の通り。

 （このほか、政府情報システム予算のうち当該関係予算分15億円をデジタル庁に計上）
　　　　 ・農業農村整備事業3,322億円
　　　　 ・農⼭漁村地域整備交付⾦のうち農業農村整備分591億円
　　　　 ・⾮公共の農業農村整備関連事業540億円
　　　　 　（農地耕作条件改善事業、農業⽔路等⻑寿命化・防災減災事業、農⼭漁村振興交付⾦）
　　　　 ・３年度補正額（農業農村整備事業）1,832億円
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令和４年度農林水産関係予算の概要

４年度当初予算　２兆2,777億円（２兆2,853億円）
３年度補正予算　　　8,795億円

うち、TPP関連対策：3,200億円

（注1）各事項の（ ）内は、令和３年度当初予算額
（注2）【　】は、令和３年度補正予算

1 　生産基盤の強化と経営所得安定対策の着実な実施

◎　農業の持続性の確保に向けた生産基盤の強化
【４年度当初】 【３年度補正】

・持続的生産強化対策事業 174億円（　169億円）
　ア　野菜 ・ 施設園芸支援対策 10億円（　 10億円）
　イ　果樹支援対策 ５１億円 （　 ５１億円）
　ウ　花き支援対策 ７億円（　 ７億円）
　エ　茶・薬用作物等支援対策 １4億円（　 １4億円）
　オ　ＧＡＰ（農業生産工程管理）の拡大推進 ２億円（　 ３億円）
・産地生産基盤パワーアップ事業 ３１０億円
・葉たばこ作付転換円滑化緊急対策事業 １８億円
・肥料コスト低減体系緊急転換事業 4５億円
・需要に応じた生産の推進
　ア　水田活用の直接支払交付金 ３,０５０億円 （３,０５０億円）
　イ　水田農業の高収益化の推進＜一部公共＞ ３,０５０億円の内数 4７２億円

（持続的生産強化対策事業） １７4億円の内数 （農業農村整備事業における米の臨時特別対策）4６億円
（農業農村整備事業） ３,３２２億円の内数

（強い農業づくり総合支援交付金） １２６億円の内数

（スマート農業の総合推進対策） １4億円の内数

　ウ　麦・大豆収益性・生産性向上プロジェクト １億円 ３３億円
（持続的生産強化対策事業）１７4億円の内数

（農地耕作条件改善事業）２4８億円の内数

（強い農業づくり総合支援交付金）１２６億円の内数

　エ　農業再生協議会の活動強化 ７３億円 （　 ７８億円） １７億円
　オ　米穀周年供給・需要拡大支援事業 ５０億円 （　 ５０億円）
　カ　米、米粉の需要拡大の促進 （米穀周年供給・需要拡大支援事業）５０億円の内数

（米需要創造推進事業等）１億円
・コロナ影響緩和特別対策 １６５億円
・新市場開拓に向けた水田リノベーション事業 4２０億円
・強い農業づくり総合支援交付金 １２６億円（　１4２億円） 4８億円

（産地生産基盤パワーアップ事業）３１０億円
・持続的畑作生産体系確立緊急対策事業 ３８億円

（このほか産地生産基盤パワーアップ事業持続的畑作確立枠）６億円
・甘味資源作物生産支援対策 １１１億円 （　１１１億円） ２３億円
・農業支援サービス事業育成対策 １億円

（強い農業づくり総合支援交付金）１２６億円の内数

・農作業安全の推進 １億円（　 １億円）
・技術の迅速な普及 ・ 定着 ２4億円（　 ２4億円）

（みどりの食料システム戦略推進総合対策）８億円の内数（　 　-　　　　）
・農業資材価格等の調査 １億円（　 １億円）

◎ 畜産・酪農の生産基盤の強化
【４年度当初】 【３年度補正】

・畜産クラスター事業 ６１７億円
・和牛の増頭等 ７８億円

（草地難防除雑草駆除技術等実証事業）５億円
（畜産環境対策総合支援事業）１８億円

・国産チーズの競争力強化 ６０億円
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・畜産生産体制の強化 ９億円の内数 （９億円の内数）
（公共牧場機能強化等体制整備事業）１億円（　 １億円）

・ＩＣＴを活用した畜産経営体の生産性の向上 １０億円（　 １３億円）
（スマート農林水産業の導入支援）７７億円の内数

・畜産・酪農における環境負荷軽減の取組の推進 ７０億円 （　 ６０億円）
（農山漁村地域整備交付金）７８4億円の内数 （８０７億円の内数）

（畜産環境対策総合支援事業）１８億円
・国産飼料の生産拡大・飼料の安定供給 ７０億円 （　 ６０億円）

（畜産生産力・生産体制強化対策事業）９億円の内数 （９億円の内数）
（飼料穀物備蓄・流通合理化事業）１８億円 （　 １８億円）

・草地関連基盤整備＜公共＞ ３,３２２億円の内数 （３,３１７億円の内数） 4７億円
・家畜・食肉の流通体制の強化 ３０億円 （　 ２５億円） ７０億円
・加工施設再編等緊急対策事業 １９億円
・養蜂支援対策 ２億円（　 ２億円）
・畜産・酪農経営安定対策 ２,２９６億円 （２,２９６億円）

◎ 経営安定対策の着実な実施
【４年度当初】 【３年度補正】

・収入保険制度の実施 １８4億円 （　１７７億円）
・畑作物の直接支払交付金 ２,０５８億円 （１,９８６億円）
・収入減少影響緩和対策交付金 ６８３億円 （　６５５億円）
・野菜価格安定対策事業 １５６億円 （　１５６億円） ７２億円
・配合飼料価格高騰緊急対策 ２３０億円

２ 　２030年輸出５兆円目標の実現に向けた農林水産物・食品の輸出力強化、食品産業の強化

◎ 2030年輸出 ５ 兆円目標の実現に向けた「農林水産物・食品の輸出拡大実行戦略」の実施
【４年度当初】 【３年度補正】

・マーケットインによる海外での販売力の強化 ２９億円 （　 ３０億円） ８３億円
・食産業の海外展開の後押し ４億円（　 ５億円） ７億円
・輸出産地・事業者の育成・展開 １０億円 （　 １３億円）

（グローバル産地づくり緊急対策）１７億円
（農林水産物・食品の輸出事業者等へのリスクマネー緊急対策）５０億円

・輸出環境整備推進事業 １７億円 （　 １７億円） １０億円
・輸出向けHACCP等対応施設の整備 ３１億円 （　 ２4億円） ２２２億円
・地域の食品産業の競争力強化 ２億円（　 ２億円） １７億円の内数

・一貫したコールドチェーンによる輸出物流の構築 ５億円
・畜産物輸出コンソーシアム推進対策 ２２億円

◎ 知的財産の流出防止、侵害対策
【４年度当初】 【３年度補正】

・植物品種等海外流出防止総合対策・推進事業 ２億円（　 ２億円） １０億円の内数

・農業知的財産保護・活用支援事業 １億円（　 １億円）
・地理的表示保護・活用総合推進事業 １億円（　 １億円）

◎ 新事業の創出と食品産業の競争力強化
【４年度当初】 【３年度補正】

・新事業創出・食品産業課題解決に向けた支援 ２億円（　 　-　　　　） ４億円
・流通の合理化・高度化 １２６億円の内数 （１4２億円の内数）

（食品等流通持続化モデル総合対策事業）２億円（　 ３億円）
・食品ロス削減・プラスチック資源循環の推進 ２億円（　 １億円） ２億円
・ポストコロナを見据えたサプライチェーンの緊急強化対策 ９億円
・飲食店支援 ６０１億円
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3 　環境負荷軽減に資する「みどりの食料システム戦略」の実現に向けた政策の推進

【４年度当初】 【３年度補正】
・ みどりの食料システム戦略の実現に資する研究開発・実証プロジェクトの推進
　ア　みどりの食料システム戦略実現技術開発・実証事業 ３５億円（　 　-　　　　）

（スマート農業技術の開発・実証・実装プロジェクト）4９億円
　イ　ムーンショット型農林水産研究開発事業 ２億円（　 １億円） ３０億円
　ウ　「知」の集積と活用の場によるイノベーションの創出 4０億円 （　 4２億円）
　エ　 みどりの食料システム基盤農業技術のアジアモンスーン地域応

用促進事業
１億円（　 　-　　　　）

・みどりの食料システム構築に向けた地域の事業活動支援 ８億円の内数（　 　-　　　　） ２５億円
　ア　みどりの食料システム戦略推進交付金
　イ　グリーンな栽培体系の普及、有機農業の推進 ２4８億円の内数 （２4８億円の内数）
・環境保全型農業直接支払交付金 ２７億円 （　 ２５億円）
・強い農業づくり総合支援交付金（再掲） １２６億円の内数 （１4２億円の内数）
・農地利用効率化等支援交付金 ２１億円の内数 （　 　-　　　　）
・農業支援サービス事業育成対策（再掲） １億円の内数 （１億円の内数）
・産地生産基盤パワーアップ事業（再掲） ３１０億円の内数

・畜産・酪農における環境負荷軽減の取組の推進 ７０億円 （　 ６０億円）
（農山漁村地域整備交付金）７８4億円の内数 （８０７億円の内数）

（畜産生産力・生産体制強化対策事業）９億円の内数（９億円の内数）
（畜産環境対策総合支援事業）１８億円

・食品産業における持続可能性の確保 ２億円（　 　-　　　　）
（強い農業づくり総合支援交付金）１２６億円の内数 （１4２億円の内数）
（食品等流通持続化モデル総合対策事業）２億円（　 ３億円）
（食品ロス削減・プラスチック資源循環の推進）２億円（　 １億円） （フードバンク支援緊急対策事業）２億円

・消費者の行動変容を促す環境づくり ８億円の内数（　 　-　　　　）
（ニッポンフードシフト総合推進事業）１億円（　 １億円）

・森林・林業・木材産業グリーン成長総合対策等 １１６億円 （　１２２億円） 4９５億円の内数

（デジタル庁計上）１億円（　 １億円）
・水産業における持続可能性の確保 ２３億円 （　 ２２億円） １６７億円

４ 　スマート農業、eMAFF等によるデジタルトランスフォーメーション（DX）の推進

◎　スマート農林水産業の推進
【４年度当初】 【３年度補正】

・スマート農業の総合推進対策 １4億円 （　 １4億円） 4９億円
・スマート農林水産業の導入支援 ７７億円
・誰もがスマート農業に取り組める環境整備＜一部公共＞ ３,３２２億円の内数 （３,３１７億円の内数） ２５５億円の内数

（水田の畑地化、畑地・樹園地の高機能化等の推進）4７２億円の内数

（新規就農者確保緊急対策）２９億円の内数

・ICTを活用した畜産経営体の生産性の向上（再掲） １０億円 （　 １３億円）
・林業イノベーション推進総合対策 ９億円（　 ９億円） 4９５億円の内数

（デジタル庁計上）１億円（　 １億円）
・「スマート水産業」の推進 １億円（　 １億円） １３億円

（デジタル庁計上）４億円（　 ４億円）

◎　eMAFF等によるDXの推進
【４年度当初】 【３年度補正】

・ 農林水産省共通申請サービス（eMAFF）等による  
行政手続の抜本的効率化 （デジタル庁計上）

4５億円 （　 ３９億円） ３５億円
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５ 　食の安全と消費者の信頼確保

【４年度当初】 【３年度補正】
・家畜衛生等総合対策 ６５億円 （　 ９６億円） ５３億円
・消費・安全対策交付金 ２０億円 （　 ２２億円） １１億円
・総合的な病害虫管理体系の確立 ２１億円の内数 （２３億円の内数） ２５億円の内数

（みどりの食料システム戦略推進総合対策）８億円の内数（　 　-　　　　）
・抗菌剤に頼らない畜水産物の生産体制の推進 ２６億円の内数 （２７億円の内数）
・食育の推進と食文化の保護・継承 ２２億円の内数 （２３億円の内数）

６ 　農地の最大限の利用と人の確保・育成、農業農村整備

◎　農地中間管理機構による集積・集約化と多様な経営体による農地利用
【４年度当初】 【３年度補正】

・将来の農地利用ビジョンを含む人・農地プランの策定の着実な推進 ３億円（　 　-　　　　）
・多様な経営体等の事業展開の促進
　ア　農地利用効率化等支援交付金 ２１億円 （　 　-　　　　）
　イ　担い手確保・経営強化支援事業 ２３億円
　ウ　集落営農活性化プロジェクト促進事業 ４億円（　 　-　　　　）
・農地中間管理機構による農地集約化の加速 ５１億円 （　 ６６億円） ５５億円の内数

・農業委員会による農地利用の最適化の推進 １３4億円 （　１３３億円） ５５億円の内数

◎　多様な人材の確保・育成
【４年度当初】 【３年度補正】

・新規就農者の育成・確保に向けた総合的な支援 ２０７億円 （　２０５億円） ２９億円
・農業現場における労働力の確保 １億円（　 　-　　　　） １３億円
・人と農地に関するデータベースと支援体制の整備 １２３億円の内数 （4８億円の内数） ５５億円の内数

（新規就農者確保緊急対策）２９億円の内数

・女性の活躍推進 １億円（　 １億円） ２億円
・外国人材受入総合支援事業 ４億円（　 ４億円）
・次世代を担う農林漁業者の生産性向上支援 １００億円

◎　競争力強化・国土強靱化のための農業農村整備の計画的な推進
【４年度当初】 【３年度補正】

・農業農村整備事業＜公共＞ ３,３２２億円 （３,３１７億円） １,８３２億円
・農地耕作条件改善事業 ２4８億円 （　２4８億円）
・農業水路等長寿命化・防災減災事業 ２５4億円 （　２５８億円）
・農山漁村地域整備交付金＜公共＞ ７８4億円 （　８０７億円）

７ 　 農山漁村の活性化

◎　地域の雇用創出・所得向上、地方への定住促進
【４年度当初】 【３年度補正】

・農山漁村振興交付金 ９８億円 （　 ９８億円）
　ア　「農山漁村発イノベーション」の推進
　イ　農村型地域運営組織（農村ＲＭＯ）の形成の推進
　ウ　農泊の推進
　エ　農福・林福・水福連携の推進
　オ　都市農業の多様な機能の発揮
　カ　最適土地利用対策
　キ　農業・農村の情報通信環境の整備
・農業農村整備事業＜公共＞（再掲） ３,３２２億円 （３,３１７億円）
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・鳥獣被害防止対策とジビエ利活用の推進 １２２億円 （　１２２億円） 4０億円
（うち鳥獣被害対策推進枠）　２１億円 （　 １０億円）

・特殊自然災害対策施設緊急整備事業 ３億円（　 ３億円）

◎　日本型直接支払の実施
【４年度当初】 【３年度補正】

・多面的機能支払交付金 4８７億円 （　4８７億円）
・中山間地域等直接支払交付金 ２６１億円 （　２６１億円）
・環境保全型農業直接支払交付金（再掲） ２７億円 （　 ２５億円）

◎　中山間地域の活性化
【４年度当初】 【３年度補正】

・中山間地農業ルネッサンス事業＜一部公共＞ 4０７億円 （　4０６億円）
・棚田地域の振興 （農山漁村振興交付金）９８億円の内数 （９８億円の内数）

（中山間地域等直接支払交付金）２６１億円の内数 （２６１億円の内数） （中山間地域所得確保推進事業）１億円
（このほか関係中山間地域優先枠）１９６億円

８ 　カーボンニュートラル実現に向けた森林・林業・木材産業によるグリーン成長

【４年度当初】 【３年度補正】
・森林整備事業＜公共＞ １,２4８億円 （１,２4７億円） 4６１億円
・治山事業＜公共＞ ６２０億円 （　６１９億円） ３０６億円
・農山漁村地域整備交付金＜公共＞（再掲） ７８4億円 （　８０７億円）
・森林・林業・木材産業グリーン成長総合対策等（再掲） １１６億円 （　１２２億円） 4９５億円の内数

（デジタル庁計上）１億円（　 １億円）
　ア　「新しい林業」に向けた林業経営育成対策 ５億円（　 　-　　　　）
　イ　林業・木材産業成長産業化促進対策 ７５億円 （　 ８２億円）
　ウ　林業イノベーション推進総合対策（再掲） ９億円（　 ９億円）

（デジタル庁計上）１億円（　 １億円）
　エ　建築用木材供給・利用強化対策 １３億円 （　 １３億円）
　オ　木材需要の創出・輸出力強化対策 ４億円（　 ５億円）
　カ　カーボンニュートラル実現に向けた国民運動展開対策 ２億円（　 　-　　　　）
・木材産業国際競争力 ・ 製品供給力強化緊急対策＜一部公共＞ 4９５億円
・「緑の人づくり」総合支援対策 4８億円 （　 4７億円） ３億円
・森林 ・ 山村多面的機能発揮対策 １4億円 （　 １4億円）
・花粉発生源対策推進事業 １億円（　 １億円）

９ 　水産資源の適切な管理と水産業の成長産業化

◎　漁業経営安定対策の着実な実施と新たな資源管理システムの推進
【４年度当初】 【３年度補正】

・漁業経営安定対策の着実な実施 ３３８億円 （　３２０億円）
　ア　漁業収入安定対策事業 ５９２億円
　イ　漁業経営セーフティーネット構築事業 ８９億円
・資源調査・評価の拡充等 ９０億円 （　 ９５億円） １３億円

（デジタル庁計上）５億円（　 ４億円）

◎　不漁の長期化や環境変化の中での成長産業化に向けた重点的な支援
【４年度当初】 【３年度補正】

・漁業・漁村を支える人材の育成・確保 ６億円（　 ７億円） １億円
（水産業労働力確保緊急支援事業）４億円

・沿岸漁業の競争力強化 ５２億円 （　 ３０億円）
　ア　浜の活力再生・成長促進交付金 ２７億円 （　 ２７億円） 4５億円
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　イ　漁船等のリース方式による導入支援 ２５億円 （　 ４億円） ２５６億円
　ウ　水産業競争力強化のための機器等導入支援 4０億円
・沖合・遠洋漁業の競争力強化 ２０億円 （　 １９億円） ６５億円
・養殖業の成長産業化 ３億円（　 ３億円） ６５億円の内数

（漁業構造改革総合対策事業）２０億円の内数 （１９億円の内数）
・内水面及びさけ・ます等資源対策 １4億円 （　 １4億円）
・漁協の経営・事業改善の取組推進 ３億円（　 ２億円） ６億円

◎　競争力のある加工・流通構造の確立と水産物の需要喚起
【４年度当初】 【３年度補正】

・水産バリューチェーンの生産性向上 ６億円（　 ６億円） ２０億円

◎　水産基盤の整備、漁港機能の再編・集約化と強靱化の推進
【４年度当初】 【３年度補正】

・水産基盤整備事業＜公共＞ ７２７億円 （　７２６億円） ２７０億円
・漁港の機能増進・漁村の活性化 ６億円（　 ８億円） １０億円

（浜の活力再生・成長促進交付金）２７億円の内数 （２７億円の内数）
・農山漁村地域整備交付金＜公共＞（再掲） ７８4億円 （　８０７億円）

◎　外国漁船対策、多面的機能の発揮、捕鯨対策
【４年度当初】 【３年度補正】

・外国漁船対策等 １4５億円 （　１4８億円） ５０億円
（デジタル庁計上）４億円（　 ３億円）

・水産多面的機能の発揮等 4２億円 （　 4３億円） １５億円
・捕鯨対策 ５１億円 （　 ５１億円）

10　防災・減災、国土強靱化と災害復旧等の推進

◎　防災・減災、国土強靱化の推進
【４年度当初】 【３年度補正】

・農業水利施設、ため池等の対策＜公共＞ １,０１２億円
・治山施設の設置等による対策＜公共＞ ３０６億円
・森林整備による対策＜公共＞ １８６億円
・漁業地域の対策＜公共＞ ２３０億円
・海岸堤防等の対策＜公共＞ １１億円
・卸売市場施設の対策 ２２億円
・園芸産地における対策 ３億円

◎　令和 ３ 年 ８ 月の大雨等の災害からの復旧・復興
【４年度当初】 【３年度補正】

・災害復旧等事業＜公共＞ ２００億円 （　１９８億円） ８３６億円
・盛土による災害の防止＜公共＞
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町 村 週 報 （第三種郵便物認可）

政　策

第3186号

【
文
部
科
学
省
関
係
予
算
の
概
要
】

令
和
４
年
度
の
文
部
科
学
省
予
算
案

は
、
総
額
５
兆
２
、
８
１
８
億
円
で
、
前

年
度
比
１
６
２
億
円
の
減
額
と
な
っ
た
。

具
体
的
な
内
容
と
し
て
、
小
学
校
高
学

年
の
教
科
担
任
制
や
35
人
学
級
推
進
、
学

校
の
働
き
方
改
革
の
推
進
の
た
め
の
支
援

ス
タ
ッ
フ
の
充
実
、
Ｇ
Ｉ
Ｇ
Ａ
ス
ク
ー
ル
に

お
け
る
運
営
支
援
・
指
導
力
向
上
支
援
、い

じ
め
・
自
殺
、不
登
校
、虐
待
対
策
等
の
推

進
、切
れ
目
の
な
い
支
援
体
制
構
築
に
向
け

た
特
別
支
援
教
育
の
充
実
を
掲
げ
て
い
る
。

主
な
内
容
は
次
の
と
お
り
で
あ
る
。

○「
令
和
の
日
本
型
学
校
教
育
」
の
推
進

「
義
務
教
育
費
国
庫
負
担
金
」
に
は
１

兆
５
、
０
１
５
億
円
が
計
上
。
教
科
指
導

の
専
門
性
を
持
っ
た
教
師
に
よ
る
小
学
校

に
お
け
る
高
学
年
の
教
科
担
任
制
の
推
進

や
、
小
学
校
に
お
け
る
35
人
学
級
の
計
画

的
な
整
備
等
を
図
り
、
義
務
教
育
９
年
間

を
見
通
し
た
指
導
体
制
に
よ
る
質
の
高
い

教
育
の
実
現
が
図
ら
れ
る
。

教
職
員
定
数
に
つ
い
て
は
、
学
校
に
お

け
る
働
き
方
改
革
、
複
雑
化
・
困
難
化
す

る
教
育
課
題
へ
対
応
す
る
た
め
教
職
員
定

数
４
、
６
９
０
人
の
改
善
と
と
も
に
、
多

様
な
支
援
ス
タ
ッ
フ
が
学
校
の
教
育
活
動

に
参
画
す
る
取
組
を
支
援
す
る
た
め
に
、

「
補
習
等
の
た
め
の
指
導
員
等
派
遣
事
業
」

に
84
億
円
が
計
上
さ
れ
た
。
教
師
と
多
様

な
人
材
の
連
携
に
よ
り
、
学
校
教
育
活
動

の
充
実
と
働
き
方
改
革
の
実
現
が
進
め
ら

れ
る
。

な
お
、
こ
れ
に
関
連
し
て
、
ス
ポ
ー
ツ

庁
及
び
文
化
庁
の
事
業
と
し
て
、「
中
学

校
に
お
け
る
部
活
動
指
導
員
の
配
置
支
援

事
業
」に
13
億
円
を
計
上
。教
師
に
代
わ
っ

て
顧
問
を
担
う
部
活
動
指
導
員
の
配
置
を

支
援
す
る
。

Ｇ
Ｉ
Ｇ
Ａ
ス
ク
ー
ル
構
想
の
着
実
な
推

進
と
学
び
の
充
実
で
は
、
こ
れ
ま
で
の

「
人
」
中
心
の
支
援
か
ら
、
民
間
事
業
者

を
活
用
し
た
「
組
織
」
中
心
の
広
域
的
な

支
援
体
制
へ
と
発
展
・
充
実
さ
せ
る
た
め
、

「
Ｇ
Ｉ
Ｇ
Ａ
ス
ク
ー
ル
運
営
支
援
セ
ン

タ
ー
整
備
事
業
」
に
は
10
億
円
が
新
た
に

計
上
。
自
治
体
へ
の
指
導
支
援
、
教
師
の

指
導
力
向
上
支
援
の
更
な
る
強
化
を
図
る

と
と
も
に
、
児
童
・
生
徒
の
情
報
モ
ラ
ル

を
含
め
た
情
報
活
用
能
力
の
育
成
及
び
そ

の
把
握
を
踏
ま
え
た
指
導
内
容
の
改
善
等

も
一
体
的
に
行
う
。

「
全
て
の
子
供
に
質
の
高
い
学
び
を
保

障
す
る
幼
児
教
育
ス
タ
ー
ト
プ
ラ
ン
の
実

現
」
に
は
50
億
円
が
計
上
。
幼
保
小
の
接

続
期
の
教
育
の
質
的
向
上
に
向
け
、
全
て

の
子
供
た
ち
の
多
様
性
に
も
配
慮
し
た
上

で
学
び
や
生
活
の
基
盤
を
育
む
「
幼
保
小

の
架
け
橋
プ
ロ
グ
ラ
ム
」
に
つ
い
て
、
モ

デ
ル
地
域
に
お
け
る
検
証
等
を
通
じ
た
開

発
・
改
善
を
行
う
。

「
新
時
代
に
対
応
し
た
高
等
学
校
改
革

推
進
事
業
」に
は
２
億
円
が
新
た
に
計
上
。

令
和
４
年
度
よ
り
設
置
が
可
能
と
な
る
学

際
領
域
学
科
及
び
地
域
社
会
学
科
を
設
置

す
る
予
定
の
高
等
学
校
等
に
対
し
、
設
置

に
あ
た
っ
て
義
務
化
さ
れ
て
い
る
関
係
機

関
等
と
の
連
携
協
力
体
制
の
整
備
や
、
配

置
が
努
力
義
務
化
さ
れ
て
い
る
コ
ー
デ
ィ

ネ
ー
タ
ー
の
配
置
な
ど
、
新
学
科
設
置
の

取
組
を
推
進
す
る
。

○
新
し
い
時
代
の
学
び
を
支
え
る
学
校
施

設
整
備

「
公
立
学
校
施
設
の
整
備
」
に
は
６
８

８
億
円
が
計
上
。
新
時
代
の
学
び
に
対
応

し
た
教
育
環
境
向
上
と
老
朽
化
対
策
の
一

体
的
整
備
と
併
せ
、
脱
炭
素
化
の
推
進
の

た
め
、
学
校
施
設
の
Ｚ
Ｅ
Ｂ
化
、
木
材
利

用
の
促
進
の
単
価
改
定
も
盛
り
込
ま
れ

た
。

○
誰
も
が
学
ぶ
こ
と
が
で
き
る
機
会
の
保
障

児
童
生
徒
の
不
登
校
、
自
殺
者
数
が
２

０
２
０
年
度
調
査
に
お
い
て
過
去
最
高

だ
っ
た
こ
と
か
ら
、「
い
じ
め
対
策
・
不

登
校
支
援
等
総
合
推
進
事
業
」
に
は
80
億

円
が
計
上
。
ス
ク
ー
ル
カ
ウ
ン
セ
ラ
ー
、

ス
ク
ー
ル
ソ
ー
シ
ャ
ル
ワ
ー
カ
ー
の
配
置

充
実
、
電
話
・
Ｓ
Ｎ
Ｓ
等
を
活
用
し
た
相

談
体
制
の
充
実
、
自
殺
対
策
等
の
支
援
を

図
る
。

「
外
国
人
受
入
れ
拡
大
に
対
応
し
た
日

本
語
教
育
・
外
国
人
児
童
生
徒
等
へ
の
教

育
等
の
充
実
」
に
は
23
億
円
が
計
上
。
外

国
人
が
教
育
・
就
労
・
生
活
の
場
で
円
滑

に
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
を
図
り
、
日
本

人
と
と
も
に
学
び
、
生
活
で
き
る
環
境
整

備
の
た
め
、
日
本
語
教
育
・
外
国
人
児
童

生
徒
等
の
教
育
等
の
充
実
を
図
る
。

「
学
校
を
核
と
し
た
地
域
力
強
化
プ
ラ

ン
」
に
は
74
億
円
が
計
上
。
学
校
を
核
と

し
た
地
域
力
強
化
・
将
来
を
担
う
子
供
た

ち
の
育
成
を
通
じ
て
、一
億
総
活
躍
社
会
、

地
方
創
生
を
実
現
す
る
。

「
切
れ
目
な
い
支
援
体
制
構
築
に
向
け

た
特
別
支
援
教
育
の
充
実
」
に
は
43
億
円

が
計
上
。
医
療
的
ケ
ア
が
必
要
な
児
童
生

徒
等
へ
の
支
援
、
Ｉ
Ｃ
Ｔ
を
活
用
し
た
障

害
の
あ
る
児
童
生
徒
等
へ
の
支
援
が
拡
充

さ
れ
る
。

◆ ◆　　　　　　　　　　　　　　　 ◆ ◆解説

文 部 科 学 省文 部 科 学 省
文教関係予算・施策の概要文教関係予算・施策の概要

令和４年度 関係省庁予算
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（単位：億円）令和４年度文部科学省関係予算のポイント
区　　　　分 令和３年度予算額 令和４年度予算額 比較増△減額
一　般　会　計 52,980 52,818 △162（△0.3%）
復興特別会計 122 104 △18（△14.6%）

エネルギー対策特別会計 1,088 1,086 △2（△0.2%）

※1　政府情報システムに係る予算については、デジタル庁で計上
※2　令和 3年度補正予算として別途 1兆 5,487 億円を計上（デジタル庁計上額及びエネルギー対策特別）

１．「令和の日本型学校教育」の推進 （単位：億円）

項　　　目
令和３年度
予算額

令和４年度
予算額

備　　　考

⑴�教科担任制の推進等による個別最適な学びと協働的な学
びの実現や学校における働き方改革の推進に向けた教師
等の指導体制の充実

①�義務教育費国庫負担金
②�学校における働き方改革の推進のための支援スタッフの
充実

⑵�令和の日本型学校教育に対応した教師の養成・採用・研
修の一体的改革

⑶�GIGAスクール構想の着実な推進と学びの充実
①�GIGAスクール運営支援センターの整備、ICT活用の指導
力向上支援等GIGAスクールにおける学びの充実

②�学習者用デジタル教科書普及促進
③�CBTシステム（MEXCBT：メクビット）の拡充・活用推進

⑷�全ての子供に質の高い学びを保障する幼児教育スタート
プランの実現

①�幼保小接続期の教育の質向上・施設整備による学びや生
活の基盤づくり

⑸�新時代に対応した高等学校改革の推進、道徳教育の充実
学校等欠席者・感染症情報システムの充実

①�普通科改革支援をはじめとする高校の特色化・魅力化の
推進【新規】

②�専門高校と企業等の連携・協働による職業教育の充実
③�道徳教育の抜本的改善・充実

⑹�学校保健の推進と感染症対策の充実�

⑺�学制150年記念事業【新規】

15,164
184

13

4

22
6

48

0

2
42

5

0

15,015
201

14

14

23
5

50

2

3
42

6

0.3

（関連施策）
中学校における部活動指導員の配置支援事業：13
※�令和４年度からスポーツ庁及び文化庁の事業で
支援

令和３年度補正：10

令和３年度補正：136

令和３年度補正：65
令和３年度補正：５

令和３年度補正：226

2．新しい時代の学びを支える学校施設整備 （単位：億円）

項　　　目
令和３年度
予算額

令和４年度
予算額

備　　　考

⑴�新しい時代の学びに応じた教育環境の向上と老朽化対策
の一体的整備、キャンパスの共創拠点化、脱炭素化など
計画的・効率的な学校施設等の整備の推進学校を核とし
た地域力強化、学校安全体制整備等

1,176 1,175 公立小学校等整備等
令和３年度補正：2,191
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3．高等教育機関の多様なミッションの実現 （単位：億円）

項　　　目
令和３年度
予算額

令和４年度
予算額

備　　　考

⑴�大学からの社会変革を目指した、基盤的経費の充実や客
観的指標に基づくメリハリある配分による改革の徹底、
高専の高度化・国際化の推進

⑵�Society�5.0の実現及びポストコロナ時代における高度専
門人材の育成等の推進

6,447

26

6,462

52

国立大学法人運営費交付金等
令和３年度補正：281

令和３年度補正：39

4．誰もが学ぶことができる機会の保障 （単位：億円）

項　　　目
令和３年度
予算額

令和４年度
予算額

備　　　考

⑴�教育相談体制等の充実によるいじめ、不登校、虐待、自
殺対策等の推進

①�スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカーの
配置充実、電話・SNS等を活用した相談体制の充実、自
殺対策等の推進

②�夜間中学の設置促進等

⑵�外国人の受入れ拡大に対応し、共生社会の実現を図るた
めの、日本語教育・外国人児童生徒等への教育等の充実

⑶�グローバル社会に生きる児童生徒の教育機会の充実

⑷�コミュニティ・スクールと地域学校協働活動との一体的
推進等による地域や家庭の教育力の向上や体験活動の充
実、学校安全体制の整備の推進

①�学校を核とした地域力強化等
②学校安全体制の整備

⑸�就学前から高等教育段階、卒業後も含めた生涯を通じた
障害者の学びの推進

①�大学等や学校卒業後における障害者の学びの支援の推進
②�切れ目ない支援体制構築に向けた特別支援教育の充実

⑹�人生100年時代等を見据えたリカレント教育等社会人が学
び直す機会や職業教育の拡充�

⑺�各教育段階の負担軽減による学びのセーフティネットの
構築

75

0.7

20

173

75
6

2
35

81

10,175

80

0.8

22.6

172

76
6

2
43

84

10,511

日本語指導を含むきめ細やかな支援の充実等

令和３年度補正：１

地域と学校の連携・協働体制構築事業等、自然体
験活動推進事業等

医療的ケアが必要な児童生徒等への支援等

高等学校等就学支援金等
令和３年度補正：675
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◆ ◆　　　　　　　　　　　　　　　 ◆ ◆解説 令和４年度 関係省庁予算

経 済 産 業 省経 済 産 業 省
中小企業・小規模事業者及び中小企業・小規模事業者及び

資源・エネルギー関係予算・施策の概要資源・エネルギー関係予算・施策の概要

2022年（令和 4年） 1月24日　46

【
経
済
産
業
省
予
算
・
施
策
の
概
要
】

経
済
産
業
省
の
令
和
４
年
度
予
算
は
、

一
般
会
計
で
３
、
５
３
５
億
円
（
前
年
度

３
、
５
１
７
億
円
※
エ
ネ
ル
ギ
ー
対
策
特

別
会
計
繰
入
れ
を
除
く
）、
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策
特
別
会
計
で
７
、
１
８
１
億
円
（
同

７
、
４
５
４
億
円
）
を
計
上
し
た
。
ま
た

令
和
３
年
度
補
正
予
算
（
以
下
３
年
度
補

正
）
で
は
、
コ
ロ
ナ
禍
に
お
け
る
中
小
企

業
対
策
費
に
３
兆
９
、
５
９
３
億
円
、
エ

ネ
ル
ギ
ー
対
策
特
別
会
計
に
３
、
１
９
２

億
円
を
措
置
す
る
な
ど
、
合
わ
せ
て
５
兆

５
、
５
７
９
億
円
を
計
上
。
当
初
予
算
と

補
正
予
算
を
合
わ
せ
て
16
ヵ
月
予
算
と

し
、経
済
産
業
政
策
を
強
力
に
推
進
す
る
。

一
般
会
計
の
う
ち
、
中
小
企
業
・
小
規

模
事
業
者
関
係
予
算
は
１
、
１
１
８
億
円

（
同
１
、
１
１
７
億
円
）
を
確
保
。
約
４

兆
円
に
の
ぼ
る
補
正
予
算
と
合
わ
せ
、
コ

ロ
ナ
禍
で
厳
し
い
状
況
に
あ
る
事
業
者
等

へ
の
支
援
金
の
給
付
や
資
金
繰
り
支
援
を

は
じ
め
、
事
業
再
構
築
、
承
継
・
再
生
、

生
産
性
向
上
に
向
け
た
取
組
を
支
援
す

る
。ま

た
、
資
源
・
エ
ネ
ル
ギ
ー
関
係
予
算

で
は
、
福
島
第
一
原
子
力
発
電
所
の
廃
炉

の
完
遂
と
福
島
の
経
済
復
興
を
最
重
要
課

題
と
し
て
取
組
む
ほ
か
、
グ
リ
ー
ン
分
野

を
経
済
成
長
の
機
会
と
位
置
付
け
、
２
０

５
０
年
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
／
２
０

３
０
年
Ｇ
Ｈ
Ｇ
（
温
室
効
果
ガ
ス
）
排
出

削
減
目
標
の
実
現
に
向
け
、
グ
リ
ー
ン
成

長
戦
略
、
第
６
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
基
本
計
画

や
ク
リ
ー
ン
エ
ネ
ル
ギ
ー
戦
略
に
基
づ

き
、
産
業
構
造
や
社
会
経
済
の
変
革
を
進

め
る
。

【
中
小
企
業
・
小
規
模
事
業
者
関
係
】

コ
ロ
ナ
禍
で
大
き
な
影
響
を
受
け
る
中

堅
・
中
小
・
小
規
模
事
業
者
、
フ
リ
ー
ラ

ン
ス
を
含
む
個
人
事
業
主
を
支
援
す
る
た

め
、
事
業
復
活
支
援
金
に
３
年
度
補
正
で

２
兆
８
、
０
３
２
億
円
を
計
上
し
、
地
域
、

業
種
を
限
定
し
な
い
形
で
事
業
規
模
に
応

じ
て
支
給
す
る
。
あ
わ
せ
て
、
資
金
繰
り

支
援
に
３
年
度
補
正
で
１
、
４
０
３
億
円

を
計
上
し
、
資
本
性
あ
る
劣
後
ロ
ー
ン
を

来
年
度
も
供
給
す
る
た
め
の
資
金
を
積
み

増
す
と
と
も
に
、
既
存
予
算
を
活
用
し
て

政
府
系
金
融
機
関
の
実
質
無
利
子
融
資
の

年
度
末
ま
で
の
延
長
、
セ
ー
フ
テ
ィ
保
証

４
号
（
１
０
０
％
保
証
）
の
延
長
等
を
行

う
。
ま
た
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
価
格
高
騰
へ
の

対
応
と
し
て
、
３
年
度
補
正
に
９
０
０
億

円
を
計
上
し
、
燃
料
油
に
係
る
負
担
軽
減

措
置
を
実
施
す
る
と
と
も
に
、
省
エ
ネ
設

備
の
導
入
を
支
援
す
る
。

新
分
野
展
開
や
業
態
転
換
等
の
取
組
を

支
援
す
る
事
業
再
構
築
補
助
金
に
は
３
年

度
補
正
に
６
、
１
２
３
億
円
を
計
上
し
、

売
上
高
減
少
要
件
を
緩
和
す
る
な
ど
、
使

い
勝
手
を
向
上
さ
せ
る
。
ま
た
、「
中
小

企
業
グ
リ
ー
ン
・
デ
ジ
タ
ル
投
資
加
速
化

パ
ッ
ケ
ー
ジ
」
と
し
て
新
た
に
グ
リ
ー
ン

成
長
枠
を
設
け
、
売
上
高
減
少
要
件
を
撤

廃
す
る
と
と
も
に
補
助
上
限
を
最
大
１
億

５
、
０
０
０
万
円
に
引
き
上
げ
る
。

中
小
企
業
再
生
支
援
・
事
業
承
継
総
合

支
援
事
業
に
は
当
初
予
算
に
１
５
８
億
円

を
計
上
し
、
中
小
企
業
再
生
支
援
協
議
会

や
事
業
承
継
・
引
継
ぎ
支
援
セ
ン
タ
ー
を

通
じ
て
、
中
小
企
業
の
円
滑
な
再
生
・
事

業
承
継
を
総
合
的
に
支
援
す
る
。
ま
た
、

事
業
承
継
・
引
継
ぎ
支
援
事
業
に
当
初
予

算
で
16
億
円
を
計
上
し
、
事
業
承
継
・
引

継
ぎ
に
伴
う
設
備
投
資
等
の
取
組
や
、
専

門
家
活
用
費
等
を
支
援
す
る
。

中
小
製
造
業
の
産
学
官
連
携
を
支
援
す

る
サ
ポ
ー
テ
ィ
ン
グ
・
イ
ン
ダ
ス
ト
リ
ー

事
業
は
、
よ
り
高
度
な
物
作
り
基
盤
技
術

や
サ
ー
ビ
ス
モ
デ
ル
の
開
発
に
焦
点
を
当

て
た
成
長
型
中
小
企
業
等
研
究
開
発
支
援

事
業
と
し
て
新
設
さ
れ
、
当
初
予
算
に
１

０
５
億
円
を
計
上
し
、
革
新
的
な
サ
ー
ビ

ス
モ
デ
ル
開
発
等
の
取
組
を
支
援
す
る
。

こ
の
ほ
か
、
取
引
環
境
の
改
善
を
は
じ

め
と
す
る
事
業
環
境
整
備
等
に
当
初
予
算

で
５
２
３
億
円
、
３
年
度
補
正
で
１
３
８

億
円
を
計
上
し
、最
低
賃
金
引
き
上
げ
や
、

イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
導
入
へ
の
対
応
が
求
め

ら
れ
る
中
小
企
業
を
支
援
す
る
ほ
か
、
取

引
環
境
の
適
正
化
対
策
を
強
化
し
、
前
向

き
な
投
資
や
、
賃
上
げ
が
可
能
と
な
る
環

境
の
整
備
を
図
る
。

【
資
源
・
エ
ネ
ル
ギ
ー
関
係
】

資
源
・
エ
ネ
ル
ギ
ー
関
連
予
算
は
、「
福

島
の
着
実
な
復
興
」
及
び
「
２
０
５
０
年
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カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
／
２
０
３
０
年

Ｇ
Ｈ
Ｇ
排
出
削
減
目
標
の
実
現
に
向
け
た

エ
ネ
ル
ギ
ー
基
本
計
画
の
実
現
等
に
よ
る

『
経
済
』
と
『
環
境
』
の
好
循
環
」
の
２

つ
を
柱
に
据
え
る
。

こ
の
う
ち
「
福
島
の
着
実
な
復
興
」
に

つ
い
て
は
、
廃
炉
・
汚
染
水
・
処
理
水
対

策
と
し
て
、
福
島
第
一
原
子
力
発
電
所
の

燃
料
デ
ブ
リ
の
取
り
出
し
に
お
け
る
技
術

開
発
や
Ａ
Ｌ
Ｐ
Ｓ
処
理
水
の
分
析
に
必
要

な
設
備
整
備
等
に
１
７
６
億
円
（
同
１
９

７
億
円
）
を
措
置
す
る
ほ
か
、
Ａ
Ｌ
Ｐ
Ｓ

処
理
水
の
海
洋
放
出
に
伴
う
需
要
対
策
と

し
て
３
０
０
億
円
（
新
規
）
を
措
置
し
、

水
産
物
の
販
路
拡
大
等
を
基
金
に
よ
っ
て

支
援
す
る
。
ま
た
、
除
染
土
壌
の
中
間
貯

蔵
の
実
施
に
か
か
る
原
子
力
損
害
賠
償
・

廃
炉
等
支
援
機
構
へ
の
交
付
金
と
し
て
前

年
同
額
の
４
７
０
億
円
を
計
上
。

２
つ
目
の
柱
の
「
エ
ネ
ル
ギ
ー
基
本
計

画
の
実
現
等
に
よ
る
『
経
済
』
と
『
環
境
』

の
好
循
環
」
に
つ
い
て
は
、
再
生
可
能
エ

ネ
ル
ギ
ー
の
最
大
限
導
入
に
１
、
２
１
９

億
円
（
同
１
、
１
４
７
億
円
）
を
措
置
。

洋
上
風
力
、
地
熱
、
太
陽
光
等
の
再
エ
ネ

に
関
す
る
技
術
開
発
や
調
査
等
に
対
す
る

支
援
を
行
う
ほ
か
、
火
力
脱
炭
素
化
に
向

け
た
技
術
開
発
等
に
５
３
９
億
円
（
同
４

７
９
億
円
）、
水
素
／
ア
ン
モ
ニ
ア
社
会

実
装
加
速
化
に
９
８
９
億
円
（
同
９
５
５

億
円
）
を
計
上
す
る
。

ま
た
分
散
型
エ
ネ
ル
ギ
ー
に
よ
る
効
率

的
な
エ
ネ
ル
ギ
ー
利
用
・
レ
ジ
リ
エ
ン
ス

の
強
化
と
し
て
54
億
円
（
同
80
億
円
）
を

確
保
。
地
域
分
散
型
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
リ

ソ
ー
ス
の
確
保
や
地
域
に
お
け
る
再
エ
ネ

の
地
産
地
消
を
図
る
。

令和４年度経済産業省関係予算の概要

（注）　計数は、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは合致しないものがある。

令 和 ３ 年 度
当初予算（A）

令 和 ４ 年 度
当初予算案（B）

対前年増減額
（B）－（A） 増　減　率

１　一般会計（エネ特繰入除く） ３,517 ３,5３5 18 0.5%

中小企業対策費 1,117 1,118 1 0.1%

科学技術振興費 1,090 1,10４ 1４ 1.３%

その他経費 1,３09 1,３1４ 5 0.４%

２　エネルギー対策特別会計 7,４5４ 7,181 △ 27３ △ ３.7%

エネルギー需給勘定 5,72４ 5,521 △ 20３ △ ３.5%

電源開発促進勘定 1,679 1,611 △ 68 △ ４%

原子力損害賠償支援勘定 50 ４9 △ 1 △ 2%

小計（１、２） 10,971 10,716 △ 255 △ 2.３%

３　特許特会 1,562 1,5４1 △ 21 △ 1.３%

経産省計（１～３） 12,5３３ 12,257 △ 276 △ 2.2%

（単位：億円）
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◆ ◆　　　　　　　　　　　　　　　 ◆ ◆解説 令和４年度 関係省庁予算

環 境 省環 境 省
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【
環
境
省
予
算
の
概
要
】

環
境
省
の
令
和
４
年
度
予
算
は
、
一
般

会
計
と
エ
ネ
ル
ギ
ー
対
策
、
東
日
本
大
震

災
復
興
の
両
特
別
会
計
の
総
額
で
6
、
５

９
２
億
円
（
前
年
度
6
、
６
９
２
億
円
）

が
計
上
さ
れ
た
。
一
般
会
計
と
エ
ネ
ル

ギ
ー
特
会
は
増
額
と
な
っ
た
が
、
復
興
特

会
が
減
額
さ
れ
る
形
と
な
っ
た
。

令
和
４
年
度
は
２
０
５
０
年
カ
ー
ボ
ン

ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
及
び
２
０
３
０
年
温
室
効

果
ガ
ス
46
％
削
減
の
実
現
に
向
け
、
脱
炭

素
型
の
地
域
づ
く
り
と
ラ
イ
フ
ス
タ
イ
ル

の
転
換
に
重
点
的
に
取
り
組
む
こ
と
と
し

て
い
る
。

【
エ
ネ
ル
ギ
ー
対
策
等
関
係
予
算
】

政
府
は
、
令
和
３
年
６
月
に
２
０
５
０

年
ま
で
に
脱
炭
素
社
会
を
実
現
す
る
た
め

の
行
程
で
あ
る
「
地
域
脱
炭
素
ロ
ー
ド

マ
ッ
プ
」を
策
定
し
た
。こ
の
ロ
ー
ド
マ
ッ

プ
に
は
、
再
エ
ネ
の
積
極
的
な
導
入
・
活

用
等
に
よ
り
、
２
０
３
０
年
度
ま
で
に
民

生
部
門
（
家
庭
部
門
及
び
業
務
そ
の
他
部

門
）
の
電
力
消
費
に
伴
う
Ｃ
Ｏ
２
排
出
の

実
質
ゼ
ロ
等
を
実
現
す
る
「
脱
炭
素
先
行

地
域
」
を
少
な
く
と
も
１
０
０
か
所
創
出

す
る
こ
と
の
ほ
か
、
重
点
対
策
と
し
て
屋

根
置
き
太
陽
光
パ
ネ
ル
の
設
置
や
、住
宅
・

建
築
物
の
省
エ
ネ
性
能
等
の
向
上
な
ど
、

計
８
つ
の
対
策
を
進
め
る
こ
と
が
明
記
さ

れ
た
。

こ
う
し
た
取
組
を
着
実
に
推
進
す
る
べ

く
、
令
和
４
年
度
当
初
予
算
に
お
い
て
は

一
番
の
目
玉
と
も
言
え
る
地
域
脱
炭
素
移

行
・
再
エ
ネ
推
進
交
付
金
を
新
た
に
創
設

し
、
２
０
０
億
円
を
充
て
る
。
同
交
付
金

は
、
先
行
地
域
や
重
点
対
策
に
取
り
組
む

地
域
に
配
分
さ
れ
、
再
生
可
能
エ
ネ
ル

ギ
ー
の
導
入
や
建
築
物
の
断
熱
・
省
エ
ネ

化
、
電
気
自
動
車
の
普
及
等
に
か
か
る
費

用
の
最
大
75
％
を
支
援
す
る
。

環
境
省
は
同
交
付
金
に
つ
い
て
、
自
治

体
が
複
数
年
か
け
て
着
実
に
取
り
組
め
る

よ
う
、
少
な
く
と
も
２
０
３
０
年
ま
で
継

続
し
て
予
算
要
求
す
る
方
針
で
あ
り
、
地

域
再
エ
ネ
に
積
極
的
に
取
り
組
む
自
治
体

に
対
し
、
強
力
な
支
援
を
行
う
こ
と
と
し

て
い
る
。

【
海
洋
ご
み
対
策
等
関
係
予
算
】

海
洋
ご
み
（
漂
流
・
漂
着
・
海
底
ご
み
）

対
策
と
し
て
、
海
岸
漂
着
物
等
地
域
対
策

推
進
事
業
費
１
億
7
、
０
０
０
万
円
（
前

年
度
同
額
）
を
計
上
し
た
。
ま
た
、
海
洋

ご
み
対
策
へ
の
支
援
の
み
な
ら
ず
、
昨
年

８
月
の
海
底
火
山
（
福
徳
岡
ノ
場
）
の
噴

火
に
よ
り
生
じ
た
軽
石
が
海
岸
に
漂
着
等

し
た
場
合
の
回
収
・
処
理
事
業
も
補
助
メ

ニ
ュ
ー
に
加
え
ら
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
。

【
廃
棄
物
・
リ
サ
イ
ク
ル
対
策
等
関
係

予
算
】

〇
循
環
型
社
会
形
成
推
進
交
付
金

循
環
型
社
会
形
成
推
進
交
付
金
（
廃
棄

物
処
理
施
設
分
）
に
つ
い
て
は
、
２
７
２

億
円
（
前
年
度
２
７
０
億
円
）
を
計
上
し

た
。市
町
村
が
廃
棄
物
の
３
Ｒ（
リ
デ
ュ
ー

ス
、
リ
ユ
ー
ス
、
リ
サ
イ
ク
ル
）
を
総
合

的
に
推
進
す
る
た
め
、
市
町
村
の
自
主
性

と
創
意
工
夫
を
活
か
し
た
広
域
的
か
つ
総

合
的
な
廃
棄
物
処
理
・
リ
サ
イ
ク
ル
施
設

の
整
備
等
を
支
援
す
る
こ
と
と
し
て
い

る
。
な
お
、
同
交
付
金
に
つ
い
て
は
、
令

和
３
年
度
補
正
に
お
い
て
も
４
７
６
億
円

を
計
上
し
て
い
る
。

ま
た
、
約
1
、
０
０
０
万
人
の
汚
水
未

処
理
人
口
の
早
期
解
消
に
向
け
て
合
併
処

理
浄
化
槽
へ
の
転
換
を
行
う
べ
く
、
同
交

付
金
（
浄
化
槽
分
）
で
86
億
円
（
前
年
度

同
額
）、
令
和
３
年
度
補
正
で
５
億
円
を

計
上
し
た
。

〇
東
日
本
大
震
災
か
ら
の
復
興
・
再
生

東
日
本
大
震
災
か
ら
の
復
興
・
再
生
に

つ
い
て
は
、
福
島
県
内
の
除
去
土
壌
等
の

30
年
以
内
の
県
外
最
終
処
分
と
い
う
約
束

を
果
た
す
べ
く
、
中
間
貯
蔵
施
設
の
整
備

等
1
、
９
８
１
億
円
（
前
年
度
1
、
８
７

２
億
円
）、
除
去
土
壌
等
の
適
正
管
理
・

搬
出
等
の
実
施
２
７
１
億
円
（
前
年
度
２

５
３
億
円
）
と
微
増
す
る
形
と
な
っ
た
。

ま
た
、
発
災
か
ら
11
年
目
を
迎
え
る
今
年

は
、
福
島
県
と
の
連
携
協
力
協
定
に
基
づ

く
脱
炭
素
×
復
興
ま
ち
づ
く
り
や
、
ふ
く

し
ま
グ
リ
ー
ン
復
興
構
想
、
放
射
線
の
健

康
影
響
や
福
島
県
産
「
食
」
に
関
す
る
風

評
の
払
拭
を
目
指
し
た
取
組
を
推
進
す
る

こ
と
と
し
て
い
る
。
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令和４年度環境省予算の概要

１．歳出予算

令和 ３年度
当初予算額

令和 ３年度
補正予算額

令和 ４年度

当初予算 対前年度比

一 般 政 策 経 費 等 1,４7４ ９1５ 1,５02 102％

一般会計

令和 ３年度
当初予算額

令和 ３年度
補正予算額

令和 ４年度

当初予算 対前年度比

エネルギー対策特別会計 1,606 ４５0 1,6５９ 10３％

エネルギー対策特別会計

令和 ３年度
当初予算額

令和 ３年度
補正予算額

令和 ４年度

当初予算 対前年度比

一般会計＋エネルギー対策特別会計 ３,080 1,３6５ ３,161 10３％

小　　計

令和 ３年度
当初予算額

令和 ３年度
補正予算額

令和 ４年度

当初予算 対前年度比

東日本大震災復興特別会計 ３,612 ― ３,４３1 ９５％

東日本大震災復興特別会計

令和 ３年度
当初予算額

令和 ３年度
補正予算額

令和 ４年度

当初予算 対前年度比

合　　　　　　計 6,6９2 1,３6５ 6,５９2 ９９％

合　　計

※令和４年度当初予算には、デジタル庁へ移管する経費として、一般会計において1５億円が含まれている。
※上記の表のほか、国際観光旅客税を充当する環境省分の施策について、令和３年度は４９.6億円、令和４年度は22.0億円が観光庁に一括計上。
※四捨五入等の理由により、計数が合致しない場合がある。

令和 ３年度
当初予算額

令和 ３年度
補正予算額

令和 ４年度

当初予算 対前年度比

財政投融資（産業投資） ― ― 200 ―

２．財政投融資

（単位：億円）
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（単位：千円）
エネルギー・廃棄物・リサイクル対策等関係予算

事　　　　項 令和３年度
予算額

令和４年度
予算額

対前年度比較
増△減額

1．エネルギー対策推進事業（特別会計）
地域脱炭素移行・再エネ推進交付金 0 20,000,000 20,000,000
ゼロカーボンシティ実現に向けた地域の気候変動対策基盤整備事業 800,000 800,000 0
地域脱炭素実現に向けた再エネの最大限導入のための計画づくり支援事業
（「再エネの最大限の導入の計画づくり及び地域人材の育成を通じた持続可能で
レジリエントな地域社会実現支援事業」から名称変更）

1,200,000 800,000 △400,000

地域レジリエンス・脱炭素化を同時実現する公共施設への自立・分散型エネル
ギー設備等導入推進事業
（「地域レジリエンス・脱炭素化を同時実現する避難施設等への自立・分散型エ
ネルギー設備等導入推進事業」から名称変更）

5,000,000 2,000,000 △3,000,000

PPA活用等による地域の再エネ主力化・レジリエンス強化促進事業（一部総
務省・農林水産省・経済産業省連携事業）
（「PPA活用など再エネ価格低減等を通じた地域の再エネ主力化・レジリエン
ス強化促進事業」から名称変更）

5,000,000 3,800,000 △1,200,000

脱炭素イノベーションによる地域循環共生圏構築事業
（一部総務省、経済産業省、国土交通省連携事業） 8,000,000 5,500,000 △2,500,000

浮体式洋上風力発電による地域の脱炭素化ビジネス促進事業 400,000 350,000 △50,000
再生可能エネルギー資源発掘・創生のための情報提供システム整備事業 539,000 889,000 350,000
地域共生型地熱利活用に向けた方策等検討事業 0 250,000 250,000
洋上風力発電の導入促進に向けた環境保全手法の最適化実証等事業 0 450,000 450,000
廃棄物処理施設を核とした地域循環共生圏構築促進事業 25,950,000 21,530,000 △4,420,000
脱炭素社会構築のための資源循環高度化設備導入促進事業 4,300,000 5,000,000 700,000
廃棄物処理×脱炭素化によるマルチベネフィット達成促進事業 2,000,000 2,000,000 0
浄化槽システムの脱炭素化推進事業 0 1,800,000 1,800,000
「脱炭素×復興まちづくり」推進事業 500,000 500,000 0
バッテリー交換式EVとバッテリーステーション活用による地域貢献型脱炭素
物流等構築事業（一部経済産業省連携事業） 1,200,000 1,200,000 0

建築物等の脱炭素化・レジリエンス強化促進事業（一部経済産業省・国土交通
省・厚生労働省連携事業） 6,000,000 5,500,000 △500,000

集合住宅の省CO2化促進事業（経済産業省連携事業） 4,450,000 4,450,000 0
戸建住宅ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ZEH）化等支援事業（経済産
業省・国土交通省連携事業） 6,550,000 6,550,000 0

脱炭素社会構築に向けた再エネ等由来水素活用推進事業（一部経済産業省、国
土交通省連携事業） 6,580,000 6,580,000 0

2．環境政策基盤整備、海洋・水環境保全対策 6,058,829 4,300,687 △1,758,142
環境政策基盤整備等に必要な経費 2,805,983 1,222,823 △1,583,160
環境問題に対する調査・研究・技術開発に必要な経費 3,252,846 3,077,864 △174,982
　・海洋プラスチックごみ総合対策費 233,773 212,544 △21,229
　・GOSATシリーズによる地球環境観測事業 185,000 205,000 20,000
　・環境研究・技術開発推進事業 77,298 75,772 △1,526

　・子どもの健康と環境に関する全国調査に係る企画調査等業務 130,340 130,614 274
　・熱中症対策推進事業 171,944 121,916 △50,028
　・放射線健康管理・健康不安対策事業費 1,250,393 1,170,742 △79,651
　・海洋ごみに係る削減方策総合検討事業費 194,616 218,060 23,444
　・海岸漂着物等地域対策推進事業 170,000 170,000 0
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事　　　　項 令和３年度
予算額

令和４年度
予算額

対前年度比較
増△減額

3．廃棄物・リサイクル対策 7,437,836 6,802,169 △635,667
廃棄物・リサイクル対策の推進に必要な経費 7,437,836 6,802,169 △635,667
　・循環経済移行促進事業 440,668 521,078 80,410
　・プラスチック資源循環等推進事業費 194,133 260,000 65,867
　・使用済み製品等のリユース等促進事業 25,418 82,139 56,721
　・食品ロス削減及び食品廃棄物等の３Ｒ推進事業費 126,885 126,885 0
　・大規模災害に備えた廃棄物処理体制検討・拠点整備事業 1,395,989 1,004,557 △391,432
　・リサイクルシステム統合強化による循環資源利用高度化促進事業 274,579 256,419 △18,160
　・感染症等に対応する強靱で持続可能な廃棄物処理体制の構築支援業務 46,579 37,008 △9,571
　・PCB廃棄物適正処理対策推進事業 120,410 120,410 0
　・PCB廃棄物処理設備のPCB除去・原状回復等事業費 2,983,600 2,568,000 △415,600
　・産業廃棄物不法投棄等原状回復措置推進費補助金 60,000 60,000 0
　・災害等廃棄物処理事業費補助金 200,000 200,000 0

4．廃棄物処理施設整備 37,470,374 37,604,374 134,000
廃棄物処理施設整備に必要な経費 37,470,374 37,604,374 134,000
　・循環型社会形成推進交付金（廃棄物処理施設分） 27,078,000 27,212,000 134,000
　・循環型社会形成推進交付金（浄化槽分） 8,613,000 8,613,000 0
　・PCB廃棄物処理施設整備事業 1,450,000 1,450,000 0

5．廃棄物処理施設災害復旧事業 30,000 30,000 0
廃棄物処理施設災害復旧事業に必要な経費 30,000 30,000 0
　・廃棄物処理施設災害復旧事業費補助 30,000 30,000 0

6．地方環境対策 2,333,031 2,339,360 6,329
大気・水・土壌環境等の保全に必要な経費 943 943 0
廃棄物・リサイクル対策の推進に必要な経費 8,854 8,854 0
生物多様性の保全等の推進に必要な経費 2,139,775 2,148,200 8,425
　・国立公園等民間活用特定自然環境保全活動（グリーンワーカー）事業費 251,268 251,268 0
　・国立公園等管理体制強化費 688,048 714,709 26,661
　・特定外来生物防除等推進事業 560,901 550,037 △10,864
環境・経済・社会の統合的向上に必要な経費 147,363 147,363 0
環境政策基盤整備等に必要な経費 36,096 34,000 △2,096
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町 村 週 報（第三種郵便物認可）

政　策

第3186号

【
観
光
地
協
関
係
】

観
光
関
係
予
算
（
観
光
庁
関
係
）
は
、

前
年
度
比
46
％
減
の
２
２
２
億
5
、
３
０

０
万
円
と
な
っ
た
。
こ
の
う
ち
80
億
9
、

５
０
０
万
円
は
国
際
観
光
旅
客
税
財
源
を

充
当
す
る
。

内
訳
は
、
１
．
国
内
交
流
の
回
復
・
新

た
な
交
流
市
場
の
開
拓
が
７
億
７
、
３
０

０
万
円
、
２
．
観
光
産
業
の
変
革
が
23
億

３
、
１
０
０
万
円
、
３
．
交
流
拡
大
に
よ

り
豊
か
さ
を
実
感
で
き
る
地
域
の
実
現
が

53
億
２
、
２
０
０
万
円
、
４
．
国
際
交
流

の
回
復
に
向
け
た
準
備
・
質
的
な
変
革
が

１
３
２
億
３
０
０
万
円
、５
．
そ
の
他（
経

常
事
務
費
等
）
が
６
億
２
、
４
０
０
万
円

－

で
あ
る
。

な
お
、
令
和
３
年
度
補
正
予
算
に
お
い

て
は
、「
新
た
な
Ｇ
ｏ 

Ｔ
ｏ 

ト
ラ
ベ
ル

事
業
」
に
係
る
費
用
と
し
て
２
、
６
８
５

億
円
が
計
上
さ
れ
て
い
る
。

「
１
．
国
内
交
流
の
回
復
・
新
た
な
交

流
市
場
の
開
拓
」
に
つ
い
て
は
、
今
回
新

た
に
「
ポ
ス
ト
コ
ロ
ナ
を
見
据
え
た
新
た

な
コ
ン
テ
ン
ツ
形
成
支
援
事
業
」
と
し
て

４
億
４
、
８
０
０
万
円
を
計
上
し
、
中
長

期
滞
在
者
や
反
復
継
続
し
た
来
訪
者
な
ど

の
新
た
な
交
流
市
場
の
開
拓
や
、
新
た
に

関
心
の
高
ま
っ
て
い
る
ニ
ー
ズ
の
取
り
込

み
に
対
し
支
援
す
る
。

特
に
、
密
を
避
け
自
然
環
境
に
触
れ
る

旅
へ
の
ニ
ー
ズ
の
増
加
、
田
舎
に
あ
こ
が

れ
を
持
っ
て
か
か
わ
り
を
求
め
る
動
き
を

踏
ま
え
、〈
何
度
で
も
地
域
に
通
う
旅
、

帰
る
旅
〉
の
モ
デ
ル
実
証
を
行
う
。

「
２
．観
光
産
業
の
変
革
」に
つ
い
て
は
、

こ
の
う
ち
「
新
た
な
ビ
ジ
ネ
ス
手
法
の
導

入
に
よ
る
宿
泊
業
を
核
と
し
た
観
光
産
業

の
付
加
価
値
向
上
支
援
」
に
５
億
５
、
０

０
０
万
円
を
計
上
し
、
複
数
業
種
等
の
連

携
に
よ
る
新
規
サ
ー
ビ
ス
の
導
入
及
び
地

域
に
波
及
す
る
生
産
性
向
上
・
高
付
加
価

値
化
の
観
点
か
ら
新
た
な
ビ
ジ
ネ
ス
手
法

の
展
開
を
進
め
る
。

「
３
．
交
流
拡
大
に
よ
り
豊
か
さ
を
実

感
で
き
る
地
域
の
実
現
」
に
つ
い
て
は
、

今
回
新
た
に
「
持
続
可
能
な
観
光
推
進
モ

デ
ル
事
業
」
と
し
て
１
億
５
、
０
０
０
万

円
を
計
上
し
、
持
続
可
能
な
観
光
地
経
営

の
モ
デ
ル
形
成
、
地
域
人
材
の
育
成
・
創

出
及
び
観
光
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す
る
地
域

の
事
業
者
群
の
取
組
の
促
進
を
行
う
。

「
４
．
国
際
交
流
の
回
復
に
向
け
た
準

備
・
質
的
な
変
革
」
に
つ
い
て
は
、
こ
の

う
ち
「
戦
略
的
な
訪
日
プ
ロ
モ
ー
シ
ョ
ン

の
実
施
」
に
65
億
４
、
２
０
０
万
円
を
計

上
し
、
イ
ン
バ
ウ
ン
ド
の
早
期
回
復
を
図

る
と
と
も
に
旅
行
消
費
額
増
加
や
地
方
部

へ
の
誘
客
を
促
進
す
る
。

ま
た
、東
日
本
大
震
災
か
ら
の
復
興（
復

興
枠
）
に
は
、
7
億
７
、
０
０
０
万
円
が

計
上
さ
れ
、
こ
の
う
ち
新
た
に
Ａ
Ｌ
Ｐ
Ｓ

処
理
水
の
海
洋
放
出
に
よ
る
風
評
へ
の
対

策
と
し
て
、
岩
手
県
、
宮
城
県
、
福
島
県

及
び
茨
城
県
の
市
町
村
等
に
お
け
る
海
の

魅
力
を
発
信
す
る
ブ
ル
ー
ツ
ー
リ
ズ
ム
の

推
進
に
対
し
支
援
を
行
う
。

【
半
島
協
関
係
】

半
島
振
興
関
係
予
算
の
う
ち
、
半
島
地

域
振
興
等
に
必
要
な
経
費
と
し
て
、
７
、

２
０
０
万
円
（
前
年
度
８
、４
０
０
万
円
）

が
計
上
さ
れ
た
。

こ
の
う
ち
、
半
島
地
域
の
自
立
的
発
展

に
向
け
た
交
流
促
進
、
産
業
振
興
、
定
住

促
進
を
図
る
た
め
、
さ
ま
ざ
ま
な
主
体
の

取
組
を
道
府
県
が
パ
ッ
ケ
ー
ジ
化
し
て
一

体
的
・
広
域
的
に
推
進
す
る
ソ
フ
ト
施
策

の
支
援
を
行
う
「
半
島
振
興
広
域
連
携
促

進
事
業
」
と
し
て
６
、
７
０
０
万
円
（
前

年
度
６
、９
０
０
万
円
）
が
計
上
さ
れ
た
。

ま
た
、
令
和
3
年
度
第
１
次
補
正
予
算

に
お
い
て
、
半
島
の
産
品
の
販
路
拡
大
、

早
期
売
上
回
復
等
を
図
る
た
め
、
良
い
も

の
を
高
く
売
る
商
流
を
創
出
す
る
こ
と
に

よ
り
、
半
島
地
域
の
重
要
な
役
割
で
あ
る

食
料
供
給
拠
点
機
能
の
維
持
強
化
と
地
域

経
済
の
下
支
え
を
行
う
「
半
島
の
食
の
ブ

ラ
ン
ド
化
事
業
（
仮
称
）」
と
し
て
、
１

億
２
、
０
０
０
万
円
（
新
規
）
が
確
保
さ

れ
た
。

【
ダ
ム
・
発
電
協
関
係
】

電
源
立
地
の
円
滑
化
や
発
電
所
所
在
地

域
の
公
共
施
設
整
備
等
を
目
的
と
し
た
電

源
立
地
地
域
対
策
交
付
金（
７
３
０
億
円
）

の
う
ち
、
水
力
発
電
施
設
周
辺
地
域
交
付

金
相
当
部
分
（
水
力
交
付
金
）
に
つ
い
て

は
、
前
年
度
と
横
ば
い
の
54
億
円
が
確
保

さ
れ
た
（
水
力
交
付
金
は
、
令
和
３
年
度

か
ら
交
付
期
間
が
10
年
間
延
長
さ
れ
、
最

長
50
年
間
交
付
）。

水
力
発
電
関
連
で
は
、「
水
力
発
電
の

導
入
促
進
の
た
め
の
事
業
費
補
助
金
」
を

前
年
度
と
同
額
の
20
億
円
措
置
。
民
間
事

業
者
や
地
方
公
共
団
体
が
新
た
な
水
力
発

電
事
業
の
実
施
に
あ
た
り
行
う
調
査
や
、

立
地
地
域
と
の
共
生
を
図
る
た
め
に
実

施
す
る
事
業
を
支
援
す
る
ほ
か
、
既
存
発

電
施
設
の
改
造
工
事
や
余
力
調
査
を
支

援
し
、
発
電
出
力
及
び
電
力
量
の
増
加
を

図
る
。

◆ ◆　　　　　　　　　　　　　　　 ◆ ◆解説 令和４年度 関係省庁予算

各 協 議 会各 協 議 会
関係省庁予算・施策の概要関係省庁予算・施策の概要
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少
子
高
齢
化
・
人
口
減
少
が
都
市
に
先
駆
け

て
進
行
し
て
い
る
農
山
漁
村
に
お
い
て
は
、
農

業
以
外
の
所
得
と
合
わ
せ
て
一
定
の
所
得
を
確

保
で
き
る
よ
う
、多
様
な
雇
用
機
会
を
創
出
し
、

安
心
し
て
働
き
、
生
活
で
き
る
環
境
を
整
え
て

い
く
こ
と
が
重
要
と
な
り
ま
す
。

　

今
後
は
、
こ
れ
ま
で
の
６
次
産
業
化
の
取
組

を
発
展
さ
せ
、
多
様
な
主
体
と
の
連
携
に
よ
り

農
山
漁
村
が
有
す
る
様
々
な
地
域
資
源
を
活
用

し
新
た
な
価
値
を
創
出
す
る
「
農
山
漁
村
発
イ

ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
」
を
推
進
し
、
農
山
漁
村
に
お

け
る
所
得
と
雇
用
機
会
を
創
出
し
て
い
く
た
め

の
多
様
な
取
組
を
支
援
し
て
ま
い
り
ま
す
。

　

令
和
４
年
度
か
ら
農
林
水
産
省
で
は
、
農
林

水
産
物
や
農
林
水
産
業
に
関
わ
る
多
様
な
地
域

資
源
を
新
分
野
で
活
用
し
た
商
品
・
サ
ー
ビ
ス

の
開
発
や
、
こ
れ
ら
に
か
か

る
研
究
開
発
等
を
支
援
す

る
「
農
山
漁
村
発
イ
ノ
ベ
ー

シ
ョ
ン
対
策
」
を
「
農
山
漁

村
振
興
交
付
金
」
の
中
で
位

置
付
け
て
、「
森
林
サ
ー
ビ

ス
産
業
」
を
含
め
て
地
域
で

の
取
組
を
支
援
す
る
こ
と

と
し
て
い
ま
す
。

　

そ
こ
で
、
令
和
３
年
度 

「
Ｆ
ｏ
ｒ
ｅ
ｓ
ｔ 

Ｓ
ｔ
ｙ
ｌ
ｅ
ラ

ボ
」（
第
２
回
）・「
Ｆ
ｏ
ｒ
ｅ
ｓ
ｔ 

Ｓ
ｔ
ｙ
ｌ
ｅ 

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
」

第
３
回
会
合
で
は
、「
農
山

漁
村
発
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
」

の
考
え
方
か
ら
、
地
域
・
企

業
等
の
具
体
事
例
の
発
表

や
デ
ィ
ス
カ
ッ
シ
ョ
ン
等
を
通
し
て
、「
農
山

漁
村
発
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
」
と
し
て
の
「
森
林

サ
ー
ビ
ス
産
業
」の
推
進
方
策
を
検
討
し
ま
す
。

　

オ
ン
ラ
イ
ン
で
開
催
い
た
し
ま
す
の
で
、
ぜ

ひ
、
各
地
よ
り
ご
参
加
下
さ
い
。

【
日
時
】�

令
和
４
年
２
月
２
日
（
水
）

 

13
時
半
～
17
時
15
分

【
場
所
】�

オ
ン
ラ
イ
ン
会
議
シ
ス
テ
ム 

「
Ｚ
Ｏ
Ｏ
Ｍ
」

【
主
催
】�

Ｆ
ｏ
ｒ
ｅ
ｓ
ｔ 

Ｓ
ｔ
ｙ
ｌ
ｅ
ネ
ッ
ト

ワ
ー
ク
、 

（
公
社
）
国
土
緑
化
推
進
機
構

【
対
象
】 「
森
林
サ
ー
ビ
ス
産
業
」
推
進
地
域
・

パ
ー
ト
ナ
ー
関
係
者
、「
Ｆ
ｏ
ｒ
ｅ
ｓ
ｔ 

Ｓ
ｔ
ｙ
ｌ
ｅ
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
」
会
員

（
入
会
予
定
を
含
む
）

【
プ
ロ
グ
ラ
ム
】（
タ
イ
ト
ル
は
い
ず
れ
も
仮
題
）

 

●
開
会
挨
拶
・
趣
旨
説
明

　
　

林
野
庁

●
基
調
報
告
・
関
係
予
算

　

 「「
農
山
漁
村
発
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
」
に
よ
る

所
得
と
雇
用
機
会
の
創
出
に
つ
い
て
」

　
　

農
林
水
産
省 

農
村
振
興
局

● 

令
和
４
年
度 

農
林
水
産
省
「
森
林
サ
ー
ビ

ス
産
業
」
関
係
予
算

　
　

林
野
庁 

森
林
利
用
課

● 

「
農
山
漁
村
発
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
事
例
集
」

掲
載
事
例
発
表

　
（
★
印
：「
森
林
サ
ー
ビ
ス
産
業
」推
進
地
域
）

① 

『「
森
林
セ
ラ
ピ
ー
」
を
核
に
し
た
「
癒
し

の
森
」
事
業
の
展
開
』

　
　

 

し
な
の
町
Ｗ
ｏ
ｏ
ｄ
ｓ-

Ｌ
ｉ
ｆ
ｅ 

Ｃ
ｏ
ｍ
ｍ

ｕ
ｎ
ｉ
ｔ
ｙ
★

② 

『「
フ
ォ
レ
ス
ト
ア
ド
ベ
ン
チ
ャ
ー
」「
フ
ォ

レ
ス
ト
バ
イ
ク
」
を
組
み
込
ん
だ
新
し
い
森

林
経
営
』

　
　

㈱
Ｔ

―

Ｆ
Ｏ
Ｒ
Ｅ
Ｓ
Ｔ
Ｒ
Ｙ
★

③ 

『
山
か
ら
は
じ
ま
る
産
業
革
命
～
「
キ
ャ
ン

プ
場
」「
研
修
施
設
」
運
営
と
広
葉
樹
林
を

多
角
的
に
活
用
す
る
「
６
次
産
業
化
」』

　
　

㈲
き
た
も
っ
く
★

● 

「
６
次
産
業
化
・
森
林
サ
ー
ビ
ス
産
業
」
先

進
事
例
発
表

④ 

『
キ
ャ
ン
プ
場
・
マ
ウ
ン
テ
ン
バ
イ
ク
・
セ

グ
ウ
ェ
イ
等
の
森
林
空
間
の
多
角
的
活
用
に

よ
る
新
た
な
森
林
経
営
』

　
　

㈱
ふ
も
と
っ
ぱ
ら
★　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

⑤  
『「
も
り
ぐ
ら
し
」
に
よ
る
別
荘
地
の
ブ
ラ
ン

デ
ィ
ン
グ
～
森
で
遊
ぶ
・
森
で
食
べ
る
・
森

に
泊
ま
る
・
森
で
癒
す
・
森
で
働
く
～
』

　
　

㈱
東
急
リ
ゾ
ー
ト
＆
ス
テ
イ

⑥ 

『
森
林
資
源
の
多
角
的
利
用
に
よ
る
観
光
施

設
の
リ
ニュ
ー
ア
ル 
～
森
の
よ
う
ち
え
ん
、
乗

馬
・
馬
搬
か
ら
メ
ー
プ
ル
シ
ロ
ッ
プ
づ
く
り
～
』

　
　

㈱
パ
ド
・
ミ
ュ
ゼ

●
デ
ィ
ス
カ
ッ
シ
ョ
ン

　

 『「
農
山
漁
村
発
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
」
に
よ
る
森

林
サ
ー
ビ
ス
産
業
の
推
進
～
異
業
種
・
複
数

分
野
が
連
携
し
た
、
多
角
的
な
森
林
活
用
～
』

《
進
行
》 

中
静 

透
（（
国
研
）
森
林
研
究
・
整

備
機
構 

森
林
総
合
研
究
所 

理
事
長
）

《
質
疑
応 

答
者
》
農
村
振
興
局
、
林
野
庁
、
事

例
発
表
者

●
閉
会

　
　

沖 

修
司 

（（ 

公
社
）
国
土
緑
化
推
進
機
構 

専
務
理
事
）

《
以
下
、
希
望
者
の
み
》

●
グ
ル
ー
プ
相
談
会

※ 

ブ
レ
イ
ク
ア
ウ
ト
ル
ー
ム
で
、
発
表
者
と
参

加
者
が
情
報
交
換
す
る
場
を
設
定
し
ま
す
。

【
申
込
】

　

本
行
事
の
特
設
サ
イ
ト
「
森
林
サ
ー
ビ
ス
産

業
」
創
出
・
推
進
に
関
す
る
情
報
紹
介
ペ
ー
ジ

（h
ttp

://w
w

w
.g

reen
.o

r.jp
/to

p
ics/

fs2020/

）
の
申
込
フ
ォ
ー
ム
か
ら
お
申
込
み

下
さ
い
。

※ 

「
申
込
フ
ォ
ー
ム
」
が
利
用
で
き
な
い
場
合

は
、
以
下
の
項
目
を
、
Ｅ–

ｍ
ａ
ｉ
ｌ
に
て

「foreststyle@
green.or.jp

」
宛
に
お
送

り
下
さ
い
。　

《
申
込
項
目
》 

①
氏
名
、
②
フ
リ
ガ
ナ
、
③
企

業
名
・
団
体
名
、
④
部
署
・
役
職
名
、
⑤
「
Ｆ

ｏ
ｒ
ｅ
ｓ
ｔ 

Ｓ
ｔ
ｙ
ｌ
ｅ
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
」
登
録

の
有
無
、⑥
住
所
、⑦
Ｅ–

ｍ
ａ
ｉ
ｌ
ア
ド
レ
ス
、 

⑧
電
話
番
号

◇
問
合
せ
先

公
益
社
団
法
人
国
土
緑
化
推
進
機
構　

政
策
企
画
部

電
話　

０
３―

３
２
６
２―

３
８
８
３　

E-m
ail　

 foreststyle@
green.or.jp

【「農山漁村発イノベーション」イメージ】
出典：令和４年度農村振興局関係予算 概算決定の概要

令
和
令
和
３３
年
度「
Ｆ
ｏ
ｒ
ｅ
ｓ
ｔ

年
度「
Ｆ
ｏ
ｒ
ｅ
ｓ
ｔ  

Ｓ
ｔ
ｙ
ｌ
ｅ
ラ
ボ
」（
第

Ｓ
ｔ
ｙ
ｌ
ｅ
ラ
ボ
」（
第
２２
回
）開
催
！

回
）開
催
！

「
農
山
漁
村
発
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
」
に
よ
る
森
林
サ
ー
ビ
ス
産
業
の
推
進

「
農
山
漁
村
発
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
」
に
よ
る
森
林
サ
ー
ビ
ス
産
業
の
推
進

～
異
業
種
・
複
数
分
野
が
連
携
し
た
、
多
角
的
な
森
林
活
用
～

～
異
業
種
・
複
数
分
野
が
連
携
し
た
、
多
角
的
な
森
林
活
用
～
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小
豆
が
ゆ

1
月
15
日
は
「
小こ

正し
ょ
う

月が
つ

」。
暮
れ
か
ら
正

月
に
か
け
て
忙
し
く
立
ち
働
い
た
女
性
が
よ

う
や
く
家
事
か
ら
手
が
離
れ
、
骨
休
め
で
き

る
日
と
い
う
こ
と
で
、「
女
正
月
」
と
も
呼

ば
れ
て
い
る
。

こ
の
日
に
小あ
ず
き豆
が
ゆ
を
食
べ
る
習
慣
は
古

く
か
ら
あ
り
、
紀
貫
之
の
『
土
佐
日
記
』
に

も
記
さ
れ
て
い
る
。
小
豆
の
赤
い
色
が
邪
気

を
は
ら
う
と
信
じ
ら
れ
て
い
て
、
1
年
の
初

め
に
赤
い
小
豆
が
ゆ
を
食
べ
て
無
病
息
災
を

願
っ
た
と
い
う
。
ま
た
、「
小
正
月
」
の
頃
、

大
釜
で
煮
た
小
豆
が
ゆ
の
中
に
竹
筒
を
入

れ
、
中
に
詰
ま
っ
た
量
で
そ
の
年
の
農
作
物

の
豊
凶
を
占
う
「
粥か
ゆ

占う
ら

」
も
各
地
の
神
社
で

行
わ
れ
て
い
る
。

小
正
月
に
は
、
正
月
飾
り
を
焼
く
「
ど
ん

ど
焼
き
」「
左さ

義ぎ

長ち
ょ
う

」
を
行
う
地
域
も
あ
る
。

1
年
の
無
事
を
祈
り
、
新
た
な
一
歩
を
踏
み

出
す
区
切
り
の
日
「
小
正
月
」
を
大
切
に
し

た
い
。

活
断
層

１
９
９
５
年
1
月
17
日
午
前
5
時
46
分
、

震
度
7
の
揺
れ
は
、
兵
庫
県
を
中
心
に
大
阪

府
、
京
都
府
な
ど
広
範
囲
に
甚
大
な
被
害
を

も
た
ら
し
、
犠
牲
者
は
６
、
０
０
０
人
以
上

に
上
っ
た
。

阪
神
・
淡
路
大
震
災
は
、
淡
路
島
北
部
の

野
島
断
層
が
動
い
て
発
生
。
そ
れ
ま
で
、
兵

庫
県
直
下
の
活
断
層
は
「
歴
史
上
、
地
震
を

起
こ
し
た
記
録
が
な
い
」
と
地
震
の
想
定
か

ら
外
さ
れ
、「
神
戸
、
兵
庫
は
地
震
の
な
い

と
こ
ろ
だ
」
と
多
く
の
人
が
思
い
込
ん
で
い

た
。地

下
の
岩
盤
が
動
い
て
で
き
た
亀
裂
（
断

層
）
の
う
ち
、
過
去
に
繰
り
返
し
動
き
、
今

後
も
地
震
を
発
生
さ
せ
る
恐
れ
が
あ
る
断
層

を
「
活
断
層
」
と
呼
ぶ
。
日
本
列
島
に
は
多

数
の
活
断
層
が
あ
り
、
マ
グ
ニ
チ
ュ
ー
ド
7

ク
ラ
ス
の
地
震
が
ど
こ
で
で
も
起
こ
り
得

る
。
災
害
へ
の
備
え
を
着
実
に
進
め
た
い
。

源
実
朝
（
み
な
も
と
の
さ
ね
と
も
）

鎌
倉
幕
府
の
3
代
目
将
軍
。
父
は
幕
府
を

開
い
た
頼
朝
、
母
は
北
条
政
子
。
兄
の
頼
家

が
将
軍
職
か
ら
追
わ
れ
る
と
、
12
歳
で
征
夷

大
将
軍
に
就
い
た
。

和
歌
に
秀
で
て
お
り
、
ま
だ
披
露
さ
れ
て

い
な
か
っ
た
『
新
古
今
和
歌
集
』
を
京
か
ら

取
り
寄
せ
、
多
く
を
学
ん
だ
と
い
う
。
藤
原

定
家
に
自
ら
が
選
ん
だ
歌
30
首
の
評
を
請

い
、
定
家
か
ら
は
『
万
葉
集
』
を
贈
ら
れ
た
。

実
朝
の
歌
は
『
金き
ん

槐か
い

和
歌
集
』
に
ま
と
め
ら

れ
、
勅
撰
和
歌
集
に
も
92
首
が
採
用
さ
れ
て

い
る
。
代
表
作
「
世
の
中
は
常
に
も
が
も
な

渚
こ
ぐ
海
人
の
小
舟
の
綱
手
か
な
し
も
」
は
、

『
小
倉
百
人
一
首
』
に
収
め
ら
れ
て
い
る
。

１
２
１
９
年
1
月
27
日
、
鶴
岡
八
幡
宮
を

詣
で
た
後
、
頼
家
の
遺
児
公く

卿ぎ
ょ
う

に
斬
ら
れ
絶

命
。
26
歳
。
そ
の
死
で
、
源
氏
の
将
軍
は
途

絶
え
た
。

季
節
に
拾
う
・
新
歳
時
記
（

季
節
に
拾
う
・
新
歳
時
記
（
１１
月
）
月
）

小
　
牧
　
規
　
子

小
　
牧
　
規
　
子
（
ジ
ャ
ー
ナ
リ
ス
ト
）

（
ジ
ャ
ー
ナ
リ
ス
ト
）
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・「町村 .com」は、町村関係者の方だけがご利用
いただける専用ページです。

  ご覧になる際は、所定のパスワードが必要にな
ります。

・ユーザー名とパスワードは、各町村にお知らせ
済み（平成18年9月27日付）ですが、 お問い合わせ
は、全国町村会広報部（kouhou@zck.or.jp）まで
お願いいたします。

　全国町村会では、全国の町村との連携を密にし、町村長と町村職員のみなさんの情報収集の利便
性を向上させるため、町村専用ページ「町村.com」を開設しています。
　「町村 .com」では、全国町村会の活動状況や中央省庁などの政策情報を随時ご提供しているほか、
全国の町村の先進的な取り組み事例をはじめ、各種統計資料など様々なデータも公表しています。
　私どもは、「町村 .com」が町村関係者にとって真に役立つホームページとなることを目指し、こ
れからも充実をはかっていきたいと考えています。ご覧になったご感想・ご意見を、下記のメール

アドレスにお寄せください。

kouhou@zck.or.jp

町村専用ページ「町村 .com」をご覧になっていますか

 http://www.zck.or.jp/choson/

p54 31886 新歳時記_1月.indd   54p54 31886 新歳時記_1月.indd   54 2022/01/18   11:38:542022/01/18   11:38:54



近年、自然災害が増加し、全国各地で甚大な被害が発生しています。中でも、豪雨災害の発生要因となっ
ている線状降水帯は、今後も多く発生することが予想されています。
毎年多くの避難指示等が発令されますが、発令の約₉割以上が災害救助法の適用にいたっていません。
未適用となり、住民の避難のために発生した費用は、すべて自治体の財源で賄わなければなりません。
その財政負担を軽減するのが「災害対策費用保険制度」です。
想定外の自然災害が増加する昨今の状況を踏まえ、住民の生命・身体の保護を図るため、ぜひ災害対策
費用保険制度をご活用ください。

実際に活用している町村長からは「加入していてよかった」との声が届いています！

梅雨前線に伴う大雨により、避難
準備・高齢者等避難開始を発令。
消防団員の出動手当や庁舎内・避
難所に配置した職員の超過勤務手
当などにかかった費用の半額が保

険から支払われ、財政上、助かった。保険の
請求手続きが、それほど煩雑ではないところ
も良かった。

保険のおかげで早めに判断できた
ことにより、地域住民への避難指
示の呼びかけがスムーズに行え
た。また、消防団の出動手当（※）

も保険対象となることから、迷わ
ず要請できた。

※加入している町村が支出した出動手当が対象

応急救助等にかかる
費用が対象！

ただし、災害救助法の適用を受けた災害
は対象外となります。

新型コロナウイルス
対策費用も対象！

感染症対策としてホテルを借りる場合は
『避難所の設置』で、マスク･消毒液等は
『応急救助費』の消耗品費で対象です。

●台風による避難勧告等の具体事例

事故概要（令和2年度発生／九州）
台風10号の接近に伴い、大雨や暴風による人的
被害発生の可能性があるため避難勧告を発令。
避難所を9箇所開設し、583名が避難した。

保険金支払
食料・飲料代、毛布のクリーニング代として約
106万円、職員の超過勤務手当約366万円の合計
約472万円の保険金が支払われた。

●令和2年度加入実績
加入団体数 331団体

加入団体保険料（オプション除く） 250,888,552円

加入団体保険料平均 757,971円

●令和2年度支払実績
支払件数 319件

支払保険金 326,398,743円

支払保険金平均 1,023,194円

補償内容の詳細は「町村.com」をご覧ください。（https://www.zck.or.jp/choson/）
加入の申し込み、お問い合わせはお近くの都道府県町村会までご連絡ください。

災害対策に
役立っています！災害対策費用保険制度災害対策費用保険制度 をご活用ください をご活用ください
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全国町村会館には、
会議室・宴会場のほかに、
ふたつのレストランもございます。
お気軽にお立ち寄りください。

和・洋食のレストランも
お気軽にご利用ください

●全国町村会館へのアクセス
・有楽町線・半蔵門線・南北線「永田町駅」
　3番出口徒歩1分
・丸の内線・銀座線「赤坂見附駅」徒歩8分
・タクシー東京駅から約20分

TEL.03（3581）0471
FAX.03（3581）0220
〒100-0014 東京都千代田区永田町1丁目11番35号
ホームページアドレス　https://www.zck.or.jp/kaikan

レストラン「ペルラン」 和食処「さいかち」

東京でのイベントに最適な
絶好のロケーションを誇る全国町村会館。
かけがえのないひとときを、
上質なサービスでおもてなしいたします。

3番出口

内
案
ご
の
室
客

ご予約・お問い合わせ

シングル
119室

ダブル
12室

ツイン
18室

SINGLE
ROOM

DOUBLE
ROOM

TWIN
ROOM

県人会など同郷者の集い、
同窓会、親睦会などの懇談会

観光PR、移住セミナー
職員採用試験などの説明会

職員旅行・家族旅行

さまざまな「集いの場」を
演出いたします

広さと設備が多彩な大ホールと、３つの
会議室がございます。
会議・研修、パーティーなどに幅広くご利用
いただけます。

※市町村職員共済組合等の宿泊助成券がご利用いただけます。
和室もございますのでお問い合わせください。

p56 3186 広告 会館（新）_2106~.indd   56p56 3186 広告 会館（新）_2106~.indd   56 2022/01/14   9:34:122022/01/14   9:34:12


